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1 緒 論

　わが国は国土が狭小で平野部が海岸地帯に限られているために，海岸地帯への産業・人口の集中を余儀

なくされてきた。その結果，埋立による臨海1業地帯の造成をはじめとする海岸地帯の高度利用が促進さ

れてきたが，こうした立地条件が高度な技術力や豊富な労働力とあいまって，原料加工国としてのわが国

経済の飛躍的発展に大きな役割を果してきたと考えられる。しかしながら，船舶の大型化に加えて，用地

難や環境対策などの必要から，産業経済活動の場を海上に求めざるをえない状勢において防波堤や護岸を

はじめとする各種の港湾施設が従来よりかなり深い海域に築造されるようになり，さらに最近では，海上

空港，原子力発電所および石油貯蔵基地など各種目的の構造物や施設が建設されようとしている。

　また，沿岸海洋は従来｝三として漁業などの生物資源の生産活動および海上輸送活動の場として考えられ

てきたが，海洋に関する知識の集積とともに，そこには無尽蔵ともいうぺき鉱物資源，化学資源およびエ

ネルギー資源などが存在することがわかり，これらの資源を開発し有効に利用しようとする機運が高まり

つつある。とくに，石油および天然ガスに関しては，すでにメキシコ湾，ペルシャ湾および北海などで大

規模な海底油田の開発が行なわれてしる。

　以上述ぺたように，人類の活動の場が海岸力ら沿岸海洋へと拡大し，いわゆる海洋開発のための各種の大

水深構造物が計画築造されようとしている弓，二・」した場今の重要な問題の1つは，沿岸海洋の気象およ

び海象，とくに波浪特性の究明とそれに伴う波，りの推定方法の確立であろう。沿岸海洋における波浪は，

従来海岸近くで観測されたものに比ぺて，はるかに人きいことが明らかにされつつあり，海洋における波

浪特性の究明のために，すでに北海における．J（）NSWAV）i）：呼ばれる大規模かつ広域的な波浪観測が実

施されたことは周知のとおりである。わが国において｛，，この観測に比ぺればかなり小規模であるが，京

都大学防災研究所と舞鶴海洋気象台との協同観測2）として，同様の観測が日本海沿岸において実施されて

お・），また運輸省においても50m程度の水深での波浪観測が開始されている。そしてこのような巨大な波

浪は構造物に繰り返し強大な波力を及ぼし，そのため海洋構造物が損傷あ∠，いは倒壊した例が少なくない。

海洋構造物の被災の例としては，テキサスタワーTT－4の倒壊がイ1名（’ある。　これはアメリカ合衆国

空軍がアメリカ西岸沖合の大西洋上に建造した人工の海洋レーダー観測塔群であり，そび）うちの1つTT

－4は，ニューヨーク港外約70mleの水深約55mの砂質士F．に建設されたが，1961年1月15日観測

員28人とともに海没した。この災害の調査報告，‘｝に当時の状況が詳しく述べられているが，その直接の

原閃は台風および冬期風による強大な波浪に起因するものである。また，｝lariemar・ら’3）によって明らか

にされたように，このレーダー観測塔TT－4はその下部構の斜材が激浪により破損されて，構造物の固有

周期が長くなり，このため波浪との共振現象を起こして倒壊したと考えられている。この倒壊は波力の究

明のみならず，海洋構造物の動的設計の必要性を認識させた例として《，有名である。

　さて，海洋構造物の基本構造物として用いられるものは小口径の柱体，大口径の柱体および鉛直ぽ体な

どであると考えられるので，海洋構造物に作用する波力の適確な推定法の確立のためには，まずこれらの
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基本構造物が剛体と仮定される場合の波力の特性を解明しなけれぱならない。

　波力は波と構造物の相互作用として生ずるものであり，したがって，構造物の存在によって波動の場は

多かれ少なかれ変形を余儀なくされる。構造物に作用する波力の特性を究明するにあたって，構造物によ

る波動の変形の程度に立脚して海岸水理学の立場から，前述の基本構造物に作用する波力の取り扱いにおけ

る著者の研究方法を明らかにすれば，つぎのようになる。すなわち，2．で述ぺる小口径柱体に作用する波

力の研究は，構造物による波動の場の変形が実用止省略でき，波力の表現に入射波の諸量がそのまま適用

できる場合であり，また柱体が大きくなって，波力に入射波のほか柱体による波の回折効果などを考慮し

なければならない場合が3で述ぺる大口径円柱の波力の問題である。さらに，4．で述ぺる鉛直壁体に作用

する波flEの研究は，入射波と反射波の相lll作用によって重複波が形成されるほど，波動の場が構造物によ

って変形される場合に相当する。かように，構造物に作用する波圧および波力の適切な推定法の確立にあ

たっては，構造物にLる波動の場の変形の程度を考慮した系統的な取り扱いが必要であろう。

　このような構造物に作用する波圧および波力の計算は，現在のところそれぞれの場合に対して，M・rls・n

の波力算定式，線型回折波理論による波力式および　Salnflotiの波圧式などによっており，いずれも1三と

して微小振幅波理論かあるいはそれを若干修正したものが基本となっている。したがって，実際設計にお

いて対象とするような非線型性の強い高波高の波に対しては，一般にこれらの諸式にkる推定結果の精度

がt’分でなく，波力を過小に評価する場合も生じる。たとえば、小口径柱体に作用する波力の計算におい

て波の特性の表示式に微小振幅波理論を用いるならぱ，高波高の波を対象とする場合，一一定の抗力係数お

よび質量係数を用いた有限振幅波理論による結果に比べて過小な値を与えることになる。また，抗力係数

および質母係数と波や柱体特性との関係が必ずしもト分明確でない現在，これら両係数の合理的な選択は，

きわめて困難な問題である。大ll径円柱に作用する波力に対する回折波理論の適用性に関しては，いまだ

f・分な検討が行なわれておらず，とくに波の非線型性が波圧や波力に及ほす影響に関しては全く未解明の

状態である。さらに，ぽ体に作用する波圧の計算に用いられるLS　ai　nftou式はトロコイド波理論より導か

れたもので，回転性を有するという物理的欠陥をもち，実験結果との比較によれば，波形こう配の影響を

含む高次項を省略しているために精度が悪く，一般に比水深のf直のあまり小さくないときには波圧を大

きく見積り，安全側の値を与えるが，比水深の値が小さく，波高の大きな波に対してはかえって小さく見

積ることになって，危険側の値を与えることがわかっている。

　以上のように，現行の波IEおよび波力の計算方法は波の非線型性の影響をf・分考慮しておらず，また

それらに及ほす波の非線型効果に関して不明な点が少なくないと考えられる。しかし，近年海岸水理学の

進歩とともに，せつ動法による有限振幅波理論の高次解の展開に伴って，波の非線型性の効果を理論的に

ある程度評価することが，i∫能になってきた。いわゆるせつ動法は，基礎方程式系に含まれる微小なパラメ

ーターに関して末知量を展開できるものと仮定し，逐次近似を進めて解を求めていく手法であって，有限

振幅進行波理論であるSt・kes波およびクノイド波理論に対してはそれぞれ第5次および第3近似解まで，

また：角関数の級数和として表わされた有限振幅重複波理論およびクノイド波の十渉問題として解かれた

有限振幅定常長波理論に対しては，それぞれ第5次および第2近似解まで肺算されており，そのほか海岸

水理学hの非線型問題の近似解法としてしばしば有効に用いられてきた。
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　前述した波力に関する研究の現状を考えて，著者は本論文において，有限振幅波理論に基づく波圧・波力に

及ぼす波の非線型性の影響の解明という立場から，非砕波の規則的な波によって，海洋構造物の基本構造

物である小日径柱体，大口径円柱および壁体に作用する波圧・波力を適確に推定するための基礎研究を実

施したが，各章の研究方法と内容の概略を述ぺれば，つぎのとおりである。

　まず，2．小口径柱体に作用する波力に関する研究は小ll径の鉛直円柱，鉛直角柱および水平円柱に作用

する全波力の推定に対して，有限振幅波理論を用いた波力算定式の適用性を実験結果との比較より検討し

たものである。すなわち，2．1では，有限振幅波理論の適用性や小口径柱体に作用する従来の研究成果の

概要と問題点を述ぺて，本章の研究目的を明らかにする。2．2では，波速に対するSt・kesの第2定義を

用いてSt・kes波の第4次近似解およびクノイド波の第3近似解を追計算するとともに，著者により追計

算されたクノイド波理論とLaitoneのそれとの関係を解析的に明らかにする。2．3では，これら有限振幅

波理論の波速，波の峯高および水粒子速度に対する適用性を詳細な実験結果との比較において検討する。

2．4では第2定義による有限振幅波理論をMorisonの波力算定式に導入し，小口径柱体に作用する全波

力の計算式を誘導する。また，2．5では，有限振幅波理論による全波力式に基づいて，柱体の抗力係数お

よび質埴係数の算出方法を述ぺるとともに，これら両係数と波や柱体の特性との関係や両係数の位相変化の

全波力に及ぼす影響をそれぞれの柱体に対して詳細に考察する。さらに，2．6では全波力の最大値に対す

る計算結果と実験結果との比較から，有限振幅波理論による全波力式の適用性を明らかにする。一方，実

験結果の次元解析に基づく考察から全波力に皮ほす波や柱体の特性の影響を調ぺるとともに，次元解析結果

と理論計算の結果との関係を考察する。また、急こう配の斜面上での鉛直円柱に作用する全波力の推定に

対して前述した理論計算および次元解析結果の適用性について簡単に述ぺる。

　ついで，3大ll径円柱に作用する波圧・波力に閲r｝る研究においては，大口径円柱に作用する波圧・波

力に及ほす波の非線型性の影響を理論的に解明するために，非線型回折波理論を展開し，それに基づく波

圧・波力の算定式を誘導して，その妥当性を実験結果との比較から検討する。すなわち，3．　1では，この

問題に関する従来の研究を紹介し，波の非線型性の波圧・波力に及ぼす影響が全く未解明であることを指

摘する。3．　2では，せつ動法を用いて非線型回折波理論の第2次近似解を計算し，波の非線型効果を含め

r：波圧および水位変動の表示式を導く。ついで，3．3では，非線型回折波理論の第2次近似解より全波力式

を誘導するとともに，全波力および質量係数に及ぼす波の非線型効果を数値計算によって検討する。3．4

では，波圧および水位変動に関する前述した理論結果と実験結果との比較を試み，とくに波形の非対称性

など波Jtlに及ぼす波の非線型効果がこの理論によってどの程度解明できるかを考察して理論の妥当性を

確かめる．3．5では，全波力および質量係数の理論結果の妥当性を実験結果との比較より検討し，この結

果から大口径円柱に作用する波圧・波力の推定法を明らかにする。

　さらに，4．壁体に作用する重複波の波圧に関する研究では，重複波の波圧の推定法を明らかにするため

に，主として有限振幅重複波理論に立脚して，その各近似解の境界条件に対する適合性と実験結果との比

較における適用限界を明らかにするとともに，越波のある場合の波圧に対するこの理論の適用性を考察＋

る。4．1では，従来の研究成果を要約し，本章での研究日的および内容について述ぺる。ついで，42C’

はTadjbakhshおよびKellerならびに首藤による有限振幅重複波理論の概要を述べるとともに，各近似解
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の自由表面境界条件に対する理論的適合性を数値的に検討して，せつ動解の高次化の有効性を明らかにす

る。4．3では，波圧に関する実験結果と理論結果との詳細な比較から，有限振幅重複波理論の波圧に対す

る適用限界を明らかにする。また，境界条件に対する理論的適合性と波圧に対する適用限界との関連を検

討して，この立場から壁体に作用する重複波の波圧の推定法を明らかにする。さらに，44では，越波の

ある場合の壁体に作用する波圧に対する有限振幅重複波理論の適用性を実験結果との比較により詳細に検

討して，こうした場合の波圧計算法を提案する。

　最後に，5．結論においては，本論文で得られた主要な研究の成果を要約する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　参　考　文　献

1）　Barnett，T．　P，：Wind　Waves　and　Swelいn　the　North　Sea，　EOS，　Trans．　AGU．，　Vo1．51，

　　No．7，1970，　pp．544～550．

2）土屋義人：日本海沿岸における冬期波浪の協同観測，京大防災研年報，第16号A，1973，pp．29・－

　　39．

3）　Harlemnn，D．　R．　F．，　Nolan，W．C．　and　I　lonsinger，　V．　C．：Dynamic　Analysis　of　Offshore

　　Structure，　Proc．8th　Conf．　on　Coastal　Eng．，　1962，　PP．482－－499．
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2．小口径柱体に作用する波力に関する研究

2．1　概　　　　説

　海中構造物の計画設計にあたって，｝三たる外力の1つである波力の適確な推定が重要であることはすで

に緒論において繰り返し述べたが，こうした波力を解明するためには，一般に流体力学の基礎方程式を

適切な境界条件のもとで厳密に解くことが要求される。しかし，その厳密解を求めることは現状において

はほとんど不可能であり，本研究で検討する剛な柱体に作用する波力の問題に対しては，近似的な取り扱

いとして現在2つの方法が用いられていると考えられる。第1の方法は流体の粘性を無視して完全流体の

運動とし，さらに波動運動を線型化して得られる基礎方程式と境界条件から解を見出すいわゆる回折波理

論である。

　第2の方法は波力を抗力と慣性力の和として表示するいわゆるM・rls・nの方法1）であt，て，　Morlson以

来多くの研究が行なわれてきた。2．での研究方法は，これらのうち，後者のMorlsonの方法を踏襲し，最

近の有限振幅波理論の適用を試みようtdるものである。したがって，ここでは従来のF一要な研究成果を

要約し，その問題点を指摘するととも1－，本研究との関連を述べる。

　柱体に作用する波力に関する最初の系統的ぷω惚は，M・rtsonらL））にL”て行なわれた。かれらは，柱体

に作用する波力を抗力と慣性力の和として表オ］一　．実験や観測による波力の資料から微小振幅波理論に基

づく波の水粒子速度や加速度を用いて，抗力係数三はひ質量係数を決定するこL・により，柱体に作用する

波力の定量的表現をはじめて可能にしたL、ま㌃，’J・・AC，itひさつづき，　ff体の断加形状効果や隣接円柱の

影響をも検討している。この方法は波の運動場か物体にしべ変形をうけず，波動運動を一様水深におけ

る進行波として表現できること，非砕波の波であるこヒわいト波力を抗ノ」と慣性力の線型和として表現で

きることなどの仮定に己っているものである。その方法の適否け別に．て，こ：）したMorison流の考え方

に基5いて波力を解析していく場合問題になるのは，静）k面上り波の十高，水粒r速度および加速度の正

確な推定と抗力係数および質量係数の適切な選択であるt，実際設，dにおいてttt‘lt小振幅波理論の適用が不

十分である場合が少なくなく，有限振幅波理論を用いて波Ll・）特性を計算’t・M　　1・5いは実測による必要

かある。有限振幅の進行波に対しては，その理論解としてSt《）k宇s波理論，7！　／・波理論および孤立波

理論，また数値解としてD（・an3）による流れ関数波動理論や（JhaPPt・1Vi、，1）によ㌧払値波動理論などが展開

されている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ　　　　　　　有限振幅波理論の適合性について波の水粒子速度の観点から検討した研究ヒしては，すてにLc　Mehaute

ら5）および岩垣ら6）の研究があり，また波の水粒子速度の詳細な測定結果として合田7）・’）研究がある。　合

田はプロペラ式流速計を用いて波の水平水粒子速度を広範囲な実験より測定し，波の峯おピメ谷における

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ　　　　　ノ水粒子速度を表わす実験式を与えた。また，Lc　Mc’hauteらおtび岩垣らはそれぞれ中立浮遊粒子をトし

一サーとして用いる方法，水素気泡をトレーサーとして用いる方法およびホットフィルム流速計を用い’（

波の水平水粒子速度を測定し，有限振幅波理論との比較を行なっている。これらのほとんどの結果において，
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Le　M6haut6らは，合田の実験式をも含めて種々の有限振幅波理論のいずれもが波の水粒子速度を十分に

は表現できないと結論づけている。これに対して，岩垣らはこれらの理論の適用範囲内では理論曲線と実

験結果は比較的よく一致すると述べている。Le　Mごhaut6らの実験はかなり大きな波高（h／H・2～25，

h：水深，H：波高）を対象としているのに対して，岩垣らの実験はそれほど波高の大きくない波（h／Hく

3）を扱っているという実験条件の相違や実験装置および実験方法の相違はあるが，このことは波の水粒

子速度の測定の困難さを示すものであろう。また，現在の有限振幅波理論では基礎方程式から直接波速が

決定されず，そのためいわゆる波速に対するStokesの第1および第2定義といわれる付加的な条件が必

要であるという波動理論に関する根本的な問題がある．前述のいずれの研究でもこの点が考慮されておら

ず，第1定義によるSt・kes波理論および第2定義によるクノイド波理論などの有限振幅波の理論解と実験

結果とがそれぞれ比較されており，これらの定義による有限振幅波理論の差違を明確にする必要がある。

なお，鉛直水粒子速度についてはほとんど測定が行なわれておらず，これに対しての有限振幅波理論の適

用性は全く不明であるといわねばならない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8）
　さて，こうした波の有限振幅の効果を波力算定式に導人する試みはすでにReidおよびBretschneider
H。，1。man．i、よびS、。P、r。・～野田｝°）A，。rsh。。およU・・　F】den、11）E・an・’2！さc，にA。gaa，d　c、13）・・より行

なわれている。こh．らの研究では，有限振幅波理論としてMlchelt－Havelockの最高波理論，　Stokcs波の

第2次および第5次近似解や流れ関数波動理論などが用いられており，とくに流れ関数波動理論によるも

、，は，かなりまとま。た結果力’；得られているようである．一方，合田14）は有限振幅波輪を適用するカ・わ

りに，静水面上の波の峯高や波の峯における水粒f一速度分布を測定して，波の有限振幅の効果を波力の算

定に考慮している。

　つぎに問題になるのは，抗力係数および質量係数の関数形である．抗力係数は一様流の場合には物体の

形状とReynolds数の関数として与えられるが，通常の波動運動のように鉛直方向に流速が変化し，同時

に周期的に変動する非定常流中において，これらかどのような関数形をもつか，また波力算定式の使用に

際して，いかなる値を採用するかは重要な問題である。合田は波形，水粒子速度および波力のモーメント

を測定して解析した結果，実測水粒子速度を使用するならば，多少のばらつきはあるが，抗力係数は一様

流での値にほぼ＿致L，質量係数はi，ぼ一定徹とる・とを示しぽた樋・15）も深海波の験の波加・実験

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　16）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は重複波から抗力係数が一様流での値と比較的よく一致することを見出している。Keulegan　（’arpenter

の節で水平円柱に作用する波力を測定してフーリェ解析により抗力係数および質量係数を求め，両者とも

Keulegan－Carpenter数Um　D／Tの関数であること，　Keulegan－Carpetiter数はうず発散（vortex　shedd　m

　ing）の程度を示すためのよい指標であることおよびこれらの係数は波の1周期の間に変化することを示

した。ここで，Um：最大水平水粒子速度，　T：周期およびD：円柱の直径，である。しかしながら，一

般に物体の振動特性を無視して次元解析的に考えるならば，抗力係数おkび質量係数は，Ruynolds数，

　Iversen数（Keuiegan－Carpenter数の逆数に相当）およびFroude数の関数として表示される．さF・に，

水粒子速度や加速度はその水中での位置と時間ノ）関数であるから，一般的な意味においては，両係数は水

中での位置および時間の関数とも考えられる。したがって，これらの係数の詳細な検討は今後に残された

kきな問題であるc上述の議論はさておき，波動運動場における抗力係数の値については，Wilsonおよ
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　　　17）
　　　　　によりまとめられたように，多数の実験結果が報告されているが，その値はかなりの幅をもってぴReld

散乱している。この原因の1つとしては，大部分の実験結果では水粒子速度として微小振幅波理論を用い

ていることによるものであって，高次近似解を用いれば，この散乱の幅は小さくなることが知られている。

　抗力係数がReynolds数の関数とするならば，一般に設計を行なう場合，対象となるRcyn・lds数はRe

＞106であることが多いが，この範囲のReynolds数に対する実験は非常に困難であるので，もっぱら現

地観測に依存している状態である。円柱に作用する波力の現地観測については，すでにアメリカ合衆国で

比較的多く実施されている坑実際の海岸波浪のもとでの観測ではWiege1ら18）の結果に見C，れるように，

波の不規則性とあいまって資料のばらつきが非常に大きく十分な成果は得られていないようである。これ

らの結果によれば，一様流の場合と同様に波浪中においても臨界Reynolds数が存在するようであり，こ

の領域においては抗力係数が急激に減少する傾向を示している。AgcrshouおよびEdensはStokes波の

第5次近似解を用いてWlegelらの資料を解析したが，必ずしも高次近似解を用いることがまとまった結

果を与えるものでなく，抗力係数や質量係数の決定には統計的なアプローチが必要であると述べている。

この原因として種々の周波数と振幅よりなる海岸波浪に規則波の理論を用いること，試験円柱が支持され

’こいる構造物周辺の乱れの効M・　ti5よび波力測定装置の誤差などが考えられる。また，これらのReynolds

数の領城における実験はRoss19）やB1umbergらwo）によりなされている。　Blumbergらの結果によれぱ，こ

の領域の抗力は円柱表面の相対粗度に＃っ　芝配されるようになり，滑面のときの0．5から粗面のときの1．0

まで変化している。この粗度の抗力係数に及ぼす効果を調べた実験がBurt《川ら21）によってなされており，

Reynolds数の値のより小さい領域において｛，相対粗度の増加とともに抗力係数は若干の増加を示してい

る。一様流中での抗力係数が物体のまわりの流れの状態と密接に関連していることはよく知られているが，

波動運動の場合も同様v’）ことが考えられるcピ、に，波動運動の場合，物体の後面に形成され，発散され

た渦は水粒子速度の方向が逆転するとき，再び物体に沿’，一，1動くといった複雑な流況を示し，このことが

抗力係数ノ順にぱらつきを与える一・因ともなっていると考えら川るcこれらの問題を扱った例として，

　　　　　　　　　　　　　　L”z）
　　　　　　　　　　　　　　　は静水中で円柱を周期運動さ’tイこ、’により，ある条件ドではうずのLalrd，　J《，hnsonおkぴWalker

効果がかなりあることを示した。またSarpkayaら＝rS＞は一方向流れr・一一定加速度の場合を取り扱い，抗力

係数t質量係数の理論式を導くとともに，それらの値を実際のうずの挙動と結びっけて決定し，両係

数J）うずとの関連を詳細に検討した結果，両係数の問にある関係ノ）存在．1るこ’L・を見出した。このことは

M。cN。w。　c、　en）によ。て｛、指摘されていることである．さらに，うず、ノ・発散v・程度がK。。1。9、n－C。，pen－

ter数によってよく表示されることはすでに述ぺたが，これは鉛直流速の存在しない振動流中におけるも

のであ’・て，実際の波浪中におかれた構造物の場合にはkり複雑な機構が考えられ，現在のtころほtん

ど研究が行なわれていないようである。なお，こうしたうずの発散は波の進行方向と直角方向の力（揚力）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘th）を発生させ，その大きさがかなりの程度になることがW」egelやBidde　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　によって報告さttている。

　質量係数については，ポテンシャル流理論にkってCM・2として与えられ，設計面でもこの値を採弔

するのが妥当であるとされているが，WilsonおよびRvidや合田の結果では平均値として2より’1・、い

　　　　　　　　　　　　　　　ee）値を与えているのに対して，Jen　　　　　　　　　　　　　　　　の研究では規則波お仁ぴ不規則波にっいて2より大きな値を与え：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　27）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の研究ヒ関連Lて今おり，この点については波力に縮尺効果が見られるというPaapeおよびBreusers
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後ノ）研究か必要であろう。さらに，最近では，堀川C・llS）は斜面上に設置された比較的口径の大きい円柱に

作用する砕波力に関する研究において，非砕波の波による波力を評価する場合水粒子加速度と慣性力との

位相差を考慮する必要がある二とを述べている。この方法によれば，質量係数および抗力係数はそれぞれ

線型回折波理論による結果および一様流の場合のGoldsteinのIPL曲線とよく一致することを示した。し

かし，実験が底こう配1／30の斜面上におけるものであるにもかかわらず，水粒子加速度パヒぴ位相差の評価

に一様水深での微小振幅波理論を用いていることや口径の大きい円柱ノ）場合．り抗力が最大波力のせいぜい

10％程度であることを考えるヒ，その結果の精度に若干の疑問があると思われる．

　以fl，柱体に作嗣する波力を規則波として取り扱った研究の概略を述べたが，波動運動に伴う現象の複雑

さや波力に関係する要素が多いため，必ずし1，1’分統一的な成果が得られているとはいえないt考えられ

る。そこで2．では非砕波の波によって剛な柱体に作用する波力を対象とし，さらに，柱体による波の回折

効果を無視できる小口径柱体に作用する波ノ」を取り扱うこtにする。まず，2．2で波速に対するStokesの

第2定義を用いてSt・kes波の第4次近似解およびクノイド波の第3近似解を追計算するtともに，

ChappelearおよびLaitoneによるケノイド波理論ノ）田lll関係を明らかにし，つづいて23においては従

来の有限振幅波理論をも含めたこれらの理論解の波速、静水面上の波・り峯高および水粒子速度に対する適

合性を実験結果との比較より考察する。L）．4では，　Morls《川の波力算定式にこれら有限振幅波理論を導

入し，鉛直柱体および水平円柱に作用する全波力の算定式を導く。25では，これらの式に基づいて，鉛

直円柱，鉛直角柱および水平円柱に関する全波力の実験結果から柱体の抗力係数t5よぴ質量係数を算出し，

これら両係数と波や柱体の特性との関係を究明する。つぎに2，6において，柱体に作用する全波力につい

て計算結果および実験結果との比較b・ら，有限振幅波理論を用いた波力算定式の適合性を検討するととも

に，次元解析および理論計算から波や柱体の特性との関係を明らかにする。さらに，比較的急な斜面上に

設置さtl．た鉛直円柱に非砕波の波によって作用する全波力の特性を一様水深あるいは緩こう配Lにおける実

験結果tの比較で考察するヒtもに，理論計算結果t実験結果との比較からその適用性を検討する。最後

に2．7では，以上で得られた成果を：｝iヒめて結語tする。

2．2　Stokesの第2定義による有限振幅波理論

　すでに2．1で述べたように，St・kes波おkぴクノイド波理論で代表される現在の有限振幅波理論では，

その基礎方程式から波速が一義的に決定されず，そのためSt・kesの第1および第2定義といわれる付b［］

的な条件が必要になっている。有限振幅波理論については，すでに多くの研究者にLり計算が進められて

きたが，Sk、。lb，，・1。‡、よびllendrlck、。n・L’9）a・解｛・見C，れ7。　tうに，　S・・kes波輪t数値解を含めて暗

黙のうちに第1定義によって計算されているのに対して，クノイド波理論では両方の定義が用いられている。

表一2．1は従来の有限振幅波理論の主要なものをこれらの定義によって分類したものであるが，この波速

の定義による有限振幅波理論の差異に関してはほとんど検討されていない。

　そこで，2．2では第2定義によるStokes波の第4次近似解およびクノイド波の第3近似解を追計算し，

従来の有限振幅波理論との比較を試み，その特性を考察する。
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表一2．1　波速の定義による有限振幅波理論の分類

波動哩論　　　　　波速の定義
第1定義 第2定義

Stokes（第2次近似解）
Sk」clbrela30）（第3次近似解）

　解　析　解
iSt・kρs波理論）

田中31）（第3次近次解）

rkjclbrelaおよぴllcndricks《）n
@　　（第5次近似解）

著者（第4次近似解）

D。：∋（第5次近似解）

Brutschnelder33）（第5次近似解）

K（・uleganおよびPatterson35）

　解　析　解
iクノイド波理論）

（happclear測（第3近似解） 　（第1近似解）
kaltone鋤（第2近似解）

著者（第3近似解）

数　値　解 ChaPPduar
（Stokes波理論） D〔：an

一
一

　2、2．1　波速の定義

L・M・・h・u・6”）はつぎ・・kうに述ぺ…一進行するrn。noc・，＿tlc　wav、，sに対して，速麟テンシ

ャルφ　／（x　c‘）であるkうな定常解（その場合，解は一一意的であるが）を求める努力がなされてきたc

ここに，c：波速に等しい定数x：水平座標．1［　’rl‘：時間である。その定常解は同一の形であるけ

れど｛，，cは決定されずcの決定のためには別’策∫寸・が必V’である。」またSt《）kes鋤は約100年前波形

の伝播速度はそれ自身波速の有効な定義を与えヘパ，力こない『とを示し，進行波の波速に対する2つの定

義を提案した。その第1は波速に対するSt・kvK力第㍑£義’1いわれるものであり，波の進行方向の任意

断面における一一一波長あたりの平均の水平水粒f“速度か零（・毛’ゐニレ，すなわち水平！（粒子遠隻が時lli｜的に

も空間的にも周期的であることを意味し，次式で定義される，

　　　　　　　　L
　　　　　　　l（ciu）dx
　　　　　c　　°　L　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．1）
　　　　　　　　　ldx

　　　　　　　　　O
二こに，L：波長おkひu：静止座標系からみた水平水粒子速度である。第2は波速に対するS1〔｝kesの

荷2定義といわれるものであって，定常化された運動場において一波長あたり・り平均運動量が零であるこ

ヒ，寸なわち波速が水塊の重心の速度に等しいこYを意味し，次式で定義される。

　　　　　　　　L　　
　　　　　　　ll　（clu　）　did　x
　　　　　　　o　－h
　　　　　c－　　　　Lo　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）
　　　　　　　　　　日　d・dx
　　　　　　　　　　O　－h

ここに，η：平均水面からの水位変動およびZ：平均水面t，り鉛直上方にとった座標である。

一般的にいえぱ，第1定義コる波速は第2定義のそれに比べて大きな値を示し，また深海波おLひ孤

立波の場合には，両者は正確に一一一致する．
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　2．2、2　第2定義によるStokes波の第4次近似解

　ここでは，Skjelbr・tiaおよびHendricksonによるせつ動

法に従って，第2定義にLるStokes波の第4次近似解を誘

導する。いま，非粘性非回転の流体運動？し，さらに図一2．1

に示すような波速cで移動Lsせた動座標系X，　zを用い，次式

による無次元量

6－kt，x・－hX，：kz，

元一㌘・元一…；・＞e・・

a・当・≡撒・三÷

（2．3）

z＿＿c

ゐ

マ セ　　X々

て

wL、

力’

を定義すれば，波の伝播とともに変形しない波動運動の基礎
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図一21　座標系
方程式は周知のように，次式で表わされる。

　　　　　∂2万　∂26

　　　　　齋＋万㌻二゜　　　　　　　　　　　（2－4）

ここに，φは無次元化された速度ポテンシャルであって，次式で定義される。

　　　　　一　∂φ　　一　∂φ

　　　　　“二云・”一冨　　　　　　　　　　　　（2・5）

また，境界条件は水底zL－hにおいて，

　　　　　∂φ
　　　　　＝二〇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．6）
　　　　　∂z

であり，水面Z＝ληにおける運動学的条件および力学的条件はそれぞれ

　　　　　旦，旦．λ亘坐一。　　　　　　　　（，．，）
　　　　　∂z　　∂x　　　∂x　∂x

および

　　　　　一・・袈・ラ・λ［㌍・｛（農ア・（｛芸ア岡一・　　・…

である。ここに，k＝2π／L：波数，λ：波形こう配に相当する微小パラメーター，9：重力の加速度，　Q

：Bernoulliの定数およびω：鉛直水粒子速度である。

　さて，以Eの諸式においては，微小パラメーi」一λが含まれているので，近似解を求めるために，せつ

動法が適用できる。すな才）ち，式（2．4）および（2．6）を満足する速度ポテンシャルφと対称性およ

び周期性を満足する水位変動ηが第4次近似に対して微小パラメータλのべキでそれぞれ次式のように展

開されるものと仮定する。
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〈b　＝（イ。－aA。2」a2A。，→λ3A。、）X→（イ11＋12A，，）…h（占→・）・i・X

　」（λ！碧22→λ3∠24）cosh　2（ゐ」z）sln2X斗A2A，，　cosh　3（ん十z）sin　3X

＋λ34、c。sh　4（h→z）・i。4X

（2．9）

　　　　　η二cosX→（λB22十λ3B，・4）cos　2×！XtB，3　c《》s　3X→ズ844　cos4X　　　　　　　（2．10）

ここに，∠りおよびβり：決定されるぺき係数である。

　式（2・9）の右辺第1項は他の項と同様調和関数で・しかも式（2・6）を満足する関数であるが，Skjelbreia

らの仮定には含まれていないものである。さらに，Bern・ulliの定数および波速に対してつぎの級数形を

仮定する。

　　　　　V＝C3→　λ2C4　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2，11）

　　　　　　　　　　　2　　　　　c2－C（1斗λ2Cl）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．12）
　　　　　　　　o

ここに，Ci：決定されるべき係数である。

　つぎに，未定係数イ‘ノ（㌔およびA。4を除く），B」ノおよびCiを決定するために，式（2．9）～（2．

12）を水面における2つの境界条件，式（L）71および（2．8）に代入し，Skjelbreiaらの方法にならっ

て双曲線関数をηに関し，さらに展開して，A」）ベキおよびcosiXあるいはsin‘X（i二1～4）にグル

ーフ別けをし，各項を零とおけば，式（27）おkび（2．8）から4ノ，鵬およびCiに対するつぎの連立

方程式が得られる

　AOi－0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2」3）

　An　sinh九一1　＝－0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．14　）

　Ao3＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．15　）

⑭去・’・・22c・・hn・A・…h21・書All　・in・A　I　A，・s・・hλ』・　　　（・．16）

　－　2B2t」　A，1　cosh　h→　2An　sinh　2占　二〇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．17　）

一・・…2・…n・　；1　An　c・・h・・戸・…c・・h・＋ケ1・…hム

ー》A・・c・・h31・2A・2　s・血・E・2A・・s・nh2」1’・　aAit・・2　s1品五

一A・・s・h2万一ll　・…3c・・h万才・11　c・・h万・±…c・sh万

申・…sl血π協…h2n・9・・…sh　3万・il6Aii　c・・h雁・・

一・・…ツ・・・…h・魂2…h2万ユ・s・・h3万・シ・1c・・h万一・

－4…9・，，・・…h万…Bn　An…h2万・シ・・c・・h　3A　一＋・・A・slnh　4万

・＞41・・2s1血万・去・・1・・…h鴫・11　c・・h雁．・］541・…h万・tAn・・…h万

（2，18）

（2．19）

（2．20）
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1・A。・加2A　l　2A。B，，　c・sh　2万一｝．1イ1、Bn…hんは22　si・h2λ弓㌔・・sh　3万一・

　　　　　　　　　　←　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 一

シ11c・・h2万・・…牽……・・．・　　　　　…21）

元：蕊i惣∵二：1㌶：竺当，一，

叫…s…．・・1・・s・11h・－2A・・…sh2・…2B・…h2万ぷ・11s・・hn・・

　　　　　2－2／fn　c《）shん　1．．．　　O　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （2．23）
　　　　　（；，i

・1　・，，・・shパ・…shA・ll・・2　slnh万．・lr・・lnh2・・A，…sh・A

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．24）
1・A…11…h占叫㌔・・sh　3雁…2s・・h2ゐ一～iirC，・

－Aii　…h　h．ピ1ぽ・・…h2巾毒・…　　　　　（・・25・

；イ1・・sh　2川∴・・2　…h　2n－一〉・11・・…sh・ン11〃・2・・sh・h’

一；・11s・・hA．A，，B…sl血弓〆－h　h－A・・　sinh五晦・11・1nhゐ

」341イ，2si．h3孟一4イ，2　c，、。h　2A一偽、　c。sh　2ん14A。，　An。。sh　2元　　　　　（2．26）

品・…・h2ム・3砧…sh・・梱・s1曲2・
奄Q　B，，　C，

中・・一・A・・・…h・“iA・…h五・

　1　　　－　　　　　・　　　　一　　　　　　　　　　　一　2．4A・c・shゐA・Bn・i・hゐ44・・si・h　2ん一6A　・…sh　3ん1　2イ，・イ22・・shん j・β・・（）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o　　　（2．27）

ン11・…sh‥11…s・・h万拓11　s・曲ゐ．・…c・sh　2ゐ

偽，β・．，s頑2λ9イ，，　si。h3ゐ＋　A。A22、i。hん・2〆。。sh22A　　　　　（2．28）

－8A…sh…：ぷ・・c・・h2・2石…h22・巨…

　　　　　　　　　　　　　　　　　0

式（2．13）～（2，28）の連立方程式を％，βりおよびCiに’）いて解いて次元をもどせば，それぞれ

はkh，402およびAo4の関数として次式で与えられる。

A・・一・・A・　．3．．・・－An 刀D吉・一・13．一…5漂晶’甑虹、、㌃1
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二22

44

　3　　　　，　　A24二
8　sinh4　kh

　　　　　　　　　　－4cosh2　kh　｛　13　3・Ao2
　　　　　，　　A33二
8sinh4　kh　　　　　　　　　　　　64sinh7　hh

80…h6肋一816ω、h4肋日3認。。sh2　kh　I97

192…h8と九．424…h6　hh－312。。，h‘　kゐ＋480。。、h2妨＿17

768sinhiO　kh
（2．29）

B22一

　　　1536（－1」　6cosh2　hh）sinh‘o　kゐ

（2cosh2　k占」1）cosh　k力

4　Slnh3　kh

B，＿272・・shg　kh－5・・…輪一192…柵．・322…柵・21…h妨

33
β

44
β

　　　　　　　　　　384sinhg　kh

24c《｝sh6　↓kゐ　・｝　3

　64sinh6左占

768・・sh”・kん一448・・shgんカー48・・sh7蜘48。。sh5舳UO6。。、h・k占．21。。sh妨

（2．30）

c：－t・・nh・kh，

384（6cosh2　kh－1）sinhg　kh

二3　

惰

CC

　　　　　　　　8cosh4　kゐ　8cosh”kh．十9

　　　　　CI　－一『一一←一一

　　　　　1　　　　　　sinh　kh
　4。i血姑。。、hkh→。。，hピ・，・

．4・c・・甘柳16…h4姑一38・・sh2肋・9

　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘

一十2／Ao2

4cosh4輌ヒゐ　｝　　5

Ao　2

（2．31）

　　　　64sinh7　kh　coshkh

・2Slnhんゐ E；，，・i・h　kゐA。，

　　cosh　kh　　　　　　cosh　kh

8sinh3　kh　cosh此ゐ

」鹸に・A・・およぴイ・・を綻するために・式（22）に・，ut・よびηを代人Lて，〃・ベキを考慮し

て計算すれば，次式が得られる。

　　　　　cosh妨・402　L－－

　　　　2kh　slnh　kゐ

　　　4…h7姑一20・。sh5　kh日6、。sh3　kh　－g。。sh．kh
・404

　　　　　　　　　32kゐsin㎡kh
（　　cosh“

Qkhsinhkゐ）2

（2．32）

以・ヒのかわりに・A・2およびA・4を決定す醐合‘・式（2．1）で表わされる第1定義を用いるなC，‘f，

イ・ん＝・とな・て・・肪の係数iま・S・j・lb・eiaらte）a・結果と完全‘・一致する．したが。て波速，水

平水粒子速度および鉛直水粒子速度は第4次近似に対して，それぞれ次式で表わされる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－13一



　c　　　　　tanh　kh
7fif・；　kh（1→λ2Cl）

“

一；λ2　Ao2寸λ4・A，，→（ル411十λ31413）coshん（占・l　z）c（、s　kX
c

　　→2（λ2！422→λ4A24）ぐosh2k（占→z）cos　2kX→3　Z3　A33　co　g．　h　3　k（ゐ」z）cos　3　kX

　　」4λ4　A“cosh　4　h（九1z）cos　4　kX

り

一一
iんAn．｝λ3・413）sinh　k（ん｛z）slnhX！2（λ2・422斗λ4　A24）slnh　2k（ん｛z）sm　2kX

c

　　｛3λ3A．．　slnh　3k（ん　l　z　）sln　3　kX→　4♂～4／t“sinh　4k（九十　z　）sin4kX

（2．33）

ここに，λと波高Hとの関係は式（2．・34）で示される。

　　　2（ala・　B、n）r’　kH　　　　　　　　　　　　　　　（2・34）

　結局，第1定義によるSt・kes波の第4次近似解と第2定義によるそれの係数の相違はA・2，　A・，，　A・♂24

C1，　C，およびC，であり，したがって波速，水平および鉛直水粒子速度は異なるが，表面波形は形式上一

致する。ただし，周期，水深および波高を与えて波の水理特性を計算する場合には，波速が異なるので，

両者は必ずしも一致しない。またそれぞれの定義による波速は式（2，33）から，深海波の場合には一致す

ることおよび第2定義による水平水粒子速度は水粒御）周期的な運動に対して波にkる平均質量輸送速度

を相殺する高次の一様流を重ね合わせたものであることがわかる。さらに，これらの理論解を用いれば，

圧力，質量輸送速度分布あるいはsh・alingなどの計算結果か若干異なってくるが，ここでは省略するこ

とにする。

　2、2．5　第2定義に基づくChappelearによるクノイド波の第3近似解

　Chappelcarは波速の決定に第1定義を用いてクノイド波の第3近似解を計算し，佐伯らat｝）は1司じ方法

で再計算を行なってChappdcarの吐算結果の誤りを訂正している。その結果を前述した動座標系におけ

る波の諸特性として示せば，つぎのようになる。すなわち，波速は

右1・｛“1－1）｝・　（・・L・L3（1－1）・i・8弓・；・2

　　　　　－i・S（1は2）：｝・［1…L；（1－1）・・9｛吉・81・221κ2＋58め

　　　　　一去・81・244…1・81め，E－｝・15・』・・日2・言・…－1輌1・・2）1］

（2．35）

で表わされ，また波長は次式となる。
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　　　L　　　4K

　　　h　v”9Tl

さらに，波形は

　　＃一一｛・L・・L・（1．…）－L…sn・｝・［・ζ・・2・3（12・23〆U2・・）＋　6L・L・（1＋・・）

　　　　　一・n・｛丁・g・・（1…）V6L…小二・ご・・sn・］・「晶・：（…223…223・・

　　　　　i8…）・÷・：・・（12・23・・＋12・・）＋15L・・1（1・・x・・一｛え・；（5°2・2

　　　　　1　127・r・・　．・・5・2・・）・25・8・…（1…川5・・L…｝・n・　1－｛謝・8・・（1　一・・rc・）

　　　　　・三・6・・小nL器・8・・sn・］

となり，水粒子速度は水平および鉛直成分に対してそれぞれ次式で表わされる。

示一1・（L・．＋　L・・2sn2）’・［Lξ・2（1・・2・・n2・5L・L・・2sn2＋L：・4sn川（i－＋i）2

　　　　　　　　｛一÷・：〆・1・』・・（1＋rc・）・n・一三・1・・sn・｝］・［｛丁・ご・・（1…）・

　　　　　　　　・・：〆・・9・：・…（ll・・ll1・i・・Ll，　rc・｝・n・．・｛：・：（1…）…9・了・・小・

　　　　　　　　・：・：・・sn・・（1．己）2｛i　・・：・・（H・づ一三・』・…（1一κ・・め・n・

　　　　　　　　一：・3・…（1・のsn・・1、5・言…1…S・・一三・3・…sn・一三・8・・sn・｝

　　　　　　　・（1・・1川1・3・2（11　・・2、1i：、L・1・2・211・・2・2・4）・・2

　　　　　　　　－lgS　・S・‘（1．i…2）・n4・鴛・：・6sn・｝］

teq．・一（i，i・芸…。　s－・n［音・：・｛－2－（ゆ2・；（1…3・・…）

　　　　　　・÷・：（1・＋・・s・）亭3…3…；…｝］

ここに，rc：だ円関数の母数，κおよびE：第1種および第2種完

のだ円関数であり，それぞれsn・sn（2KnyL），cn＝cn（2KX／L）およびーdn

また，

られる。

（2．36）

（2．37）

（2，38）

（2．39）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全た．円積分，STI，く：nおよびdn：Jacobi

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　dn（2K、㌢L）を表わす。

LoおよびL，は微小なパラメーターであって，つぎの2つの式よりsおよび’1／hの関数として求め

三・…［1・÷L・（1…7rc…6刷志・言・251　；　489　rc21　151　rc・）

　　　・÷・…（…35・・）・15・：｝］

）｛4り一（

1ー
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｛…＋・・…＋芸・｝・［L9｛一÷（1　－6rc・一…）・2（1は・）芸｝

一＋・6L…（・・＋2）・L；］・［L3L・｛－2（1－・・2－9・・）・2・（1／・　，，2　）　i2’一｝

日5・・Ll・…三…3｛吉・－1・2－3・2・…944・・一・）

・・ ｦ（111・289…111め芸｝］一・

（2．41）

　つぎに，第2定義にtlるクノイド波理論ノ）第3近似解を求めLう。クノイド波理論の場合には，　St・kes

波理論の場合と異なり，他の水理量は同一であるので，波速たけを第2定義で計算すればよい。

　第2定義にkる波速を計算するために，式（235）および（2．38）を式（2．2）に代入1，L。およびLs

ノ）ペキと次式

　　・1．÷1・n悟X）dX－1、（11）

　　討L・・℃票・）・X－☆｛一・（1・…多…12｝

・・・
?mL・n・（ドV3Lo　　　　X2h）・X「☆、｛・38・r・’　一一　53…8・1・3…－6・〆・57r

を考慮して若干煩雑な計算を進めれば，次式が得られる．

　　毒一1・（L，→Lo　rc　2Sl）1［一÷・8…｛・L・・…．，9・9・・（1＋　rc・）｝Sr

　　　　　－÷・；・4S・・L3・r・’・i］・［Ti・；細・・）÷3・副1・L。L；・・

　　　　　・誓鍵（ll・rc・・亭8・・（1…）・＋☆・8・・（46・ll9・・

　　　　　・・6・‘）｝S・・トる・3・…一鴛・：…1…）｝…畏・；・・S、

　　　　　・｛・・ご・・…3・3・・（1…）｝・㌍含・：・・S・S…；…1］

ただし，第1近似では両者は一致する。

　rc

は一致し，波速は次式で表わされる。

　　G　－i・（L・．＋　L・）・（・・：・5・・L・）！（1・L・・』・27・：・・苧3）

（2．42）

（2．43）

1の極淑においては，周知のようにクノイド波は孤立波になるが，この場合，式（2．35）と（2，43）

（2，44）
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　2．2．4　ChappelearおよびLaitoneによるクノイド波理論の第2近似解の相互関係

　2．2．3では，Chappclearによるクノイド波の第3近似解に基づいて，第2定義によるクノイド波の第

3近似解を誘導した。一方，クノイド波の第2近似解についてはLaitoneにより第2定義を用いた計算が

行なわれ，またその適用については岩垣ら41）にkoて，クノイド波理論の初等関数表示であるハイパボリ

ック波の展開をはじめとする多くの研究が行なわれてきた。そこで，2．2．4では著者が導いた第2定義を

用いたクノイド波の第2近似解による波の諸特性と1，aitonc・のそれとの関係を解析的に検討する。

　さて，Chappelearの理論における展開パラメータであるL。とL，との関係，式（2，40、および（2．41）

を第2近似解に対して改めて示すと，つぎのようである。

　　　　　7．・・L・｛・　’・　－1－　Lo（1・17・・…6L・｝　　　　　（・．45・

　　　　　・L・IL・（…1）・・8｛・÷（1・…一…）12（11…1｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．46）
　　　　　・　・L・・，（　εκ2十一）・μ・

　いま，LoおよびL3がH／hのべキ級数として展開されるものとすれば，

　　　　　　　　H　　　　〃　2
　　　　　L・一　aiT＋・・（h）＋一　　　　　　　　　　　（2・47）

　　　　　L，・－b，　1→b，（÷）2＋・…　　　　　　　　　　　　（2．48）

となる。at，a2，　blおよびb2は式（2．47）おL（．K（2．48）を式（2．45）および（2．46）に代入して

H／hのべキごとにその係数を零ヒおけば直ちに求められ，第2近似に対して，結局次式が得られる。

　　　　　L・ち（：）一☆（1・一・rc；－12　；）（7）2　　　　（249・

　　　　　い☆（　EK2十・一　κ）（三）・六、｛（・…1・26　rc・・川

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．50）
　　　　　　　・5会（…121）｝（÷）2

式（2，49）お、Lび（2．50）を式（2．・36）～（2．39）および式（2．43）の第2近似まで考慮した式に代入し，

若干の計算を行なえぱ，微小パラメーターL。およびL，が現われない形の波の諸特性を表わす式がそれぞ

れつぎノはうに得られる。すなわち，波速および波長に対して，

毒・1・吉（・

　　　　15k（2

・2－31）（：）・、＆．、｛－16日6〆一…

rc・｝31）｝（÷）2

（2．51）

および

一17一



÷－7、蒜，｛1＋☆（1・一・r・2　一　12　lt）（÷）｝　　　（252・

が得られ，また静水面上の波の峯高，波の谷からの水深および波形はそれぞれ次式で表わされる。

1°－i，（　　ElTr）（1）・☆｛・・r・・－1）・三・・一…｝（1）2　　（253・

÷－1＋t，（　　El－N2－一　　κ）（翻☆｛・…－1）・1（・一・・）｝（1）2　（254・

7－｛一・一÷（1”頁）｝（÷）・☆｛・…－1）・芸（・－N・）

　　　　’一　・…cn2・3・・cn・｝（＃）2　　　1（2’　55）

　さらに，水粒子速度は水平および鉛直方向の成分として次式で表わされる。

蒜一1・｛去、（rc2－－　　K）－cn・｝（1）・［六、仁・・一…＋・

　　　・・2（　　　Erc2　－2　τ）｝・☆（…一・隻）一・．三cn・・3｛・f

　　　・（÷）2｝｛☆（1－・・）・☆、・－1・2・・）…÷n・｝］（1）2

毒一（i・÷）÷（：）3s…d・（1・☆［（－1－・－H6　2

　　　－…cn・）・・｛・t・（：）2｝・1－・・Wcn・）］（÷））

なお，孤立波の場合には，式（2．50）～（2．56）はそれぞれ次式のように変形される。

蒜・1・；（1）一☆（1）2

　　÷…

　　じ1

　　　じ芸

　　　一jl－　一一　s・・h・・（÷）－i（・－h・一・ech4）（÷）2

蒜一1・（t－・－h・）（÷）・［一・k・÷・ech・÷e・h‘＋・｛・÷・（÷）2｝　1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－18一

（2．56）

（2．57）

（2．58）

（2．59）

（2．60）

（2．61）

（2．62）



（一†・・ch・÷・ch・）］（÷ア　1

蒜・（1＋÷）・（：）・…h・・ch・（1・÷［・一・一・・－h・）

　　　・・｛・f・（t）2｝（－1＋・・ech・）］（芸））

（2．63）

（2．64）

ここに，ht：波の谷からの水深，η・：静水面上の波の峯高をあらわし，またs㏄h二sech　ax’1anh二

t・nhαXおよびa－｛Jrij／T）／2h｝｛1．一（V8）（H／h）｝である。

　一方，Laitoneによるクノイド波理論は水深として波の谷におけるものを用いているので，平均水深を

用いたChappelearのクノイド波理論と直接比較することができず，そのため，波の谷における水深で表示

した諸式を平均水深による表示に変換する必要がある。しかし，この点についてはすでにL、iton．42）によ

り計算されているので，その結果を静水面にとった座標系になおして示すと，つぎの各式になる。すなわ

ち，波速および波長は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2
毒一1＋（〃一；）（÷）・（醐”；1一告÷X÷）2　　（・・65）

　　　÷－M蒜｛1・（7：言2－÷・1）（1）｝　　　　（2・66・

であD，また静水面上の波の峯高，波の谷からの．水深おLぴ波形に対しては，それぞれ

　　　㍗・1・（M「÷）（÷）・（M，・撃一誓等）（f’　）・　　（26・・

　　　f・　一一　1　一　At1（÷）－N，（÷）2　　　　　　　（，．68）

　　　7－（cn・一・・i）（1）・（一？一・・：一・－IV・）（÷）2　　　　（・．69・

で表才）される。さらに，水平および鉛直水粒子速度は，

　　　u　　　　　　　　l　　IV，　　　　H　　　　IV，万一1・（1－≡＝丁一cn2）（、）一（－7（1－☆一…）

　　　　　　　　　・三・三＋21≒il／IL：－2、2’－9－［7κ≡2・÷（・一÷）

　　　　｛・÷・（÷）2｝］cn・＋［：・三｛・ス・・（÷）2｝］cn・

（2．70）
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　　　　　　一丁（i2－1）｛・÷・（i）2｝）（三）2

毒一（1＋÷）芸（三）3sncnd・（H［÷〃「‘：1、2

　　　　　　－（1－☆）｛・÷・（÷ア｝丁一・己｛・t・（t）2｝cn・］（＃i））

である。ここに，

　　　〃1・1、（1E2K）

　　　M・．．：、｛一☆…一・一・・E（E3－｝κ2－1K4）｝

　　　Nl一二（　　L’κ2・－1→一一　　κ）

　　　rv・六｛・（1－・・）一・・一・・）会｝

である。

いて，Chappelearの式（2．51）～（2．56）と完全に一致することがわかる。

なる。

㌃（　　zli－－　h）：・（三）3　・n　cnd・（1己、［（一・22　一＋－15・rc・12・1

　　　　　　　…cn・）14｛・÷・（i）2｝（1－・…3・・cn・）］・：））

蒜（1｛　　h）・（芸プ・anh…h・（1．・；［・－74・－hz・

　　　　　　＋4｛・il（f）2｝←1・3・・c　rf・］・：））

　式（2．57）と（2．73）および式（2．64）と（2．74）を比較すれば明らかなように，

（2．71）

（2．72）

さて，式（2．65）～（2．　71）に式（2．72）を代入して計算を行なえば，鉛直水粒子速度ψん砺を除

鉛直水粒子速度は式（2。71）から計算すれば，クノイド波およひ孤立波の場合についてそれぞれ次式に

（2．73）

（2．74）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　クノイド波の場合

は，第2近似の定数項の係数が若干異なるのに対して，孤立波の場合には一致する。この原因としては，

鉛直水粒子速度に対して，Chappele、rの理論は第3近似で（H／h）％まで考慮しているが，1、、，ton．の

それは第2近似で（H／h）％i｝iで含めているためであると考えられる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－20一



　以上の計算より第2定義を用いたChappelearおよび1、aitoneによるクノイド波の第2近似解は，その

波の諸特性をH／hのベキ級数で表示すれば，鉛直水粒子速度を除いて一致することがわかる。しかしな

がら，両者の近似度を比較するならば，同じ次数の近似解に対し，Laitoneの解はChappelearの解の展

開パラメー々一であるLoおよびL，をさらにH／hで展開し，その最初の2項のみを用いていることにな

るので，現象との対応はさておき，Chappelearの理論の方がLaitoneのそれに比べて近似度が高いとい

えよう。

2．ろ　有限振幅波の皮速，波の峯高および水粒子速度の特性

　2．2では第2定義によるStokes波の第4次近似解およびクノイド波の第3近似解を導いたので，ここ

では波速，静水面上の波の峯高および水粒子速度の実験を行ない，従来の有限振幅波理論をも含めた各種

の理論結果と実験結果とを比較検討して，これら有限振幅波理論の適合性を明らかにする。

　2．5．1　波速の特性

　（1）実験装置および実験方法

　実験に用いた水槽は図一2．2に示すように京都大学防災研究所宇治川水理実験所にある幅5・O・c［n，深さ

65㎝，長さ63mの波浪基礎実験水槽で，造波機は鉄製の枠の上のレールを造波板付きの台車が往復運動

するピストン型のものである、実験
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　wove　gauge
はτV厨万の値が一定になるように　　　　wove　gen8「at（x

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3．OOPt周期と水深を固定し，波高を変化さ　　　　　　　　　　，filter

せて行なった。波速は造波機側の水

槽端より16m～30m離れた位置に，

300．4cm～3034㎝の間隔で設置

した2台の電気抵抗線式波高計によ

ってペン書きオッシログラフ上に記

録させた水位変動の時間的変化から，4～5波の峯

の距離を読みとり，波が2つの波高計の間を進む時

間を求めて算出｛．た。また，波高は2台の波高計の

記録の平均値を用いた。表一2，　2には実験条件およ

び実験波の特性を一括して示す。

　②　実験結果および考察

　図一2．3は波速に対する実験結果lf第1および第

2定義にkる有限振幅波の理論曲線とを比較したも

のである。図中の記号S－1，StJ4－1，　S－4

－2，s－5－1）eはそれぞれ，微小振幅波理論，

第1および第2定義によるStokes波の第4次近似

　‘一
＿Nt＿

一一 R0．5m
　－一一一一一一e5●

図．22　実験装置の概略図

O．65m

表一22　実験筆件および実験波の特咋
　　　　　（波速にly　’」る実験の場合）

一’一一⊥・一一一

周期γs《・c 水深ゐ㎝1 7＼偏π 波高H㎝

O．8
17．4　1　　　　「

6．O 2，1～2．9

1．0 27．2 60 3．0～8．4

1．0 15．3 8．o 2．5～5．0

1．3 25．9 8．0 2．6～8．5

1．2 141 10．O 2」～41
1．4 19．2 10．0 21～6．8

1．5 15．3 12．0 1．8～5．1

1．8 22．1 12．0 1．5～7，2i

17
Q．O

145
Q0．0

140
P40

1．4～43
P．5－6．gl
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Cん万万のh／ilにkる変化
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‘　　　ノ’c’2・2

、　　　－4－’

5イ ic－2’
19 蛻黷S－2c－2」

c－3－2

’，’

解およびDeにより第1定義に基づいて計算されたStokcs波の第5次近似解を示し・c－2－1・c

－2－2，c－－3－1およびc－3－2はChappelearおLぴ著者によ一・て計算された第1おLぴ第2定

義によるクノイド波の第2近似解とlx　3近似解c－2－Lは平均水深で表わしたLalt・neによるクノイド

波の第2近似解を表わす。また，以ドにおいては，クノイド波理論はその適用限界を考慮してTMg／　≧

10の場合に限’・て図示してある。これらの図から，波速の実験結果は，Stokes波およびクノイド波のい

ずれについても第1定義による理論曲線よりも第2定義のそれとはるかにL＜一致しており，とくにh／tl＞28

に対して，丁万π〈12ではSt。kv，波の第4次近似agまたrv’石≧12ではSt・k・・波の第4次lfl似

解およびクノイド波の第2近似解とよく一致していることがわかる。しかし，実験条件が限られているの

で，理論曲線の差異は小三く，詳細な検討・りためには，h／Hのより小さな値の実験結果との比較が必要で

ある。また，同一定義によるStokeS波およびクノイド波理論の値は相互に非常に近いが，第1定義にt

るクノイド波の第3近似解の理論曲線は，h／Hの値の小さい場合には他の曲線に比ぺてはるかに大きく，

　　　ノ　　　　　tLe　Mehauteが指摘し三k’）に，計算結果が発散する傾向にある。
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2、ろ．2　波の峯高および水粒子速度の特性

（1）実験装置および実験方法

実験は京大防災研宇治川水理実験所にある図一24に示す長さ78m，幅1mおよび深さ15mの一端

　　　　　　　wove　generator　　　　　　　　　　　　　　　　　Ultru－son｜C
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　f　rame　F「・1　CUrrent　meter

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ら

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　T
　　　　　　　　　　　　　　23　　　　－－10－
　　　　　　　　　　k　　　　　　　　　　　　　　78　　　　　　　　　　　　－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　unlt：m

　　　　　　　　　　　　　　　　　図一2．4　実験装置の概略図

にこう配1／100の斜面をもつコンクリート造長水槽を用いて行なった。実験装置は造波機側の水槽端：り

約53mの地点に鋼製のわくを組み，そこにドップラー式超音波流速計をつりドげたものである。実験は，

まず周期T，水ue　hおよび流速計設置位置Zを一定にして，波高Hを広範囲に変化させて行ない，水平お

よび鉛直水粒子速度を測定した。ついで，波高を一定にして流速計の設置位置を変化させて水粒子速度の鉛直

分布を測定した。また，波高の測定は流速計と同じ鉛直平面内に設置した電気抵抗線式波高計で行ない，記

録の解析にはできるだけ反射の影響の入らない4～5波を用いた。なお，流速計は3方向成分が検出できる

ので，水路軸と直角の成分が零になるように設置

た。実験条件および実験波の特性を表一23に小1。

　このドップラー式超音波流速計は発信器よ1・発

信された超音波の振動数が水中の浮遊粒子の運動

によるドップラー効果のために，ドップラーンノ

トをうけることを利用して，方向別の水粒子速度

を測定しLうとする｛，のであり，方向別の水粒子

速度成分をそれぞれ別個に連続的に測定すること

ができるという大きな特徴をもっている。一方，

図一2．3　実験条件およひ実験波の特性
　　　　　（波の峯高および水粒子速
　　　　　　度に関する実験の場合）

1周期アsぐc
戟|一

水深ん㎝ r疏 波高〃cm

55．6 8．40 9，0～39．6

55．6 10．5 6、2～39．1

30 55．6 12．6 6．6～42．2

278 148 5．7～19．5

L二⊥」 ！7．8

|一
17．8 47～248

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　欠点レしては，水粒fそりものの移動速度を測定するの

でなく，水中の泡やゴミなと超音波が散乱する粒子の移動速度を測定rlるこしになることや現在のところ

周波数変化を平滑化された電圧変化に変換するローパスフィ’レターの回路特性L’iために，その応答性に若

干の問題を残していることである。

　実験に先だち，流速計を取りつけた台車を静水中において種々の速度で移動させて静的検定を行なったと

ころ，台車」）運動速度と流速計の出力電圧との間に良好な直線関係が見出された．また，動的検定は行なわなか

’・たが，ローパスフィルターの臨界周波数特性（10cps）からこの流速計の使用限界の周波数は約2up》と推定された。

　（2）実験結果およ1♪考察

　　1）波の峯高：図一2．5は静水面上の波の峯高η・の実験結果と有限振幅波理論の理論曲線とを

比較したものであるが，2．2ですでに述へたtうに，波速の定義は水位変動に対してほとんと影響

しないので，同一の近似解に対する理論曲線はほほ一致している。これらの図によれば，実験結果のはL）

つきが比較的大きいので，各近似解の優劣は論じがたいけれと｛，，従来指摘されているように，Tゾ9／h
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　　iD水粒子速度（1）：図一2．7は波の峯および谷の位相における水中の1点zでの水平水粒子速度に対
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のも波の峯の位相では若干大きな値を示＋ことがわかる。また，図一2．8は鉛直水粒子速度の最大値の
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T～万万一の値の小さい場合には，h／Hの値の大きいときを除き，実験結果は理論曲線より全体的に若干小

さくプロットされているが，Tv砺の値の増加とともに，クノイド波理論t比較的よく一致するようで

ある。つぎに，波の峯の位相における水平水粒子速度の鉛直分布を示1たのが図一2．9であり，T∨願

の値の小さい場合にはむしろ第1定義によるStokes波理論との対応がよいが，　Tv㊧万の値の大きい場

合には第2定義によるSt・kes波理論に近い。また，クノイド波理論は実験結果より大きな値を与え，と

くに，Lalt・neのクノイド波理論の鉛直分布形状はStokes波理論を含めた他の理論曲線と異なり，水面

に向って急増する形を示し，実験結果との対応が悪くなっている。このことは，2．　3．4で明らかにした

ように，Laitoneの理論ではChaPPelearの理論における展開パラメーターL。おkびL，を’1／hの2乗の項

までしか考慮していないという影響がh／llの値の小さい場合に顕著になることを示していると思われる。図

一2．10は水位変動と水平おkぴ鉛直水粒子速度の時間的変化の数例を示したものであって，図中の白丸

および黒丸はそれぞれ水平おkぴ鉛直水粒子速度の実験結果を表わす。これらの図では，実験結果のばらつ

きのために，いずれの波速の定義による有限振幅波理論がより適合性をもつかは明確でないが，時間波形
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は，T、θπの値の小さい場合にはS・。k。。波輪と比較的よく一致し，またTvl77Tの値の大きい場合｝・

はむしろクノイド波理論に近い。

　以上の考察からは流速計の動的特性など実験上の問題や実験結果・りばらつきに関連し（，波速の場合」｝

ように，7㎡扉万とh／Hとの関係で明確に表示できないが，h／llの値があまり小さくない場合には，第2定

義によるStokes波の第4次近似解が比較的よい妥当性を示すことがわかった。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ　　111）水粒子速度（2）：すでに述べたように，水平水粒子速度の鉛直分布は合田，岩垣らお奴メLcM・・

haut6らにtって測定されているので，かれらの実験結果と著者の理論解を含めた各種の理論曲線との比

較検討を行なう。

　合田は鉛直円柱に作用する波力の大規模な実験を実施した際，波の特性の広い範囲に対して，一様水深

および1／100のこう配上において6台のプロペラ式流速計によ’・て波の水平水粒子速度の鉛直分布を測定し，

これらの結果から，波の峯おkぴ谷の位相における水平水粒子速度を与える半理論式を提案した。図一2．

11は波の峯の位相における実験結果と理論曲線との比較を示したものである。合田の実験結果t全体的
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ　　　　　ノ　図一2．13　水平水粒子速度の鉛直分布（Le　Mehauteらの実験結果）
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験結果のはらつきが大きいために，波速の定義による有限振輻波理論の差異については十分検討できなか

ったが，実験結果：はStokes波理論と比較的よく一致し，とくにτv砺の値が大きい場合には第2定義

にkるSt・kes波の第4次近似解とよく一致することおよびクノイド波の第3近似解やLai1・neのクノイ

ド波の第2近似解はh／Hの値が小さい場合には，実験結果とのへだたりが大きいので，クノイド波理論と

しては第2定義によるChappelearのクノイド波の第2近似解がより適合性があることが明らかにされた。

したがって以ドの有限振幅波理論を用いた波力算定式の展開では第2定義によるStokes波の第4次近似

解および第2定義によるChappelcarのクノイド波の第2近似解を用いることにする，

2．4　有限振幅波理論による波力算定式

　柱体に作用する波力の研究の多くはMorlson以来微小振幅波理論を用いて行なわれているので，以ドに

おいては，有限振幅波理論を用いた波力算定式を鉛直円柱，鉛直角柱おLび水平円柱の場合について導く

ことにする。

　2．4．　1　波力の表示式

　図一2．14のような座標系を用いると，長さd・

の鉛直柱体に作用する水平波ノ八以ド波力とすk）

および水底のまわりの波力モーメントdMは，

般にそれぞれ次式で表わされる。

・・一 G・。A　ululdz　一・　pC“　Vt’　dz・275、　　　　　　　，）c

d”・ Gc〃柳1・占…dzl
　　　　，ρC“・芸向パ（2’76　）

ここに，CD：抗力係数，　C〃：質量係数，ρ：流

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、zi　－214　座標系
体の密度お仁ぴ4μμ：水平水粒子加1速度である。

またAは波の進行方向に直角方向の柱体の単位長さあたりの投影面積，t，t水1宅た柱体・り単位長さあた

りJ）体積をあらわし，鉛直円柱の場合にはA－D，v＝一πD2／4，一辺〃力鉛直…・叫郁tの面を波の進行方向

に向けた場合および45°に向けた場合には，それぞれA二〃，V・〃2おLび4　、厘〃，　V二D2となる。

　鉛直柱体に作用する全波力および全波力の水底のまわりのモーメントは，ノk・P水粒f・速度および加速度

の算定に適切な波動理論を用いて，式（2．75）および（2．・76）を水底から水面まで積分』．t’れltよい。す

なわち，

　　　　　rl号・。帥r吻・L㌃ρc“・芸由　　　　　・・．77・

，

2
て

わ

dZ⇒dF

〃一 F・“帥1…の…ll・・“・芸・垣… （2．78）
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なお，微小振幅波輪を用いた胎は，DeanおよびH、rl。man44）によ・て9・・nている・

　一方，柱体の軸が波の進行方向と直交するように水中に設置された水平柱体に作用する単位長さあたり

の波力は，次式で表わされる。

　　　　　膓一9・・輌1・ρC〃〆芸　　　　　・2・　79）

ここに，e：水平柱体の長さ，　A’：水平柱体の波の進行方向に対する単位長さあたりの投影面積およびV，

、水平柱体の単位長さあたりの体積である．疏ρの水平円柱の場合には，A’－DtsよびV’・’・D2／4とな

る。

　2．4．2　波力算定式への有限振幅波理論の導入

　第2定義によるStokes波の第4次近似解によれば，　x－0における水平水粒子速度は，式（2．33）を

若干変形して，次式で表わされる。

　　　　　－t！rF。＋Flc。、hk（h＋z），。、・・→F，…h2k（h→川…2σ’

　　　　　c　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．80）

　　　　　　　→・F3　cosh　3　k（h」z）cos　3σ’→F，　cosh　4　k（h－十z）cos4σ‘

ここに，

毒一姑■2｛　、，、㎡kh　hh　s・．h・kh

　　　　　　　　　　　　　　　4cosh7　kゐ一20　cosh5　hh｛　16　c《）sh3　kん一一9cosh丘ん　　　　　　cosh姑
　　　　　　　　　　　＋λ4｛　Fo＝コーλ2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　32khSlnh7　kh　　　　　2khsinhkh

　　　　（，蒜、、ア｝

Fl　一 C㍍…｛ω㎡辮；：肋斗1）・2蒜、、｝

　　　　　　3　　　　　　　　　　192cosh8　kh　－424　cosh6　kゐ一312cosh4　kh→　480　cosh2左ん一17

　F，二z2　　　　｝a4　　　　　　　　　　　　　　rr　一一一’『－
　　　　　4sinh4　kゐ

F．、　＝一λ3

F，＝λ4

　　　　　　　　　　　　　　　　　　384sinhlo　kh

－12cosh2　kh　1　39

　　64sinh7　kh

80cosh6　kh－816cosh4　kゐ」1338　cosh2　kh－197

384sinhs　kh（6cosh2　kh－1　）

（2．81）
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であり，σ二2π／T：角振動数を表わす。また，λは式（2．34）にすでに与えられているが，記号を統一

して再び示せば，次式のようになる．

　　　　　　　24cosh6　hh十3　　　　　π”
　　　　A→λ3　　　　　　．一一ニー
　　　　　　　　64sinh6　kh　　　　　　　L

水平水粒子加速度はCOnvectivc　termを考慮すれば，次式となる。

　　　書一・σ［｛・lc・・h姻η）一一・F，・Fi…hk（・・η）

　　　　　　一一声…h3k（・・η・｝・・nσ・・｛・F・…h2・（h＋n）

　　　　　　一・F。F2…h2h（h・・n）一÷f’，2…F1　F，　c・・h4k（・切）｝・i。・2・’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　L
　　　　　　・｛・Fs…h3k（h．切）一÷・1’三…hk（・同）｝…3・・

　　　　　　｛｛4チ三cosh　4k（h1η）－2F1」F3　cosh　2k（h｛η）－Fξ｝sin　4σ’］

（2．82）

（2．83）

　つぎに，式（2．77）の第2項で表わされる全慣性力F∬および慣性力の水底のまわりのモーメントMlは

質量係数が鉛直方向に変化しないと仮定←†れは，それぞれ式（2．84）および’（2．85）で表わされる。

F1－一ρC〃V・2［｛Flsi・hk（カ・η）．’活・i・hk（ん．切）

　　一一1一凧・・血・k（餉・｝・1・σ・・｛ち・1・h・k（・・η）

　　・一隅、…2丘（h▲η）一÷i・　t’　k…η・

　　　　　　　　　　　　　←

　　一÷Fi・F3　sinh・k…η・｝・11・2・・唱…h3刷η）

　　・一号’～・・s・hk（・・η）｝…3・・唱・・h・肋・・

　　　F‘」ド3sinh2h（ん→η）－F：k（ん→η）｝sin　4σ‘

〃、一一W三（（・1・1一砧・1－1－・IF2・・）S・σ・・［・眺

　　一2榔・一÷〆｛k・・．・η）｝2・’：・…］・・2川・…、・

　　一÷・1・）…Sln－［・F・・K・一・凧・・一㌘｛k…η・r］…4・’）

（2．84）

（2．85）

ここに，

匂二Bi　c・sσt→B，c・s2σtAB、　c・s3σt．｛B、　c。s4σ‘

B，ニλ
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　　　coshとみ（2cosh2kゐ十1）
B2　・λ2

　　　　　4sinh3　kh

＋λ・…h　kh（272…h8　th－5・4…h6妨一192…h‘蜘322…h・斥ん→21）

　　　　　　　　　　　　　　384sinhg　kゐ

　　　　24cosh6kh　i　3
B，・－R3

　　　　64sinh6　kh

・、．Z・c°sh　kh（768…h1°hh．－448・・sh8妨一 P8tf，（・・h6　kh⊥竺・ht」此ゐ刊・6・・sh2kh－21）

κ

　n

　　　　　　　　　　　　384smhg　kh（6cosh2kん一1　）

nk（ん一｝η）sinh　nk（ん斗η）－cos　nk（ゐ一」η）→1

n2
，　n　　1．2．3，4

（2．86）

である。式（2．84）および（2．85）のriiのFm　Fn（ここに，　m〈n，m－0，1およびn－1．2，3）は水平

水粒子加速度におけるc（）nvective　termからの寄与を示しており，計算にあたっては匂に関する双曲線

関数の展開を行なってA4まで考慮すればkい。

　全抗力％および抗力にltる水底のまわりの波力モーメントMDは式（2．84）および（2，85）のkうな

表現はできないが，抗力係数が鉛直方向に変化しないものと仮定すれば，それぞれ次式を用いてSimpso．

則により直接数値積分して算出することができる。

％÷1戸ll・川・・

灼一1％氾・1・1（h」　z）dz

（287）

（2．88）

　結局．全波力Fおよび全波力モーメント”はそれぞれ次式で表わされる。すなわち，全波力は

　　　　　F＝－FD　1・F・　　　　　　　　　　　　　　（2．．89）
となり，全波力モーメントは

　　　　　”ニソ戸”∫　　　　　　　　　　　　　　　（2．90）
によって算出されることになる。

　また，第2定義による（］h　appL・　learのクノイド波の第2近似解を用いると，～k平水粒子速度および加速

度はそれぞれ式（2．91）および（2．92）で表わされる。

蒜・一（1－－1－・・sn・・’・｛・・・・・…）・ξ・5刷・（1一芸）㌦6

　　　　－L3・’S・4r・　一｛一丁　・g…号・8・2（1＋・・）・n…

　　　　・三・㍍・sn・r・｝（Hf）2

du　　4κ、／后
五一』・T・nr’・・ア・d・r・［L・・2斗L3・2（1→・2）一＋・5L・L・・2

（2．91）
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　　　　　　　…8・・sn・川÷｛L6〆（1＋rc4）一・L；・・‘・n2・弓（Hi）2

　　　　　　　－（　c∨　万）－1｛・㍍・（1．一芸）一・㍍・sn・r弓］

したがって，全慣性力および慣性力によるモーメントはそれぞれ次式となる。

　　　　　・，一一ρC“・4κ婆・（i・7）・nr・・cn・rt・。，・［・。s・・尾・・（1＋・・）

　　　　　　　…L・・…＋・・；・’sn・…i｛・3・・（1→r・2）t－・・ぎ・・s・…｝

　　　　　　　（iiZ）㌧（疏1｛・8・・（1－1）一．・ξ・・sn・・り］

　　　　　〃，一一ρC“・2字・・（，　t－Z－）2［L。・…8〆一）1・・L。・L，．・

　　　　　　　→2・』・・n2帽÷｛・ξ・・（1・…一・尾・・sn…（i・1）2

　　　　　　　－一（　c㌧価）－1｛・8・・（1．一芸）一・3・・sn・・り］

ここに，

　　　　　－Z－＝一　2L・→・・（1・・2）一一1－・…n・・’・・ξ・㌃・3（12　－i・23・rc・・　12rc・）

　　　　　　　i6L…（1」κ2）一号・言・・（1・・…n・・ト…L。L，　・n・，・

　　　　　　　1÷・9・…n・　rt

　　　　㌃一U…（　　　E1－－　　　K）｛L・・…κ2－1）・』’，｝

　　　　　　　2κ
　　　　　「　”ii一

）292（

ー

（2．　93）

（2，94）

（2．95）

である。

　また・全抗力および抗力によるモーメントについてはStokes波の場合と同様，式（2．87）および（2．88）

にクノイド波の理論式を代入して，数値積分すれば，求められる。

　一一方，長さ4の水平円柱に作用する全波力は式（2．79）において叫」よU　du／dtとしてStokes波理論

の場合・式（2・80）および（2・83），またクノイド波理論の場合，式（2．91）および（2．92）をそれぞれ用い

れば計算される。

2．5　抗力係数および質量係数

　Morlsonの方法によって波力を評価する場合，抗力係数および質敏係数の選択はきわめて重要であこ。

ここでは，有限振幅波理論を用いた波力算定式より，これら両係数を決定する方法を述べ，ついで鉛直円
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柱，鉛直角柱および水平円柱に作用する全波力の実験結果tlり算出したそれぞれの柱体に対する両係数と

波や柱体の特性との関連を明らかにする。

　2．5．1　抗力係数および質量係数の算出方法

　式（2．77）に従がうかぎり，波の峯の位相において慣性力の全波力に対する寄与1．　’・　tcくなるので，鉛直

柱体の抗力係数CDは，それが鉛直方向に変化しないものとすれば，波の峯の位相における実測の全波力

Fo。から次式を用いて算出される。

　　　　　　　　　　　　F
　　　　　・ヅ　　蒜　一　　　　　　　　　（・・96）
　　　　　　　　（ρ／2）A［　　　　　　　　　　　　　uiuldz
　　　　　　　　　　　　－h

　また，実測の全波力のモーメントの場合には次式を用いることができる。

　　　　　　　　　　　　　M
　　　　　・“一　　，。η゜　　　　　　　　　　（・・97）
　　　　　　　　（P／2）Al　　　　　　　　　　　　　ulul（h→z）d・
　　　　　　　　　　　　－h

　有限振幅波理論では，水位変動と水平水粒子速度との零点が一致せず，しかも水粒子速度・りそれは，鉛

直方向にも若干変化する。そのために，微小振幅波理論にLる場合のように，慣性力を全波力から分離す

ることはできない。そこで，抗力係数おLぴ質量係数が鉛直座標おltび位相にkって変化しないものとし

て，式（2．・96）による抗力係数と水位変動の零点における諸量を用いれば，質量係数は次式にい・て算出

される。

　　　　　　　　F，：－o－（P／・）c〃仁・rψ

　　　　　CM－．　　　　　　　・一一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2，98）
　　　　　　　　　　　　o　　　　　　　　　　ρレ1、（du／dt）dz

ここに，Fη、o：水位変動の零点における実測の全波力である。また，実測の全波力モーメントM，1、：oに

よる場合には同様に次式を用いることができる。

　　　　　　　　〃，・・（P／・）c・）　A1：’，　・1　・1（h・・）・・

　　　　　CM－　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　（L）．99）
　　　　　　　　　　・鵬（d・／dt）（h・・）・・

　一一方，水平柱体の場合の抗力係数および質量係数は同様にしてそれぞれ式（2．100）および（2．101）

で算出されるものとする。

　　　　　　　　　Fv。〃
　　　　　C　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．100）　　　　　D　（P，／2）A・1・・l

　　　　　　　　F，，．。〃一（ρ／2）C“A・同

　　　　　C〃二　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．101）
　　　　　　　　　　　ρv（du／dt）

　さて，抗力係数は，一般にReynolds数の関数として表わされているが，波動運動のような加速度の存
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在する場においては，その影響を考慮する必要がある。そこで，ここではそれに関係する無次元量として

KeulegarCarPenter数をとりあげることにする。鉛直柱体の場合，水粒子速度としては，抗力係数が水

粒子速度の自乗に関する鉛直方向についての平均値であることを考慮して，波の峯の位相における水粒子

速度の自乗平均値ノ扉『を用い，Reynolds数およびKeulegan－Carpenter数をそれぞれ次式で定義する

ことにする。

　　　　　　　　、／τρ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．102）　　　　　Re二

　　　　　KC．．　tt．　T　　　　　　　　　　　　　　（、．1。3）

　　　　　　　　　三

ここに，〃：動粘性係数である。また，

　　　　　♂㌧塔4・　　　　　　　、21。4）
　　　　　　　　　h｛ηo

であり，第2定義によるSt・kvs波の第4次近似解によれば，次式で表わされる。

　　　　　・三㌧。・（札2＋F12κ1…F22κn　’1　F、fκ，3｛・F42K．、　t　2Fo　Fi　K。1→Of・F，κ・・

　　　　　　　　†　2Fo　F3Ko3．｝　2Fo」F’4　Ko4　　L・IL∫ノL’2．　K　t2→　2F1ノ㌦κ13｝2」F，　F4　K“　　　　　　　　　　　　　（2・105）

　　　　　　　　→2F』　F3　K23　－2F，∫F．　K2，12F，　E，　K　，，4）

ここに，

　　　　　　　　sinhnh（h｝ηo）
　　　　　κ　二　　　　　一一一一
　　　　　〇n　　　　　nk（h－1ηo）

　　　　　・一一〉｛1‥÷篇漂二梁｝

　　　　　・一一÷｛s1漂譜謬1・s≒：竺㍊∵・｝

　　　　　m－－L2，3，4才」よひごn　　L2．3，4

である。

　また，第2定義によるクノイド波の第2近似解によれば，璋寧は次式になる。

　　　　　ω㌘　一一9h　｛　R2　　　－9－　RS　（　1　→　 子『一）2　↓　一三一（　 1　｝　‡一一）4｝

ここに，

　　　　　R－（1－『k）｛4・（1…）G．・5・・…（1．一芸ア・3｝ 1

（2．106）

（2．107）
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〆
3丁

二
S

t

l（2”°8）

である。

　以上の諸式を用いて，実験および観測結果からこれら両係数を推定する場合，具作的には，つぎの諸点

に留意することにした。すなわち，鉛直角柱を波の進行方向と45°の角度をなすように設ue　1た場合には，

式（2．102）およひ（2，103）ぴ）”を∨〔”に置き換え，また，後述するwicgclらの観測結果才」よぴR・ss

の実験結果は鉛直円柱の一部に作用する波力を測定したものであるので，ω㌘の定義式における積分の範

囲を円柱の下端からtl端tでに置き換えてμ㌘を計算することにした。・．一方，水平円柱の場合には，式（2．

100）および（2．101）のul．’　V）代りに，水平円柱の設置位置における波の峯での水粒子速度の自乗，

u2 iz）を用いた。したがって，この場合のReynolds数やKeuiega一Carpenter数は鉛直柱体の場合のそれ

と定義が異なるが，実験の範囲内では大部分ω㌘＝μ2（z）であるので，両者の比較においてはそれほど問

題はないと考えられる。

　2．5．2　抗力係数および質量係数の特性

　（1）実験装置および実験方法

　以ドに述べる実験は，鉛直円柱（底こう配i．1／100およぴ1／30の場合），鉛直角柱（i－1／IOOの

場合）および水平円柱（i－1／100の場合）に作用する全波力に関する｛，のであって，用いた水槽はすぺ

て2．3．2で述べた水槽と同一のものである．鉛直柱体に作用する全波力の実験装置は，造波機側の水槽端

より約53mの位置に鋼製の枠を組み，そこに波力測定装置ならびに試験柱体を取りつけたもv）である。

この波力測定装置は，ド端が自由端である片｛，ちぱn構造yして，長さ

約50㎝の円柱に120Ω，ゲイジファクe－2．2のxトレインゲイジ8

枚を図一2．15に示すkうに接着し，ブリッジ回路を構成して，波の作

用で生じた円柱のひずみ駄から全波力のモーメント，全波力および作用

点を求めるものである。実験に際しては，10㎝のチャンネルで｝・分剛

性をもたせた鋼製の枠に波力測定装置および試験柱体を柱体と底面の距

離ができるだけ小さくなるkうに（5～10mm程度）ポルト結合して取

り付けた。柱体を自由振動させて波力測定系の空中および水中固有振動

数を測定した結果，水中固有振動数については5～6cpsであった。つ

いで，滑車を通じておもりを順次つりさげることに切静的な検定を行

ない，ひずみ駄と外力の関係を求めた。実験は周期Tおよび水深hを一一

定にして砕波にいたるまで波高’∫を広範囲に変化させて行ない，柱体に

作用する全波力と柱体の設置位置での波高を測定した。鉛直円柱および

鉛直角柱の場合の実験条件および実験波の特性は，それぞれ表一2．4お

よび2．5に示すとおりであるr．なお，実験に使用した鉛直円柱はアルミ

一　鰍

2
ρ　3　⑪

汽
∫t≒30　・m

P3≒160em

図一2．15波力測定装置
　　　　（鉛直柱体の場合）
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ニウム製で，直径7㎝，14㎝，21㎝および28㎝の4種類である。

表一2．4 実験条件および実験波の特性

（鉛直円柱でi－1／100θ）場合）

周期7sec 水深んcm τv笏 円柱の直径”㎝ 波高〃㎝
15 55．6 6．30 140 9．3～37．5
15 55．6 630 28．IJ 12．4～342
2．0 55．6 8．40 140 7．8～40．9
2．0 55．6 8．40 2LO 6．6～33，4
2．0 1　　　55．6 840 28．0 6．9～40．7
2．5 ｝　55．6 10．5 140 5．4～43．2
2．5 55．6 10．5 21．0 5．6～36．6
2．5 55．6 10．5 28．0 7．7～47．6
3．0 55．6 12．6 7．O 49～442
3．0 55．6 126 140 47～440
3．0 55．6 12．6 210 45～37．4
3．0 55．6 12．6 28．O 47～46．9
2．5 27．8 148 7．0 5．3～23，6
2．5 27．8 148 140 49～23．6
3．0 27．8 17．8 7．0 42～2L2
2．6 41．7 12．6 7．0 5．5～3L6
1．8 140 12．6 7．O 5．0～12．7

表一一25 実験条件おLび実験波の特性
（鉛直角柱でi－－1／100び）場合）

周期rScc 水深んcm r砺 鉛直角柱ノ）辺長Ocm 鉛直角柱の向きθ゜ 波高〃㎝

2．O 55．6 8．40
一　　　70 O 6．3～35．5

2．O 55．6 8．40 7〈） 45 5．8～35．7
20 55．6 840 110 0 7．6～36．9
2．O 55．6 8．40 事1｛｝ 45 8．2～42．8
3．0 55．6 12．6 70　　　　1 0 6．5～31，0
30 55．6 12．6 71）　　　　． 45 7．1～3L9
3．0 55．6 12．6 1．10 i・ 40～37．6
30 55．6 12．6 14u 4と 7．2～33．6

　『一一 一一

　鉛直角柱に作用する全波力を評価する場合，波の進行方

向に対する鉛直角柱の設置角度θが重要な要素であるが，

図一216に示すように，一一一様流中における鉛直角柱や

”型断面柱体に作用する抗力45）’16）がθ一45°で最大に

な”・ことを考慮し，また全波力に及ぼす設置角度の効果

を検討する意味から，鉛直角柱の実験は1辺7㎝およひ

14㎝の正四角柱の面を波の進行方向に向けた場合（θ

一〇° jと4S”に向けた場合（θ　45°）について実施し

た。

　さらに，底こう配it－1／30の場合の鉛直円柱に作用

する波力の実験も表一2，6に示すように，i－1／100の

’5

　　

@　

@　

ﾖ

へo㌧迂＼へΦ」

　　　　’1　　　　　tr
●H－secア↓’on　ρ”ε

　　05
　　　0

1’Xl－2．16

「一「「
l　　　　　　I
　　　l　　　　　　　　　　‘

　　　、▽e三司

　　　　　　　ρ”el

　　　　　　　　　」
e－ ?EeVAz

　　　　　O

　　　　　　　　　　　＿－i
’°2°SO ﾆ。C°5つ

抗力に及ぼす鉛直角柱および
H型断面柱体の設置角度の影響
（一様流の場合）
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場合とほぼ同様の条件の｛、とで行ない，実験装置おkぴ実験方法は1司一であるので，その説明は省略する。

表一2．6 実験条件および実験波の特性

（鉛直円柱でi－1／30の場合）

周期7sec 水深九cm
T∨偏π 円柱の直径”㎝ 波高　”　㎝

一一
1．5 55．6 630 140 9．4～35．4

L5 55．6 6．30 28．0 9・9～33，7

2．0 55．6 8．30 7．0 9．1～30．6

2．0 55．6 8．40 l　l40 6．3～40．7

2．0 55．6 8．40 i　2L・ 9．4～4L3

2．5 55．6 10．5 7．2～35．9

2．5 55．6 10．5 47～41．5

2．5 55．6 10．5
11　　　21・0

6．5～38．1

2．5 55．6 10．5 1　　　28．0 6，3～36．7

3．0 55．6 12．6 1　　　7．0 46～339
3．0 55．6 12．6 」l　　l40 8．1～38．5

3．0 55．6 5．1～39．4

3．0 55．6 ll12・6 28．0 5．1～42．O

2．6 41．7 i　12、6 7．0 5．2～3t8

2．5 27．8 14．8 7．0 5．4～25．6

2．5 27．8 148 140 5．2～215

3．0 27．8 17．8 7．0 46～21．1

3．0 27．8 17．8 140 4，9．～219

　一方，水平円柱の場合の波力測定装置を示したのが図一2．17

である。波力測定の方法は鉛直柱体の場合L全く同じであって，

水平円柱を支える2本の支柱の表面にそれぞれ4枚のストレイン

ゲイジを接着し、ブリッジ回路を構成したものである。実験に使

用した円柱は直径7㎝および14cm，長さ50㎝の鋼管であり，iil

柱端部の影響を除くために，円柱端部と5㎜程度離して同一径のF］

柱を2本ダミー円柱として設置した，また，試験円柱を固定する

支柱は，波力が作用しないkうに薄肉鋼管でシー1レドした。実験

に際しては，それぞれの円柱に対して，周期，波高および水深の

ほか円柱の設置位置も変化させた。実験条件；ヒぴ実験波の特性

は表一27に示されている。

　以ltが著者の実験装置および実験方法に関する説明であるが，

以ドでは鉛直円柱に作用する波力に関する従来の実験および観測

結果についても考察するので，表一一2．8にこれらの概要の一’括表

を示してある。

’

、

、

Φ
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図一2．17　波力測定装置

　　　　（水平円柱の場合）
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表一2．7 実験条件および実験波の特性
（水平円柱でi二1／100の場合）

周期T　sec

15
2．0

2．0

2．5

2．5

3．0

3．0

3．0

3．0

21
2．1

2。6

2．6

2．5

25
2．5

2．5

3．O

30

水深ゐ㎝ 7砺 円柱の設置位置Z㎝　　円柱の直径0㎝

55．6 6．30 30．6 140
7．O

l40

波高H㎝

55，6

55．6

55．6

55，6

55．6

55．6

55．6

55．6

27．8

27．8

4L7
41．7

27．8

27．8

27．8

27．8

27．8

27。8

840
8．40

105
10．5

12．6

126
12．6

126
12．6

12．6

12．6

12．6

148

1川
148
17．8

17．8

30．6

306
30．6

306
30．6

15．6

30．6

43．1

15．3

15．3

23．0

23．0

7．8

15．3

22．2

15．3

15．3

一　15．3

9，7～31．0

7．4～35．4

7．OAV　39．0

7．0 5．6～34，5

140 5．5～47．4

7．0 43～37．2

140 47～33．6

140 8．4～30．8

140 4．5～35．1

7．0 5．6～19．6

140 7．0～20．5

7．0 5．3～31．0

14．0 8．4～30．8

7．0 5．7～23．2

7．0 5．0～24．5

7．0 5．2～23．6

140 5．0～16．6

7．O 48～2L7
140 4．4～22．6

表一2．8　鉛直円柱に作用する波JJに問一1る従来の実験およひ観測の概要

発 表 者 発表
N 周期τsc（

一一≡『←一・

@　水深ん

　一

bm

Mor‘son ぐt a1． 1953 　　　　　　　　　　1
S．2～13，3

一一A’

@914～　1 60

lL｛ドh・man etal． 1955 LO～1．49 30．5～ 121

Wlege1 c1 al． 1957 9．1～186 140｛｝．O～1 5（X）

R《）ss 1959 3．75～16．O 1530～ 458

合川 1964 L37～7．96 lOO．0， 130

Jcn 1967 O．91～5．30 9L4

Burt《m 宇t
al≧＊ 1970 〔｝．81～L67 61．0

｝・1　rilnv円罐径

183～11｛，ol　8．9

　　　　　I
l2L）～　 L，5．6　　127～15．2

134L）～6250　　31．4　、61．0

　　58（⊃～235｛） 32t

7．6．140

152

　　　　　穿Reynolds数
　ノ《e×10－4

2．72～　 20．4

O．48～　　8．1

19．0～130，0

21．0．－　86．0

143～　21．8

O．：粥～　　5．7

9・x4　’一　1°2 P°・67　’－5・1

測定
条件

測験測験験験験観実観実実実実

備考

＊　第2定義によるStokes波の第4次近似解を用いて計算した。

＊t @全波力に及ほす円柱表面の粗度の影響を調べたものであるか，

　直径に粗度の大きさの2倍を加算したものである。

計算に用いた円柱の直径は，円柱の

一41一



（2）抗力係ta　tsよび質量係数に関する考察

　　1）抗力係数

　　a．鉛直円柱の場合：図一L，．18はそれぞれ第2定義によるSt・keS波の第4次近似解おtぴ第2定義

によるChappelearのクノイド波の第2近似解を用い，式（2．96）あるいは式（297）にL．て算出した

　　　　　4

QoO

’0
　　4　∫0

4

N80

2 4　　6　θ　ios

（a）

2Re　4　6θ106

’0
’O’

@2　　4　6θ’05　2Re　4　6θ∫06
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（b）

　　図一2．18抗力係数のReynolds数による変化（1）（鉛直円柱の場合）

2

2
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鉛直円柱の抗力係数CD42　tsよびCDc2のReyn・lds数による変化を示したものである。図中には，著者，

合田，Burt‘）n，　JenおよびRossらの実験結果のほか，　Morisonらおよび“’　iege1らの現地観測結果も

同時に図示されているcこれらの結果のうち，RossおよびMorlsonによる｛，のは，波力の最人値が与え

られているたけであるが，波および円柱の特性から抗力が卓越していると考えられるので，その最大値を

波の峯の位相における抗力とみなして抗力係数を計算した。したがって，F】柱の径の小さいMorisonらの

観測結果についてはあまり問題がないのに対して，比較的径の大きいRossの実験結果から計算された抗

力係数は実際の値より過大に評価されている傾向がある。また，解析精度の点から考えて，著者ら，Jen

おLぴBurtonらの実験結果では全抗力が全波力の最大値の約15％以上のものを選んで図示してある。さ

らに，図中の曲線は，それぞれ合田，HarlemanらおよびWIIsonらによって用いられたFageおよび

Warsap，　Goldstein（NPL曲線）おtぴVenn；irdによる一様流中における円柱の抗力係数の実験曲線で

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ある。　様流lT1における抗力係数は，　Re　：105の臨界Reynolds数付近では，　実験に用いた風洞の乱れ

特性に応じて変化し，とくにFageおよぴWarsapの実験曲線は乱れの強さが人きいので，他の曲線に比

べてReynolds数に対して緩やかな変化を示す。これらの図によれば，クノイド波理論は水深・波高比が小さ

い場合，水粒子速度を過大に評価するので，抗ノ」係数の変動幅がSt‘）kes波理論の場合に比較して大きく

なっているが，いずれの理論にヒる抗力係数も，Reynolds数との関連において見かけlt　2つの傾向が現

われている。すなわち，St《）kes波理論にLx3結果では，　Re＜2×10sの領城で平均的にFageおよび

WarsapにLる一様流中の実験曲線に近〈，　R・・ynolds数とともに減少する傾向がある。とくに，合田は

水粒子速度の実測結果を用いて抗力係数を算出’．ているが，著者らの計算方法による値とそれほど大きな

差はない。

　一方，Re＞10sの領域でも著者らやR・：sり実験結果のti、うに，前述の場合と同様な傾向があり，同一

のReynolds数に対して抗力係数はかなり異な一・た値を小t’　この抗力係数の傾向はもちろん実験誤差や

解析誤差にkるばらつきにも起因しているが，そのほか波動運動にkる円柱の抗力係数がReynolds数だ

けでなく，他の無次元敏にも関係する二とを示している、

　図一一2．19はそれぞれ第1定義によるSt《）kぐs波の第4次近似解おilぴ微小振幅波理論を用いた抗力係

敗C〃41おkびC〃1とReyn・lds数との関係を示すものである。　CI）41　it前述・・1　CI）42より若干小さくなる程

！隻であって，Reyn・lds数にkる変化特性はほとんど変らない。しかし，微小振幅波による抗力係数は，

静水面tlの波の峯高および水粒子速度が過小に評価されているので，他L’｝pa論にLる｛，のより個々の値や

変動幅が人きい。

　図一2・20および2・21はReynolds数のほかに，波動運動の非定常性を考慮するため．図一2．18および

2、19に示したReyn・lds数の領城を数区間に分割し，さらに分割されたR（・ynolds数の各区間の抗力係

数の実験結果をKeulegan－℃arpentcr数の4つの領域に分類して，それらの平均値から求めた平均曲線

を示した（，のである。これらの図から明らかなように，Re〈6×104の領域では，抗力係数はKeulegan

－　Carpenter数によって，それほど変化しないが，　Re＞6K104の領域では，同一のReynolds数に対し

て，Keulegar　Carpenter数が大きいほど，抗力係数は小さくなり，その変化も著しい。　KeuleganおL

ぴCarpenterやBiddeによれば，　Keulegan－Carpenter数は円柱周辺におけるうずの発生発散過程と密
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図一2．19抗力係数のReyn・lds数による変化（2）（鉛直Fl柱の場合）

接な関連があることが示されている。これらの研究を参考にすると，　Keulegan．－Carpenter数が小さい

ときには，うずの発散が若干ある程哩で，波動運動の場はそれほど乱されておらず，抗力係数は乱れの強
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　　図一220抗力係数のReynoLds数およびKeulegan“Carpenter
　　　　　　　数による変化（1）（鉛直円柱の場合）

さの小さい一様流の場合の値，すなわちVe　nnardによる抗力係数の実験曲線との対応が比較的よい。一

方，Keulegan・Carpt’　nter数が大きくなるにつれて，抗力係数は流体運動の場の乱れの強さがkきい場く十

のFageおよびWarsapの実験曲線にむしろ近づくと考えられる。
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図一2．21抗力係数のReynolds数およびKeulegarCarpenter
　　　　　数による変化（2）（鉛直円柱の場合）

　　b．鉛直角柱の場合：図一2．22は第2定義に基づくSt・kes波の第4次近似解によって算出した鉛

直角柱の抗力係数とRcyn・lds数との関係を示したものであって，（a）および（b）はそれぞれθ．0°およ

び45°の場合である。また図中の実線は一様流の場合の抗力係数であり，点線は波にkる場合の抗力係数

を図一2．20および2．21と1司様に，Keulegan．Carpenter数にt’・て分類して平均化したものである。

H・emer17）にtれは，一様流中におけるIEI，q角柱の抗力係数は，θ一〇．おLぴ45の場合，　Reynolds数

が104〈Re＜106の領城で，それぞれCD　2．　05おkび155である。一方，これらの図にtlれば，資料の

数が少なく，また比較すべき従来の資料も全くないので，必ずしも明確でないが，両者の場合ともRt・y－

n。lds数およびKeulegan　Carpentcr数が大きいときほど抗ノ」係数の値が小さくなる傾向があること

おtiぴ抗力係数ノ）Reyn・lds数おLぴKeulega一Carpenter数に対する挙動はそれぞれの場合若干異な

　’O　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　IO

　　8　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　θ

　　6　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6

4
Q▼。O

2

θ・0°

潤@κC≦7

A7∠κC≦’5

怐@κC＞15

Hoemer
”『 ﾄ）・

oo　O　8　　．A■一　　　　．・　　o

A A、 、

κこくア　言

o
一≡

ﾌ
一一

@〇

ｶ一

一一 　竜 A ア〈κCζ’5　　　＝

●o　　●

κC＞15
●　　●

～苫O

4

2

1，。・2R，468’・・2”・・2Re・681・s　2
　　　　　　　　　　（a）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（b）

図一2．22抗力係数のReynolds数およびKeulegan－Carpenter数による変化（鉛直角柱の場合）
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つていることがわかる。すなわちθ二〇°の場合KC≦7の領城では一様流中の抗力係数CD　＝2．05より若

干大きく，κC＞7では2．05よりむしろ小さくなる傾向があるのに対して，θ二45°の場合には全体的に

一様流中の抗力係数Cp＝L55より大きく，　Reyn｛｝lds数およびKculegan－Carpenter数の増加とともに

CD二1．　55に漸近する傾向があるc

　この傾向の相違の原因は，つぎのように考えられる。Maschらas）は，直線的な流速分布をもつ開水路

流れでの円柱の抗力係数が流速のこう配にヒって生じた圧力こう配に起因する2次流すなわち円柱前面で

のよどみ線における下降流および円柱後面での後流の中の上昇流のために変化し，底面では増大し，水面

に近づくにつれて減少するこtを示している。波動運動の場合にも同様の機構が考えられるが，鉛直水粒

子速度の存在とあいまって，波動運動中での物体の抗力係数は鉛直方向に変化し，水底に近づくほど増加

するものと思われる。この柱体前面および後面での2次流は鉛直円柱やθ二45°の鉛直角柱に比べてθ＝．O°

の鉛直角柱の場合にkり発達すると考えられるので，抗力係数の変化の割合も大きいといえる。ところで，

式（2．96）で定義した抗力係数は水粒子速度の2乗に関する水底から水面までの平均の抗力係数であるの

で，水粒子速度が鉛直方向に増大し，抗力係数が減少する場合には式（2．96）による抗力係数は水底から

水面までの平均の抗力係数に比べて小さく評価されることになる。しかもその割合は，抗力係数および水

粒子速度の鉛直方向に関するこう配の大きいtきほど大きい。したがって，上述の原因にkりθ二〇°およ

び45°の場合の鉛直角柱の抗力係数の特性｛、前述の傾向の相違が生じたものと思われる。

　　c・水平円柱の場合：図一2．23は式（2．100）に第2定義によるStokes波の第4次近似解およびク

ノイド波の第2近似解を適用して水平PI柱に作用『｝’る全波力の実験結果から推定した抗力係数とReynolds

数およびKeulegan’Carpenter数との関係を示Lノこものでaる。すでに述べたように，クノイド波理論に
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　　　　　　　　図一2．23抗力係数のReynolds数およびKeulegan－Carpenter
　　　　　　　　　　　　　数による変化で1）（水平円柱の場合）

よる水粒子速度は実測結果kり若干大きくなるので，抗力係数はStokes波理論による結果に比べてその

値が小さく，しかも変動幅が大きくなっているが，いずれの理論による抗力係数もReynolds数t」tぴ

Keulegan－Carpenter数の増加とともに若干減少する傾向がある。また，その値は重複波の節に設置され

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　49）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のうち，本実験のKculegan－Car一た水平円柱の波力に関するKeuleganおLぴ（’arlx・nterの実験結果

penter数と同様な範囲に対する平均値と比較的よく対応している。しかしながら，一様流中の円柱の抗

力係数の値や波による鉛直円柱のそれより平均的に約40％程度も大きい　この原因としては，実験おt

ぴ解析に伴う誤差もあるが，主として，底面の影響，鉛直水粒子速度に伴う揚力が水平波力に加算されて

いること，鉛直角柱の場合に述ぺた水粒子速度のこう配にkる抗力係数の鉛直方向変化の影響さらに水面

の影響など考えられる。これらのうち水面の影響を評価することは困難であるので，前述の3つについて

その影響を推定してみよう。

　図一2．24は1つの原因と考えら

れる底面の影響すなわちpr《）ximity

effectを検討するために，水平円

柱の抗力係数CD42の底面と円柱の

間隔δと円柱の直径Dとの比δ／Dに

よる変化をKeulegan－　Carpenter数

をパラメーターにして示したもので

ある。図中の同一のδ／Dの値に対す

る個々の実験結果は同じ直線上に表
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図一2．24抗力係数に及ぼすδ／Dの影響（水平円柱の場合）
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θ

示されるべきものであるが，実験結果が重なりあうので，δ／Dに若干の幅をとって図示されている。また

図中の大きな白丸は一定のδ／Dに対する抗力係数の平均値であり，実線はそれらの平均的傾向を表わす1，

のである。この図からδ／D＞0．5では抗力係数は平均的に一定値となり，この範囲の実験結果を図示した

図一2．23の抗力係数にはpr・Xlmlty　cffectがほとんど現われないのに対して，一方δ／”〈0．5ではδ／D

の値の小さいほど，prOXtmltyeffectが顕著になることがわかる。第2の原因として鉛直水粒子速度に

伴う水平方向の揚力の影響か考えられる。波にLって円柱に作用する揚力の研究例はきわめて少ないが，

鉛直｝・］柱の場合はBidd。5°）1コ。て行なわれており，揚力‘ま最大で全波加、6。％盤にもノ、る。とが報

告されている。さらに，また揚力係数はCL＝LOであり，水位変動と揚力の位相の遅れはおおよそ80°程

度であるので，前述の方法で算出した水平円柱の抗力係数にも鉛直水粒子速度に伴う揚力の影響が含まれ

ているpJ能性がある。図一2．25はCL　rr　1．0とし，鉛直水粒子速度の最大値を用いて揚力を計算して波の

峯の位相での全波力の測定値Fo＝oを補正した場合の抗力係数とReynolds数およびKeulegan－Carpsntur

数との関係を示したものであるが，この場合には揚力の位相を最大90°まで変化させたことになる。図一

2．23および図一一2．25との比較から，揚ノJの補正をした抗力係数の方が若干小さくなることがわかる。

この揚力の影響の割合は，一定の抗力係数に対して鉛直水粒子速度と水平水粒子速度の比W／Uが大きいと

きほど大きく，著者の実験では最大20％，平均5～6％程度であった。したがって，揚力係数や揚力の位

相変化の大きさに問題はあるが，水・円q住の抗力係数に及ぼす揚力の効果は比較的大きいといえよう。

なお，揚力を考慮しても，波の峯の位相ての全波力の計算結果を一致させるかぎり，後述の全波力の時間

波形はほとんど変化しないことがわかった。

　　　　　　　　　IO
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　　　　　　　図一2．25抗力係数のReynold　g．数およびKeulegan－Carpcnter
　　　　　　　　　　　　数による変化（2）（揚力の影響，水平円柱の場合）

最後に第3の原因として，鉛直角柱の場合に述べた2次流の発生に伴う抗力係数の鉛直方向変化a）影
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響があげられる。Maschらの測定結果を参考にして，抗力係数おtび水粒子速度の値が鉛直方向に直線

的に2倍程度変化するものとし，水底からの波の峯高を水深の1．2倍に仮定して算出した水粒子速度の2

乗に関する鉛直方向についての平均の抗力係数は，著者の水平円柱に関する抗力係数の実験結果の大部分

を占める水深の1／2程度の深さにおける円柱の抗力係数より約10％程度小さいことになる。

　以ヒの考察から，鉛直円柱および水平円柱の抗力係数の値の相違は鉛直水粒子速麿による揚力および2

次流の発生に伴う抗力係数の鉛直方向変化などに起因しているといえる。

　　lD質量係数

　　a．鉛直円柱の場合：図一2．26はそれぞれ第2定義にLるStokes波の第4次近似解およひクノイド
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　　　　　　　　　　図一2．26質量係数の”／Dによる変化（1）（鉛直円柱の場合）

波の第2近似解を用いて求めた鉛直円柱の質量係数C〃42およびCMc2の波高・直径比II／Dによる変化を

示す｛，のである。図中の丸印は著者，合田，BurtonらおkびJenの実験結果：さらにWiegelらの現地観測

結果であり，また実線は質量係数の値をH／Dの適当な区間に分割し，それらを平均化して得られた質量係

数の平均曲線を示す。これらの図から明らかなように，Stokes波およびクノイド波のいずれの理論を用
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いても，質量係数の値にそれほど差異は現われない。また，実験結果のばらつきは大きいが，H／のの値の増

加は，全波力に占める抗力の割合の増加を意味しているので，抗力が支配的な領域では一方向の加速度を

｛，つ流体中の質量係数に対するSarpkayaおよびGarrIsonの研究からも類推されるように，うずの発生

や発散のために質量係数が減少するものと思われる。

　なお，以上の考察では，Wiegelらの結果が現地観測であるために，質量係数を求める際，かなりの誤

差が入りやすいと考えられたので，これを無視した。また，従来の結果は，一般に2次元ポテンシャル流

理論で与えられるC〃－2に近いが，著者の結果では平均してC〃　2．3～2．4にも及んでおり，これが

本質的な｛，のか実験t：の誤差かは不明である。この場合，実験に用いた波力測定系の動特性の波力に及ぼ

す影響は，その水中固有振動数が実験波の周期の8～16倍程度であったので，ほとんど無視できると考

えられた。第1定義にLるStokeS波の第4次近似解および微小振幅波理論を用いた場合の質量係数CM41

およびC〃1を図一2．26と同様に図示したものが図一一2．27である。これらの図の比較から明らかなよう

に，微小振幅波理論による質量係数は他の理論にkる結果tり若干大きいだけであるので，Morisonの波
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図一2．27質量係数のH／Dによる変化（2）（鉛直円柱の場合）
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力算定式に従うかぎり，質量係数の算出方法は波の非線型性の影響をあ主り受けないことがわかる。ま

た，第2定義による水粒子加速度は一・般に第1定義による｛、のより若干大きいので，質量係数は逆に小さ

くなる。

　　b．鉛直角柱の場合：図一一2．28は

それぞれ．θ一〇°および45』の場合に対し

て第2定義によるStokes波の第4次近

似解を用いて算出した鉛直角柱の質量係

数とH／DLの関係を示したものである。

2次元ポtンシャ’レ流理論によれば，加

速流体中の角柱の質量係数は角柱断面の

辺長の比の関数として理論的に与えられ，

正四角柱の場合にはC“－2．19となる～り

一方，この図によれば，波動運動中の鉛

直角柱の質量係数はH／Dの値が小さいと

きにはC〃＝2．19よりかなり大きく，ま

たH／Dの増加とともに減少している。と

くに，θ一45°の場合の減少の割合はθ一

〇°の場合に比べてかなり急激である。こ

の原因は前述の鉛直円柱の場合と同様に，

境界層のはくりに伴ううずの発生発散機

構や波の角柱による変形特性の相違によ

るものと思われる。

　　c・水平円柱の場合：抗力係数の場

合と同様に，質量係数に及ぼすprOXtmlty

effectを検討するために・H／Dをパラメ

ーターにしてCM　42とδ／”との関係を図

示したのが図一2，29である。質量係数

に対してもproxmty　effectが現われ，

その範囲は抗力係数の場合と同じく，

δ／”＜O．5であり，δ／”＞0．5ではそれは

無視されることがわかる。図一2．30は

第2定義によるStokes波の第4次近似

解およびクノイド波の第2近似解を用い

たproximity　effectの無視されるδ／D
　　　　　　　　　　　　　　　否
＞0．5の場合の質量係数とHノのとの関係
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図一2．28質量係数のH／Dによる変化（鉛直角柱の場合）
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　図一2．29質量係数に及ぼすδ！のの影響（水平円柱の場合）
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図一230　質砧係数の”／∫ノにLる変イヒ（水平円柱の場合）

’0

’i’示1、た《，のである。これによれば，H／”のf直の増加とL：｛、に，質績係数り値は減少する傾向があり，い

ずれの有限振幅波理論を用いて｛、，その値がそれほど変化しないこi’：は鉛直円柱の場合と同様である。ま

た，水・1ξII】柱の質敏係蜘、・醐値は2．3～2．4‡W圧となり，鉛直円椥こ開す・’f，・9：者a・実験結果t　・kく対応

し⊂いる。さらに，図中には水平円柱の設置水深によって質量係数を区別してあるか，設置水深が小さい

ほY，”／1）の増加とと｛、に質鼠係数が減少する傾向が著しい。こtlは円柱の設置水深にt”て，水平およ

び鉛直水粒子速度にltる円柱力後流の形成の様子が相違し，それが質最係数に影響を及ほすことに起因す

る：思わ才｜る。したかって，水’杓Il柱の質量係数の選択にはH／Dのみならず，ヅんの影響も考慮する必要

か・if）る。なお，著者の計算方法にkれは，質量係数に及ほす楊力」）wa響itほとんどないと考えられた。

　　lil）抗力係数および質量係数の位相変化の全波力に皮ほす影響

　　a．鉛直円柱の場合：KeuleganおLぴCarpentc’rは車複波の節に設置した水平円柱に作用する波fJ

の実験結果から，微小振幅波理論に基！ういて，抗力係数および質量係数の位相変化を求めている．しかし
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有限振幅波理論に基づくかぎり，この解析法はかなり困難であるので，ここでは両係数を一定にした場合

の全波力の時間波形に対する計算結果と実験結果との比較から，両係数の位相変化が全波力の時間波形に

及ぼ→－影響を検討するこ！rにする。図一2．31は波の峯および水位変動の零点の位相において鉛直円柱の
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全波力の実験結果から推定した抗力係数おkO：T1　AU，1’：数を川いた全波力i」よびそれに対応する水位変動の

時間波形に対する計算結果と実験結果との比較の数例を示Lてものである。図・tiの実線および2点鎖線は，

それぞれ第2定義によるStokt・S波の第4次近似解t」L・パ’ノイド波の第2i刑じ1鯉による水位変動と全波

力とを表わし，点線および1点鎖線はSt・kus波の第4次川以解にkる抗力および慣性力を示す。これら

の図にkれば，全般に両者の対応はかなり良好であって、hAl　V）値バ比較的大きく，慣性力の卓越する

”〃の値の小さいときには，水位変動おkび全波力a・いすれに対して｛，、十算結果とよく一致している。

・一 禔Cん／Hの値が小さくなると，St・kes波理論にkる計算波形には、解ノ正似度と関連して，波の谷近傍

に波形のひずみが現われている　しかし，’1／IJの値が大きく，全波ノJにおける抗力の割合が増加している

場合にも，実験結果はTV’Cg7Ah≦12．6に対してSt・keS波理論，　Tv籏＞118に対してはクノイド波理

論にtlる計算結果との対応がよい。また，　h／Hの値が小さい場合には，時問軸のIE側において全波力の計

算結果と実験結果とのへだたりの大きいものが見られる。これは，水位変動に対］一る両者の比較から明ら

かなLうに，底こう配の影響に仁る水位変動波形の非対称性から生じたもノ）である。図一・2，3L’；．t図一2．31

の1例について第1およひ第2定義にkるStokeS波の第4次近似解による全波力の時間的変化・・t）計算結

果と実験結果とを比較したものである。この図から，上述の方法で推定した両係数を用いて全波力をll卜算

するかぎり，両者の計算結果にほtんど差異は生じないが，図一2．32に示すような砕波限界に近いIU：二

対しては，第1定義による結果は波の谷付近およぴ全波力の最大最小点の位相で第2定義にkる望，の：．｝＋

大きく，実験結果㌧）・だたりメ、わずかに増加することがわかる。
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　以上，これらの結果から推定されるように，両係数の

位相変化が全波力の時間波形に及ぼす影響はそれほど顕

著でないと考えられる．したがって，全波力の計算に際

しては，実用上抗力係数および質量係数の位相変化を無

視してもそれほど誤差は生じないといえよう。

　つぎに，一般に慣性力の算出にあたっては，水粒子加

速度においてconvectlve　termを省略することが多いが，

kり適確に波力を評価するためには，この影響を検討し

ておく必要がある。図一2，33は水粒子加速哩における

convectlve　termが全波力に及ぼす影響を調べるために，

図一2．31の実験結果について，convecttve　termの項

を含めた場合（実線）および省略した場合（点線）の第

2定義にkるStokes波の第4次近似解を用いた計算結

果の比較の数例を示したものである。これらの計算結果

の比較から明らかなLうに，c《）nvvctive　temを省略し

た場合の全波力の時間波形は，それを考慮した場合に比

ぺてLり尖った形状を示し，その極値の絶対値も大きく

なるか，その差は小さい。したかって，水粒子加速度の

，it卜算において、・nv・・tlve　ter・T・　．tで含めると・計鄭こ複

雑になるので，全波力の算定には実用ヒdu／dtfS∂U．／∂‘

としても大きな誤差は生じないと考えられる。しかしな

がら，図一2．33（のに示すLうに，波の非線型性が増大
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し，しかも慣性力が卓越する場合には，その影響が大きく，実測波形とのへだたりが増加するので，水粒

子加速度としてdu／dtを用いなければならない。

一56一



　　b．鉛直角柱の場合：図一2．34は鉛直角柱に作用する全波力の時間的変化を図一2．31と同様の方

法で示したものである。水位変動の時間波形の実験結果が計算結果とよく一致することはすでに述べた。

全波力の時間波形については，θ一一〇の場合には両者の対応が比較的よいが，一方，θ二45°の場合には，

実験結果の方が計算結果より大きく，最大値をとる位相も若干ずれている。したがって，鉛直角柱とくに

θ　・r　4s°の場合のように，抗力および慣性力の評価に用いる鉛直角柱の特性長が異なる場合には，位相変

化を無視して一定の抗力係数および質量係数を用いた計算方法では，それぞれの波力の評価法が適確でな
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く，必ずし｛，十分な結果を与えない場合も生じるLうである。したがって，こうした場合の波力の推定に

は両係数の位相変化を考慮する必要があると思t’れる。

　　c．水平円柱の場合：抗力係数および質量係数の位相変化が全波力に及ぼす影響を検討するために，実

験結果tlり推定された両係数を用いた全波力の時間的変化の計算結果t実験結果を比較したものが図一2．35
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である。これらの図によれは，計算結果は実験結果とltく一致しており，水平円柱の場合も鉛直円柱の場合

と同様に，これら両係数の位相変化は全波力の時間波形にそれほど大きな影響を及ぼさないと考えられる。

2．6　柱体に作用する全波力

　ここでは，波や柱体の特性との関連において見出された鉛直円柱，鉛直角柱おltび水平円柱の抗力係数

および質量係数を用いて，有限振幅波理論に基づく波力算定式から算出Lた全波力の最大値の計算結果と

実験結果との比較＃り波力算定式の妥当性を検討する。ついで，全波力に関する考察では抗力係数おiぴ

質量係数なとに含まれる複雑な諸要素の影響のために，さらに次元解析に基づく実験結果の解析から無次

元全波力の最大値に皮ぽす波や柱体に関する無次元量の影響を明らかにし，これらの結果が理論計算にL

ってどの程度説明されるかを検討する。最後に，比較的急な斜面Ilに設置された鉛直円柱に作用する全波

力の特性を一様水深あるいは緩こう配の場合の実験結果おtび計算結果との比較において若干考察する。

　2．6．1　波力算定式による実験結果の検討

　　a．鉛直円柱の場合：図一一2，36および237は抗力係数おLび質最係数の値を実際tiく用いられるよ

うに，C〃　10おltびCM　20として，そtlそれ第2定義にkるSt・kes波の第4次近似解とクノイド波

の第2近似解およひ第1定義にkるSt・kts波の第4次近似解と微小振幅波理論を用いた鉛直円柱に作用

する全波力の最大値の計算結果”m　cal．と実験結果Fm　meas．とを比較したものである。これらの図によれば，

全波力のモーメントを測定した合田の結果は大部分抗力が卓越し，しかも推定された抗力係数は1．0より

小さいために，計算結果の方がK一きくなっrいる　tた，著者の実験結果における推定された質量係数は

2．0より大きくなる傾向があるので，慣性力か1；越『aるEきは逆に前者の方が小さくなるが，いずれの有

限振幅波理論によっても，両者は比較的よく一致し『（いるLいえる。これに対して，図一2．37（b）に示す
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全波力ノ）最大値に対する計算結果と実験結果との比較（1）（鉛直円柱の場合）
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　　　図一2，37全波力の最大値に対する計算結果と実験結果との比較（2）（鉛直円柱の場合）

ように，微小振幅波理論など低近似解を適用した場合には，両者の比較でその結果がかなり散乱すること

から考えると，有限振幅波理論を用いた波力算定式の有効性を見出すことができる．また，適切な有限振

幅波理論の適用によ’・ては，C〃－10およびCM　2．0と仮定することけ実際ヒ平均的に妥当な結果を与

えると考えられる。

　つぎに，以hの比較において無視した両係数における波や円柱の特性を考慮して定めた抗力係数おtぴ

質敏係数を用いた全波力の最大値の計算結果と実験結果との比較を図一一2．38および2．39に示す。この場

合，抗力係数は与えられたT，h，　H，　Dお．kびレを用い，式（2．102）～（2．1（）8）に従’・て算出された

　　　’「”’一“．；…rTT…三…〔1…Il　’♂｛川｛…

｛　　　　　　　　　・　G。θ。　　　　　　　　　　　　　　｜‘
tS’ T　　．・：ii漣已こ三　　　　iiii｝葦1
忍・コi：：：t｝埠：：　　：：：：：1：：：

1：ぱ：：帯謬：：二1二：：1：：：1：i

’，l　　　　　iiiEiil　iiiiiiiiii
　ε　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　■　　■　◆　■　．♪．　　　　．　　4「　　　〉　　・　　．　・　←ひ◆ψ

　　　　　　　　　　　◆　　　　●　　　■　　　〉　　■　　◆　十　サ　　　　　　←　　　　◆　　　　　　◇　　　　●　　　●　　台　　◆　　f　←

　4
　　　　　　　　　　　の　　　コ　　つ　ひ　＋＋タロ　　　　ロ　　ひ　　　　つ　　　’　　ぐ　タ　ぐ　ひヰ　

2t　　　　　．．：二：二二：．：：1．：：：1》

’δ；。　　　　　一一一一一一一一」
2　46θ，　2　468／0　？　’6θt∂
　　　　　　Fm”eas　κg　　or　Mm　m●σ5　κ9　m

　　　　　　　（a）

5
E
8

玉

さtO

ご

8

uEL

臼竹西剛κ9

（b）

L，κgm

図一2．38　全波力の最大値に対する計算結果と実験結果との比較（3）（鉛直円柱の場合）
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㎡㍗rR。y。。ld，数およびKeul。gan－C。，P。。t。，

数に対応して図一2．20あるいは図一2．21から，ま

た質量係数！t，H／Dに対応して図・－2．26あるいは

図一2．27から求めた。これらの図から質量係数を

決定すると，著者の実験結果・’〉平均曲線に対する寄

与が大きいために，質量係数が2より大きくなるの

で，慣性力が卓越1、，推定された質量係数が2に

近い値をとるJenの実験結果のように，計算結果と

の対応が図一2．36および37に比較して若干悪くな

るものもあるが，平均的には両者の対応がkくなる

ことがわかるであろうetくに，合田の実験結果t）

Lうに，実験結果のばらつきの幅が小さくなる場合

｛，ある，このこ1：から，計算は若干複雑ごあるけれ

ども，以Lに述ぺた方法にllって全波力を計算すれ

ば，非砕波の波にLる波力に対しては，

∈O×

’（デ

鵡
圭・

8

’O

　　　　　　　　Fmm・esκ9（×Mmr・ves　Kgm

図一2．39全波力の最大値に対する計算結果と
　　　　　実験結果との比較（4）（鉛直円柱の場合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　実際hかなりの精度で全波力を推定できることがわかる。

　以上有限振幅波理論に基づいた波力算定式は当然のことながらその理論の適用範囲内において用いられ

るべきであり，その場合には2．3で検討Lた適用範囲がおおよその目やすになるであろう。また浅海で砕

波するような場合の構造物に作用する波力に対1、ては，砕波にltる衝撃力なども加わり，波力の評価も砕

波の特性との関連で与えられるべきこ巳はい∴主パ、ない、

　　b・鉛直角柱の場合：図一240はθ一〇’おぶパ5ソ嶋膓合についk，それぞれ一様流中における正

四角柱ノ）抗ノ」係数t2次元ポァンシャル流理論にkる質砧係数の値CI，　2、05，CM　＝・　2」9およびCD　；｝55

CM　2．19を用い，第2定義にkるStok　es波の第

4次近似解に基”sいた鉛直角柱の全波力の最大値に

対寸る計算結果と実験結果との比較を示［、た｛、ので

ある。すでに述べた波にkる鉛直角柱の抗力係数お

Lび質量係数の特性からも明らかなkうに，実験結

果は評算結果よりかなりメくきい。とくにθ　・1・5°の

場合にはこの傾向が著しく，計算結果の2倍近い値

を示す。一方，図一241は図一一2．22および2．28

に従って，波および鉛直角柱の特性から決定した抗

力係数おkぴ質量係数を用いた全波力の計算結果と

実験結果とを比較したものである。この場合は図一

2．40に比べてかなり資料のばらつきが小さくなっ

ているけれども，平均して約15～20％程度実験

結果の方が大きく，またθ一45°の場合の方が計算

ー0θ64　2　　ξ、8迂

　，t↑＋

．”』◆←ｪr

’＄．＿＿

　　　　　　　　　f：・□・世：ば蹴

i引鷲；…’　羅

　　　　＃　　　纏
Iot

／ぴ　’　46θ1　　　6θ’0　　　6θげ
　　　　　　　　　Fm　meas　K9

図一一2．40全波力の最大値に対する計算結果：

　　　　　実験結果との比較（1）（鉛直角柱の場合）
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結果とのへだたりがより大きくなる傾向がある。

　　c’・．水平円柱の場合：前述したように，鉛直円

柱の場合ヒ相違して，水可Z円柱の抗力係数はpro－

ximlty｛・ffectや鉛直水粒子速度による水平方向の

揚力および水粒子速度力こう配の影響を，また質絃

係数はproxifnity　cffcctなどをうけるので，水平

円柱の全波力の計算に際してこれらを適確に評価す

る必要があること’tいう実でもないcしかしながら、

これらを数式によ’・て表わすことはかなり困難でお

るので，ここでは実用ヒの日的から水’｝元水粒子速度

、お仁ぴ加速度で便宜的に算出された図一2．23およ

び図一230に示す抗力係数およ●質量係数を用い

て式（2．79）にkる単位長さあたりの波力の最大値

に対する計算結果と実験結果とを比較検討すれは，

κデ

0ε6　　0

揖

tt

|t．

・ti・

渠

　　　　　　　　　　　　　　　　　　1中村一

t・”

@68Fみ＿蠕’。　46　81・2

図一一2．41全波力の最大値に対する計藤結果’t

　　　　　実験結果との比較2）（鉛直角柱の場合）

つぎのLうである。すなわち，図一242はpr《｝Xlmlty　uffeutが無視されるδ／1）＞O，5の場合に’）い’（第

2定義に基！5くSt・kcs波の第4次近似解おLびクノイト波J）第2近似解を用いた七記」）ノ∫法に仁る結果

であるが，こ＋1らは抗力係数おlt　（X　VI量係数をそれぞれC〃　10おtiひ（；M　2．0として計算した図一一2．

43の結果に比ぺて，実験結果と比較的kく・致してい・：’tいえる．

　2．6．2　全波力に関する次元解析結果と波力算定式による検討

　いま，鉛直柱体の粗度；sltひ振動特性を考慮しないことに一1れ．は，

式が考えられる。

叫（F，T，ん・”，”，9，　‘，μ」ρ・θ，　‘）－　o

G波力Fに関係’iる物理敏’：して次

（2．109　）

ここに，μ：粘性係数およびθ：波の入射方向に対する鉛直柱体の設置角度である。さて，式（2，109）

において適当な基本量を選んでBuckingham・｝π定理により次元解析を行ない，若干変形すれば，無次

元全波力F／p．glJ3は次式で与えられる。

：¢Fl（・厄 ）θ
‘T〃T〃レ〃万んー〃

（2，110）

ここに，”D〃yT：Reynolds数，こ相当する量である。つぎに，全波力の最大値Fm．1）みを考え，底こう

配を一定とし，また粘性の効果を無視すれば，式（2．110）は次式のように簡略化される。

）θ

〃…〃ん万亙占

ノ
け転

F
凋〃

39ρ

（2．111）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　’1・1’11。A’。id。・wav．，㌫ご〔1！寵illii‘・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　α’ρ゜・「2刀ddeり　・川・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Cv＝20　　　　　　◆’i’i‘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Co．，0　　　・－ltI・

0『

θ
．

・ ：

一．@令　　‥
6 ↓

←

　　　　　　　　　τ．．・T

モ獅潤fdσ’　ぬes

@2ηd　σρρ’oパ

@r2ηdde’，

ト十

一叶　　　　　・
ゴ　　　　ゴ

↓　一

⊥一．

?ｫ． ．†

@　〒・

@？

@L←

一≒翼
一

．＝ 　　：

�黹ﾓ4
LA ． 一 →一 @←寸一●一◇一

←＋一→一→r

@●　←一一1　‘
一†

一＋［．←’

・

o 　一→
ｨ←一・．十　　　，

・一←一←一●←一〉∨→

2　　0θ

　→　　・▼一十一

ｨ　→一@→一一←→・→→一一一←＾牛←一一ヤ「「叫．一＋一◆一　一「

黶@　　　　一一了→一一十｛6

一
4　寸

H－－

S－〈↓一．

o
一十一

1 ．コ ・いす

@　　　i
十　◇－．

E日
．卜

’ 46θ’0　2　46θ，ρ2
@　　　　　偏〃句・・9κm

2　　㊨　6θ，0

0θ64　2　e

．蹴

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・∫・　…8，デ，　6．・10f・・6θ，ぱ
　　　　　　　　　　（Fr・’／t？me。！9．’c〃．　　　　　　　　　　　　　　　　　’f’n／～ノme。s　9／CrTt

　　　　　　　　　　　（ll）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（b）

　　　　　図一2．43波力の最大値に対する計算結果と実験結果との比較（2）（水’円1｝柱の場合）

したがって，前述の仮定のもとに鉛直円柱に作用する無次元全波力の最大値は，θに依存しないので，3つの

無次元量TVIi／7JIT，　h／7∫おkびH／1）の関数として表わされ，また鉛直角柱のそれは3’）ノ）無次元量のほか

θの関数となる。

　同様に，水’V一円柱に作用する単位長さあたりの無次元波力の最人値Fm／ρ貿”2は，つぎの関係で与えられ

る。

　　　　，㌶2一φF3（TP，，i，：，÷）　　　　・211・・
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　　a．鉛直円柱の場合：図一2．44は底こう配1／100の場合の鉛直円柱に関寸る著者の実験結果のうち

から，H／Dおよびh／Hの値がほぼ一定であるものについて，　Fm／ρ9　D3とTv研との関係を示したもので

　　　　20　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5
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　　　　　　　　　　図一2．44　㌦／ρ9D3のT∨研による変化（鉛直円柱の場合）

ある。実験結果が限定されているので，　f・分な考察はできないが，”／D≦O．8でh／”≦5の場合には

Fm／ρ9D・はr砺一tともに欄｝・減少するのに対・・て，・．7≦∫1／D≦1でh／H≦…場合1・は若・f・減少し

（b）は著者おltぴ従来の実験結果に

ついて，TV9／hの影響を無視し，　h

／”をパラメーターにしたF尻／ρ9D3

とH〃Dとの関係を示したものであり，

図中の曲線は，それぞれのh／∬1の値

の範囲に対する著者の実験結果の平

均曲線を表わす。この図に上れば，

Tv／ρ九およびReynotdsの影響や

実験誤差のために，若干のばらつきは

あるけれども，H／D〈2の場合には，
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　つぎに，T∨籏およびん／Hの値をパラメーターとしてF用／ρYD3のH〃Dによる変化を図一2．45（a）に

示す。これには，F頂／ρ9D3がH／1／　　　IO

とと｛、に急激に増加する傾向が仁く

現坤’ているが・この場合のh／Hに　　8

よる変化は，実験条件の制約く，あっ

て，あまり明確ではない。図一2．45
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h／Hの影響が現われ，Fm／P，9　D3の値は1司’・’）”／1）　・’）値に対して，　h／Hノ）値が小さいほど大きくなる傾向を

示す。また，著者の実験結果ヒり求めた平均曲線；・：従来」）紀果との対｜i：は比較的良好であるカシBllrtonら

およC・’　1L、　rlem。nらの糸，裸叫1に1．晒者の…t、　r，り・吠きパ、の｛、見C、れる．これ｝・t～筋「おtびR。y－

nolds数の影響，さらには実験方法の相違な1：にtiる｛，．’）であろう、したがって，1：述の考察のように，

Fm／ρ9”3は，実Wt　V）範囲内e　ll／Dともっとも密接に関係つけられるか　∫〃”の値が人きくなると，　h／H

の影響を無視できないことがわかる。

　以hのように，次元解析による実験結果の考察から，無次元全波力の最大値に関して興味深い結果が得

られたので，これが前述した有限振幅波理論に基づく波力算定式にL”Q，ビハ程度説明できるかを検討

じ（；jこう．図一一・2．46　Cま，〃／D，Tvπおよびh／〃の♪∴／ρ9D3に綱る影響を理論i卜算によって明ら

かにするために，抗力係数および質量係数の値をそれぞれ1、0および2，0tし，第2定義にLるStokes波の

第4次近似解を用いてFm／ρ9D3を計算した結果を示す。この図は各無次元量についてかなり広範囲に計

算されたものeあるが，これから，無次元全波力の最大値Fm／ρ9D3はH／Dのみでなく，　V∫’および1「〉籏

にk．てかなり変化し，とくに，非線型項に対応するh／Hの影響か人きいことがわかる。tた，　F．　／pg　D　3

はH／Dおよびh／Hとともに単調に増大するのに対し，7＞vラ7万ゾ）増加に対してはかならずしも増大せず，H〃D

およびh／Hのある範囲ではむしろ減少し，前述した次元解析の結果とよく対応している。さらに，無次

元全波力の最大値の実験結果が見かけhH／Dと密接に関係づけられるのは，実験条件が限られているこ、二

にもよるが，そのほかCρおよびC〃の値が・定でなく，それぞれReyno｜ds数，　Kuelegan－Carpenter数
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おLぴH／Dによって変化し，それらがT、〃㌃η「およびh／”の影響を相殺する方向に作用していることや計

算に用いたStokes波の第4次近似解の適用限界と関連して，　h／Hの値の小さい場合やTV厨万の値が大

きい場合には，これらの無次元量の影響が過大に評価されていることにもよると思われる。図一一2，47は

このことを検討するために示したものである。図中の実線はC∬）－1．0およびC〃　2．0として求めたStokes

波の第4次近似解による計算結果のうち，図一2．45のh／ilおヒびヴρの実験範囲に対して図示したもの

であり，また図1｝iの丸印は波や円柱の特性を考慮して図一2．・20および2．26に従’・て推定した抗力係数‡5

よび質量係数を用いた図一2．45に対応する計算結果である。この図から，後者の計算結果の方が前者の

それに比べてh／Hによる変動が小さくなっていることがわかる。したがって，実用h，鉛直円柱に作用す

る全波力の近似計算にあたっては，H／D＜2の範囲に対して，以上の次元解析の結果から全波力を推定す

ることができるであろう。

　　b．鉛直角柱の場合：図一．－2．　48は鉛直角柱の実験結果について鉛直円柱の場合の図一2．45と同様

に，Fm／ρ9D3とH／”との関係を示したものであり，θ＝－45°の場合の実験結果の考察ではDとしてレ百”

を用いている。鉛直円柱の実験結果と比較してさらに実験条件が制約されているので，もちろん問題はあ

るけれども，鉛直円柱の結果t同様に，鉛直角柱に作用する無次元全波力」）ft大値Fm／ρYD3も見かけ上

H／Dと密接に関連づけられることが見出される。また，こうした方法で表示されたF仇／ρ9D3と’1／”との

関係は実験の範囲内で，鉛直角柱の設置の向きにほとんど依存しないことは興味深い。さらに，図一2．

45に示した鉛直円柱の場合tの比較や抗力係数の特性から明らかなLうに，鉛直角柱に作用する全波力

は鉛直円柱のそれ、k　Dかなり大きい。つぎに，第2定義によるStokes波の第4次近似解を用いて、　CD
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・2．05およびCM二2．19としてθ＝　O°の場合の鉛直角柱に作用する全波力の最大値Fm／ρ9／D3とH／Dと

の閣係を示したものが図一2．・49である。これによれば，Fm／ρ9D3がH／Dとともに単調に噌大する定性的

な傾向は鉛直円柱の場合とほぼ同様である。

tO

8

6　

4

nQ
ｦ正

2

0
／σ’

，　”
P！

〃／‘’

』川」

SナOkes　wσvθs　4rh　oκ泊

ﾐρρのxr2ndde〃

bM＝2’9aCo＝205
@　　θ・0°
@　　　　　τノ∂7万　　　　　　　　・

h／H・15　　　　　　　　　．

H”　：

　　　　．
R0　　　　’

　80f20
P60

”
←一一一≡．

黶D一
60

．’　A

一
ノ〃，ノ γ’

’

　　’@／／／

，／

ノ　　　，　　’

I　　　　ノ

一

乏
　　／
^z：，多こ

一

＝＝三＝ 二＝
@　一　一　一C　’　一

二多
プ” …，

ピ ，　　　’

，’

1

2

1叉1－－2．49

4　　6　9　，　　　　2　　　　4　　6　θ／O
　　　　　　　　H／O

F／ρ9D3の’〃∫ノにkる変化（2）（鉛直角柱の場合）

　　c．ノk平円柱の場合：水取llヰに｛乍用する単位長さあ、’こりの波力の最大値に関係する要素tしては前

述の仮定に基・・く次元解＋f，C・従がえば，　T、切「，　h／H，　il／D　y・ほかに・川い設撚深を表相’z／hが加

え。れる．図一，．5。昧可糊三に作用す訓｛立長さ妹り・）波加最焔F。ψ卿2とT・互π欄係を

ん／H，’1／DおLびz／hをパラメーダーにして示したもの

である。鉛直円柱の場合よりざらに波力に関係する無次

元敏が増えているので，実験結果はきわめて制限された

ものになり，この図からFm／ρye　D2の一般的な特性を考

察することはできないが，一定のh／H，H／DおよびZ／h

ぴ順に対して，Fm／ρ9（’1）2　ct　h／”の値の小さい場合1こは・

へ石ワ万とともに若干増加し，h／llの値の大きい場合に

はむしろ減少する傾向にある。図一2．51はF．　iρ，geD”

のll，’Dにkる変化を小したものである。この図によれば，

1’香^ρW”2は”／”＜1でほとんど一一定であるのに対して，

H”D＞1ではH／Dとともに増加している。そしてその

増加の割合は占／Hの1直の小さいと引まど著しい。つぎに・

～Q
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図一2．52はT～砺，h／HおよびH／Dの値が一定

の場合のFm／ρ94　D2に及ぼすz／hの影響を調べた

ものである。これらの図によれば，z／h≧－O．78

ではz／hの値にかかわらず，Fm／ρgeD2はほとん

ど一定の値をとるか，むしろZ／hの絶対値の減少

とともにわずかであるが減少する傾向がある。こ

の結果は揚力や水粒子速度のこう配などの影響に

よるものであり，理論における各パラメータ・一の

影響を検討するために便宜上抗力係数および質量

係数ノ、f直をそれぞれCD　LOおよびC〃＝2，0と

してFm／ρgρぴをけ篇した図一一2．　53とは逆の傾

向を示す。さらに，波動理論によれば、同一の波

の特性に対して水粒子速度および加速｝芝のもっと

も／1・さいx／h－＝・－0．8ぴ）場合のFm／ρgψD2の｛直は

　　　’．0

σ8

鳥・6
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図一2，51

lO
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匙

ミ・6
LLE

　　O．4

0．2

6　8　1
H／0
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Fm／ρ9彰D2の”／bによる変化（1）

（水平円柱の場合）

4

　　　　　　　　　　　　　　　　0
－04　　－06　－08　－’0　　　　　　0　　－02　　つ．4　’O．6　●σ8　　－1．O

　　Z／h
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Z／h

　（a）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（b）

図一2．52　Fm／ρ、9（］D2のヅんによる変化qパ水平円柱の場合）

　　H／D　　h／H
桙Q7　’，50　20　　20

怐@’．6　　25
怐@’．3　　30

Oσ8　　50

ア／i拓・

@μ．8

他の設置水深の場合kりむしろ大きくなっている。この場合のδ／”の値は約0．3であるので、これは前述

したpr・XIMItY　e　ffectが顕菩に現われた結果といえる。したがって、水底近傍に設置された水平円柱のよ

うな構造物に作用する波力の推定にはpr・xlmlty　effectを考慮する必要があり，この場合の抗力係数や

質量係数おLび全波力の推定には図一2．24，図一2．29および図一2．52が一応の目やすになるであろう。

つぎに，両係数を淀とした輪計算にkってFm／P，geD・賊ぽす丁万πパ御・よぴH／Du）we響微討し

たのが図一2．54である。この計算に用いた両係数、）値は実験結果から得られたものより小LSく，しかも

淀値であるので，両者の定量的な対応は必ずしもト分でないけれども，計算結果は，Fm／ρ9ψD2が”／b〈

1ではh／Hのみによって規定され，H／Dにはほとんど依存しないのに対して，　H／D＞1ではh／HおよiJi　H／D
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とともに単調に増加することやH／DおLびh／Hがある値以ドではTv砺とともに減少し，ある値以上で

は逆に増加すうという次元解析結果と定性的にはよく一致している。また，鉛直円柱の場合の無次元全波

かり最大値Fm／ρ9　D3はH／D　」）値の小さいとき，　hPfにほとんど関係しないのに対して，一方，水平円柱の

場合の単位長さあたりの無次元波力の最大値Fm／ρgeD2は脚に密接に関係づけられる。　この相違は微

ノ1・振幅波理論を用いた波力算定式の中の慣性力の表示から明らかなように，全波力の無次元化の仕方によ

るものである。

2．6．5　斜面上の鉛直円柱に作用する全波力の特性
海、ll構造物は比較的急。う配の海底にしば・．ぱ築造される．2Sim・1、a・波V・理論にはFrl。drl・hJ1）岩垣

および酒井92）Meiら53）およびLauら54）などにkる各種の｛，のがあるか，それらの結果に基づく波力の推

定法は理論上で｛，また実用上からも必ずしも明確でない　さらに砕波力を含む波力の推定に関しては，一

つの理論的な試みが合田55）によって示されているにすぎない。そこで，ここでは底こう配1／30の斜面ヒ

に設置された鉛直円柱に作用する全波力の実験結果に基づいてその特性を若干検討する。

　（1）全波力の水深にLる変化特性　　’

　図一2．55は全波力の水深による変化特性を検討するために，ほぼ一定の”o／L。（ここに，H・：沖波波

高およびL。：沖波波長である）およ、｝ソ婦伍）値｝こ対して砕波力をも含めた㌦／ρgがのh／瑞による変化

を示したものである。この図からF．　！ρ9　D”殖lth／ll。の値の減少とともに，急激に増大して砕波点近傍

で最大値を示し，さC，にh／H。の値が減少すti：ti，円柱設置位置より沖側で砕波するために，㌦伽”3の値が

かえって減少することやFm／ρ9ぴのh／ll。に：る変七の様Fは仇／L。）p　H。ノtDによって著しく変化するこ

とがわかる．光易ら56）は底こう配1／15の斜面Lにおlr13鉛直円柱に作用する砕波力に関する系統的な実験

から図一t2．55と同様の図を示すとともに，無次元最人発’｛波力おkぴその発生水深が沖波波形こう配お

よび底こう配Lの関係で与えられるこヒを明らか

にしている。

　前述のように，斜面止に設置された鉛直円柱に

作用する全波力は砕波現象を含むために，水深に

kって大きく変化するが，以ドでは最大波力発生

水深よりh／il。の値が大きい領域における非砕波

の波による全波力の特性を一様水深や緩こう配上

における実験結果おkぴ理論培果ヒ比較検討する

ことによって明らかにする。

　（2）次元解析結果とその考察

　図一2．56は底こう配1／30の場合の無次元全波

加・最大値F。仰・3の丁万π｛・よる変化を示

したものである。この図によれは，Fm／ρgD3は

H／D≦1．3でh／II≧2．0ではTv擁『とともに単調に

ーー
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図一2．55Fm／ρ9D3のh／Hoによる変化

　　　　　（鉛直円柱でi－1／30の場合）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ら減・12するが，H／D＞L3ではh／Ha）値にllって一度若・i減少したのち増加するか，あるいは単調iこ増加す

る傾向を示す。この傾向は図一2．14に示しtc底こう配1／100の場合の実験結果のそれと若干異なってお

り，Fm／ρgD3がTv働万とともに単調に減少する11／D　tsよびh／”の領域が底こう配1／100の場合に比べて

広く，また増加する領域が狭くなっている。したがって，これらの図における波やII］柱の特性がほぼ1司一

であるので，これは全渡力に及ぼす底こう配の直接的な影響を表わすものと考えられる。

　ltt］－2．57（a）は1ヌ1－2．45（a）と11　il　“．．ll

に，　7＼／元刀「およびh／〃の値を一定に

した場合のFm／ρ9びとll／Dとの関係

を示すものである。Fm／ρ9D3はll／D

とともに急激に増大し，h／ll　V）効果が

見かけ上現われないのは底こう配1／100

の場合の実験結果と同様である。しか

し，これらの平均曲線の比較から明ら

かなように，”／”〈2．5では両者はほ

とんど一致しているのに対して，H／D

＞2．5では底こう配1／30の場合の実験

結果の方が1／100の場合ltり若干∬〃”

に伴う増加率が大きいこtがわかる。

図一257（b）はTv！y／hの影響を無視

し，底こう配1／30の場合のすべての

実験結果をh／Hの適当な区間に分けて

H／Dとの関係で示したものであって，
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図一2．　57　Fm／ρ9b3のノt／Dによる変化（鉛直Fil柱でi　1／30の場合）

h／Hの値が小さいときほと，F仇／ρYP3の値｛：大きくな

る傾向はあるが，この場合のh／∬1の影響は底二う配

1／100の場合ほど大きくない。したがって，実験、り範開内

で，底こう配1／30のF。／py・D3　ctfSEこう酉・！1／ioO・’場合

のそれに比べて無次元ts　ll／D　tより密接に関連つけらA

て，TP万やん／∫∫の効果は比較的小さいと考えら才1る、

　（3）　波力算定式による理論結果との比較

　図一2．58は底こう配1／30の斜面1二における波の静
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水面上の波の峯高η。／Hのh／ilによる変化を一様水深での第2定義にkるStokes波およひクノイド波理

論巳比較したものである。これらの図にkれば，実験結果は全体的に理論曲線：り小さくなり，一様水深

における創限振幅波理論では，急こう配の斜面11における波の静水1面ヒの波の峯高を必ずし川’分な精度

で推定できない’とがわかる。図一259は図一2．6Ll；fkSlに水底からの波の峯高hc／hと”／hとの関係を底

こう配1／30の場合について示したものである。この図から明らかなLうに，1＼’i77㌃の影響は・一・－t．R水深

～

σ

の場合ほピ明確でなく，hc／hはH／hとの関係・（llく表　　，75

示される。またその平均曲線は一様水深あるいは緩こう

配の場合のそれLり小さいcつぎに，図一一260は抗力

係数おLぴ質砧係数の｛直をそれぞれC〃　10おtlぴC〃；

2．0　．tして第2定却こt：るSt・k・・波理論を｝｛」いた轍力　，50

．り最大f直に対寸る汁算結果と底こう配1／30の場合の実

警慧貰諾蕊二∵∵ll1當：：，驚1ミ

波の水粒子速度は，斜面による反射やもどり流れのために，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’25
一様水深の場合とかなり様子を異にしているので，結果

のはらつきの幅が一一’様水深の場合のそれに比へ’こかなり

大きいけれtも，計算結果は実験結果と比較的tく一．一致

しているといえる。図一261は波や円柱ノ）特性を考慮
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10
して図一2．20および226　Lり両係数を決定［た場合の　　　　　　　0

，汁算糸吉果と’起験糸吉果1：の1七較をiJZ’したもノ）で｛らって，　著　　　［・刈一　259

者の計算方法に1れば，両者の対応がい）良好になり，

1《　⑨元こ。⊇撒主三こ盟　’d
　　　　　　　　　　　　7＋←十一←・｝　←
　　　　　　　　　　　　一＋t　t－tr－←一“

oρprox↓2nd　def／

　CM富20
　　8
　Cρ・10

ニ　　ー←一

言丁
群霞‡
　　　　　u　l
　　　　．　　ξ1

P
しcC

W

「州．H‥．

「

乙
口口一二

’・1／30

・，目工
召 †ー†

to’2468t　2　46　eto　2　46　8iO2
　　　　　　　　Fm　rneasκq

図一2．60全波力の最大｛直に対する計

　　　　　算結果と実験結果との比較（1）

　　　　　　（鉛直円柱でi　l／30の場合）

0864　2　　量、8己

’

　　　　　　　　　　　1．0　　　05　　　　　　　H／h
んr／hv）it／んにkる変イヒ

（i　l／30の場合）

↓　↓

@　　μL…

㍑・合…り　：；川　I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o

1‘　　　　　　　　‘　！‘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．

目7，三、∴c；7当i｝言溺・：；輸α…σρρ・。・，；1；：1†闇il

@　　　　　　　　　　　　　　　L⊥　◆

o

1・　1

　1　　　　　　　　　　‘

Pレ？，†，l　　　I

シ〉†

↓．己

「

ご
一←

．　a

）

、： ｛ 卜
1

o o ‘　　‘1 18’／30

一

→　° ◇

c
r

　↓
狽k

一

］　1

1
c

二 1
十1

　↓

k：
：

一十
．　1

’σタ2　　4　6θ’　　2　4　6θ∫0　2　　4　6θ，02
　　　　　　　　Fm　meos　Kg

図一2，61全波fJの最大値に対する計
　　　　　算結果と実験結果との比較（2）

　　　　　（鉛直円柱でi　l／30び）場合）

一74一



ばらつきの幅も小きくノcる。tた，水位変動おLび全波力の時間的変化の数例を図一2．62に示す。全波
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図一2．62水位変動および全波力の時開的変化（鉛直円柱でiL．1／30の場合）

一75一



カの時間波形は水位変動の時間波形と密接に関係しており，水位変動の時間波形が非対称であるけれども，

一様水深での理論曲線に比較的近い時間軸の負側では，全波力についても対応がよい。しかし，時間軸の正

側では斜面の影響のために，水位変動の時間波形の変化が理論曲線Lり緩やかになるので，全波力の時間

波形にもそうした傾向が現われて，両者のへだたりが大きくなっている．

　以上の考察かC，，若干推定の精度は悪くなるが，非砕波の波によって斜面上の鉛直円柱に作用する全波力

は一様水深での有限振幅波理論を用いた波力算定式にtり近似的に評価できることがわかる。

2．7　結　　　語

　以上，著者は2．においていわゆる柱体による波の回折効果を無視できる場合の非砕波の波による剛な小

口径柱体に作用する波力を適切に評価するための研究を実施し，若干の成果を得たので，各節ごとにその

結果を要約すれば，つぎのとおりである。

　2．1では，小口径柱体に作用する波力に関する従来の研究成果を要約してその問題点を明らかにすると

ともに，2．での研究方法について述ぺた。

　2．2では，従来の有限振幅波理論では基礎方程式から波速が決定されず，そのため，波速に対する

Stokesの第1および第2定義tいわれる付加的な条件が必要であって，従来この点が明確にされてい

ないことを指摘し，これまで第1定義によって計算されていたStokes波理論およびChappelearによる

クノイド波理論を第2定義によって追計算した。そして波速の定義によって波速および水粒子速度は変化

するが，水位変動はほとんど変化しないことを明らかにした。また，Lnit・neによるクノイド波の第2近

似解は箸者が、1卜算した第2定義による（’happelenrのクノイド波の第2近似解を水深・波高比h／”の自乗の

項まで考慮したより低次の解であることを解析的に明らかにした。つづいて，2．3では波速，静水面上の

波の峯高および水粒子速度に関する実験結果と従来の多くの有限振幅波理論を含めたこれらの理論計算結

果との比較から，静水面上の波の峯高についてはそれぞれの適用限界に応じて有限振幅波理論との対応が

比較的よいが，波速については第2定義にIlる結果が第！定義によるものよりはるかにtく・・致すること

を明らかに｛た。また，波による水粒子速度は実験結果のばらつきのために，必ずしも明確でないが，全

体的には第2定義によるStokes波の第4次近似解t比較的tiく一致することを示した。さらに，1，ai　t・ne

によるクノイド波理論にLれば，h／Hの値が小さいとき，水平水粒子速度lt袷直方向に急激に増加し，実

験結果とのへだたりがきわめて大きくなるのに対して，ChappelearにLるクノイド波理論び）水粒子速度

の分布は実験結果と＃く対応するか，そJ）絶対値は若干大きくなり，しかもその傾向は第1定義にLる結

果の方が著しいことも見出した．以上の結果から，一様水深に才5ける波の特性を評価ナるためには，むし

ろ第2定義にLる｛i限振幅波理論がliり妥当であり，ヒくに第2定義にltるStokes波の第4次近似解は

波速に対してはT、万7ん〈12（ただしん／H＞2．8）でもっとも適合性がtいことを確かめた。

　2．4ではMorisonの波力算定式に第2定義にkるSt〔｝kes波理論およびクノイド波理論を導入し，　柱体

に作用する全波力を算定するための有限振幅波理論による基礎式を誘導した。

　2．5ではこれらの理論に基づいて抗力係数お．よび質量係数を算出する方法について述べた。ついで，鉛直

円柱，鉛直角柱および水平円柱に作用する全波力の実験結果から，これら両係数を推定し，波や柱体の特

一76一



性との関連を検討した結果，柱体の抗力係数は一定の柱体形状に対しては，Reynolds数のみでなく，波

動運動の非定常性の効果を表わすKeulegan－Carpenter数の関数となり，同一のReynolds数に対して

Keulegan－（’arpc，nter数の大きいほど，その値が小さくなることを見出した。しかし，水平円柱の場合に

は，いわゆるproximity　effectや鉛直水粒子速度による水平方向の揚力および水粒子速度のこう配の影響

をうけるので，水平水粒子速度を用いて算出された抗力係数は鉛直円柱θ）場合に比べて若干大きくなるこ

とがわかった。一方，鉛直柱体の質量係数は波高と柱体の特性長との比H／Dの値の増加とともに若干減

少する傾向があり，水平円柱の質量係数はH／Dのみでなく，　円柱の設肩水深z／hの影響やproximity

cff。ctをうけることが明らかになった。　また両係数の位相変化は全波力の時間波形にそれほど影響しな

いと考えられた。

　2．6では波や柱体の特性との関係から決定された抗力係数および質量係数を用いた有限振幅波理論によ

る全波力の計算結果は，鉛直角柱に対しては15～20％小さいが，鉛直円柱およびproximity　effectが無

視される場合の水平円柱に対しては実験結果とよく一致することがわかった。

　っぎに，鉛直柱体に作用する無次元全波力の最大値Fm／PgDSは実験の範囲内ではH／Dと密接に関連

．5けられるのに対1て，一方，両係数を一定とした理論結果ではH／DのほかTV9／hおよびh／Hの影響が・

無視できないことを示した。このことは実験条件の制約にもよるが，これらの無次元量が抗力係数および

質量係数との関係で，全波力に皮ぼす影響を相殺する方向に作用しているためであると考えられた。また，

水潮柱に作用す騨位長さあたll・a・波加欺値に対する実験糸課・。／・geD2は主としてH／D‡・よ

びh／Hに依存しており，Tン砺やZ／hにLoCそれほど変化せず，とくに後者の傾向は両係数を一定と

した理論計算では全く説明できないことを示ピこ

　最後に，底こう配1／30の斜面｛二での鉛直円柱に作用する全波力の特性について若干の考察を加えた。

その結果，まず斜面1：に設置された鉛直円柱に作用する全波力は砕波現象を含むために水深によって大き

く変化し，砕波点近傍で最大になることを示した。つ￥に，非砕波の波による全波力の実験結果の次元解

析から，鰍元全波加・最大｛tti．　Fm／ρ9D3の万η万おいん／〃による変化特性は底・う配1／1°°の

場合と若干異なるが，無次元量H／Dとより密接に関連づけられる：とを明らかにするとともに，H／”〈

，．5a，範囲では縮はほぼ一致するOf・に対して，　H／D＞2．5で・ま・rt・う配1／3・の齢の6h’・1／1°°の

場合より若干大きくなることを見出した。さらに，第2定義にLるSt・k《・s波の第4次近似解を用いた波

力算定式による全波力の、i卜算結果と底こう配1／30の場合の実験結果との対応はご一様水深および緩こう

配の場合のそれに比べて，若干悪くなるけれども，実験の範囲内では両者は比較的よく一致することがわ

かった。
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3．大口径円柱に作用する波圧・波力に関する研究

5．1　概　　説

　円柱に作用する波力は，円柱の径が波長に比ぺて小さい場合，2．で検討したように，通常円柱による波

の変形を無視して，Morison以来抗力と慣性力の線型和として表わされているが，円柱の径が波長に比較

しうる大きさになると，上述の仮定が不適当になり，波力を計算する場合，円柱による波の変形の影響を

無視できなくなる。この問題は，水の粘性を無視したポテンシャル流理論では円柱による波の回折問題と

して取り扱われ，　Lamb　i！Wiener，　Havelock22　MacCamyおよびFucks31　Reid，　Bonnefilleおよ

びぽrmain4！Laird5）らによって計算や実験が行なわれてきた。

　円柱による回折問題は，LambおよびWienerにより述ぺられているように，　光学や音響学で扱われ

たものであるが，波動運動の場合にも若干の変形をすれば，この理論が成立することを指摘したのは

HavelockやMacCamyおよびFucksである。　MacCamyおよびFucksは浅海域における円柱による波

の回折理論の解を導くとともに，円柱周囲の波圧分布式を積分することにより大口径の円柱に作用する全

波力および全モーメントを計算した。この式は微小振幅波理論に基づくものであるから，静水面上の波圧

分布については考慮されておらず，波高が大きい場合に妥当であるか疑問である。またかれらは，この式

を改良して静水面上の波圧分布を考慮しているが，静水面上の波の高さに進行波としての微小振幅波理論を

用いているために，補正の方法に若干問題があると思われる。つぎに，ReidはMacCamyらの全波力式か

ら質量係数を求め，円柱の径と波長との比D／Lの値が小さいときは質量係数はC〃＝2にほぼ近い値を与

えるが，D／Lの値が増大するとともに，急激に質量係数が減少することを示し，波による円柱の回折効果

を考慮しなければならないD／Lの値を0．1としている。

　Lairdは大口径の円柱に作用する波圧分布および円柱周辺の水位変動に関する若干の実験を行ない，

WienerおよびMacCamyらの理論解との比較より，鉛直波圧分布の実験結果はMacCamyらの与えた双

曲線関数よりかなり急激に水底に向って減少することを示したが，後述するように，この結果の妥当性は

疑わしいように思われる。

　BonnefilleおよびGermainは，円柱周辺の水位変動および全波力についての実験を行ない，理論解と

の比較より円柱周辺の水位変動の実験結果は理論曲線よりかなり大きくなること乞示すとともに，全波力

について簡単な半理論式を与えているが，詳細は不明である。また，最近ではWang6）によって波と流れ

が共存する場合の大口径の円柱に作用する波力の問題が実験的に扱われているが，回折波理論による理論解

はあまり実験結果と対応せず，次元解析的に全波力の算定式が与えられているにすぎない。

　一方，わが国においては古く田中7）によって円形島周囲の波高分布を表わす理論解が求められており，

さらに最近では複数本の鉛直円柱に作用する波力の理論解が大楠8）によって計算されている。また，波圧

の分布特性に関する大規模な実験および観測がそれぞれ永井ら9）および橋本ら10）により，全波力に関す

る実験が中村ら11）・12）および堀川ら1：）により行なわれてきた．しかし，永井らの実験結果は重複波の波
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圧の理論解と比較されているだけであるので，回折波理論の適用性を検討するに至っていない。さらに中

村らのものは試験円柱に突出部があり，また取水口や天端から水の出入がある。堀川らのものは2．で述べ

たように，底こう配1／30の斜面におけるものである。したがって，いずれも理論の仮定を必ずしも満足

した実験ではないように考えられる。

　ところで，これらの研究はすべて微小振幅波理論である線型回折波理論に基づくものであるが，大口径

円柱に作用する波圧・波力をより適確に評価するためには，波の有限振幅の影響を考慮する必要がある。

　こうした波の非線型性を回折波理論に導入しようとする試みは最近Chakrab、rti　i4）によって行なわれた。

かれは入射波を有限振幅波理論であるStokes波の第5次近似解で表示し，それぞれの周波数成分に対し

て，線型回折波理論を適用して円柱壁での境界条件を満足する解を誘導した。しかし，この近似理論は水

面における非線型境界条件である運動学的および力学的条件を微小振幅波理論に相当する1次項以外は全

く満足しておらず，理論の適合性についてはかなりの問題があるといわねばならない。

　以上述べたように，大口径円柱に作用する波圧・波力については系統的な研究が少なく，必ずしも十分

な成果が得られていないと考えられる。そこでここでは大口径円柱に作用する波圧・波力を解明するために，

つぎのような研究を実施する。まず，3，2ではせつ動法を用いて水位変動および波圧に対する非線型回折波

理論の第2次近似解を誘導し，33ではそれらより全波力の表示式を求め，波の非線型性が全波力に及ぼす

影響を理論的に考察するとともに，円柱の質量係数と波や円柱の特性との関連を検討する。つぎに，3．4

および3，5では水位変動，波圧および全波力に関する実験を行ない，前述した理論結果と実験結果との比

較より回折波理論の適用性，とくに，波の非線型性の効果を詳細に検討し，この立場から大口径円柱に作

用する波圧・波力の推定法を考察することにする。

5．2　非線型回折波理論

　5．2．1．　基礎方程式

いま，非粘性非回転の流体運動とし，図一3．1のような極座標（r，θ，z）を用い，次式による無次元量

Z

η．←＿

@　　　xτ

D h

（a） （b）

←
X－H。

一

図一3，1　座標系
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＿　　k2φ
φ二　　　　，　r＝kr，　Z＝kz
　　λv百

a二ka，　h二kh，7＝at，

　　＿　　kη

，　η＝－　　　　　A

　　　σ
　ニ　　　＿

　　Vk9

｝

（3．1）

を定義すれば，一様水深における円柱周辺の波動運動を規定する基礎方程式および境界条件はつぎのよう

に与えられる。ここに，φ：速度ポテンシャル，k＝2π／L：波数，η：静水面からの水位変動，　h：水

深，σ＝　2π／T：角周波数，T：周期，　a：円柱の半径，9：重力の加速度，λ：微小なパラメーター，

Z：静水面より鉛直上方にとった座標および‘：時間である。

　まず，基礎方程式である連続方程式は，

　　　　　∂2φ　　1∂φ　　1∂zφ　　∂2φ

　　　　　万＋〒言＋i，兀＋一三二〇　　　　　　　　　　　　（3・2）

となり，水底および円柱壁面における境界条件はそれぞれ次式で表わされる。

　　　　　∂φ　　　　　　　　　　　＿
　　　　　一＝0　　；　　7；－h
　　　　　∂i

　　　　　∂予

　　　　　一＝0　　　；　　　’二a
　　　　　∂7

また，水面における運動学的および力学的条件は，それぞれ次式となる。

　　　　∂φ　　∂万　　∂φ∂万　　λ∂ず∂万

　　　　㌃一ω言一巴㌃三諦諏二゜・7＝λ万

　　　　　∂6＿　λ　∂¢，　1∂15、　∂¢、
　　　　・言＋・＋T｛（∂7）＋（〒諏）＋（㌃）｝　＝一゜・7－a万

（3．3）

（3．4）

（3．5）

（3．6）

ただし，力学的条件に含まれるBernoulliの定数項は式（3．6）の左辺第1項に含められている。

　さらに，解の性質として，rが無限大になるにつれて，円柱による回折波が消滅することを示すいわゆ

るradiation　conditionが必要とされるが，円柱からの回折波を表わす無次元化された速度ポテンシャル

をψとすれば，それは次式で与えられる。

　　　　　1．・（7－A’2），巴＋、ψ。。（7－％）、丁＿．．　　　　　（3．7）

　　　　　　　　　　　　　　∂，

ここに，0（r「）はr→。。のときエ／r「が有界であるような量xを表わし，o（r「）はr→。。のときエ／’「

→0となるような量xを表わすものとする。

　さて，以上の基礎方程式の厳密解を得ることはきわめて困難であるが，微小なパラメーターAが含まれ
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ているので，近似解を求めるためにせつ動法が適用できる。すなわち，φ，ψ，ηおよびωがλのベキで次

式のように展開できるものとする。

　　　　　φ＝φo十Aφ1十……

　　　　　ψ＝仏＋Iv，＋……
　　　　　＿　　＿　　　＿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．8）
　　　　　η＝ηo十λη1十・・・…

　　　　　ω＝ω。＋・1ω，＋……

　また，式（3．　8）のT＝λ万におけるφを7＝Oのまわりに

　　　　　＿　　　　　　　 ＿　　 ＿　　　　　　　　　　　　　　　 ∂φo（7，θ，0，丁）　　＿

　　　　　φ（7，θ，λ万，1）＝φ・（7・　e・°・7）＋a｛万・㌃　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　十φ1（7，θ，0，〔τ）｝十・・一・・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．　9）

で展開できるものとする。

　っぎに，式（3，8）および（3，9）を式（3．　1）～（3．7）に代入し，2のべキについて整理すると，第1次

および第2次近似解を求めるための基礎方程式および境界条件はそれぞれ次式で表わされる。すなわち，

λに独立な項に対して，

　　　　　∂3φ。　　1∂φ0　　1∂2φo　∂2φo
　　　　　　　　十＝＝十＝一十　　＿　　＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．10）
　　　　　∂72　　r　　　　　　　　　　　∂r　　　　　　　　　　　　　　r2∂θ2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂12

　　　　　∂φ。　　　　　　　　＿
　　　　　＝＝0　；　　z＝－h　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3，11）
　　　　　∂z

　　　　　∂φ。

　　　　一＝＝0　　；　　　r＝a　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．12）
　　　　　∂’

　　　　　∂φ。　　∂η。　　　　　＿
　　　　　＝一ωo＝＝0　　；　　z＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．13）
　　　　　∂z　　　　　　　　　　∂t

　　　　　　∂φ。　＿
　　　　　ωo＝十ηo＝0　　；　　　z；0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．14）
　　　　　　　∂’

　　　　　1。．・（7－％），竺・＋、砺．。（7－・・）、7－．．　　　（、．15、

　　　　　　　　　　　　　∂，

となり，また同様にAの項としてつぎの諸式が得られる。

　　　　　∂zφ1　　1　∂φ1　　1　∂2φ1　　∂2苗1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．16）

　　　　　　　十＝二＝一十＝一十一＝＝一一＝0
　　　　　∂72　　　　　　　　　r∂r　　　　　　　　　　　　　r2∂θ2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂12

　　　　　∂φ1　　　　　＿　　＿
　　　　一＝＝二〇　；　　z＝－h　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3，17）
　　　　　∂1
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　竺＿0；　丁＿i　　　　　　　　　　　　　　　　　（3，18）
　　∂7

讐一ω・票＋樗一ω・舞一驚一二鴇一…一・（319）

砺票＋元…遷＋・・票・÷｛（芸ア＋（÷芸∫＋（芸∫｝一・・㌃：，。，

　　1，－0（rA’2），竺・＋‘ψ、一。（7－％）；　丁→。。　　　　　　（3．・21）

　　　　　　　　　　∂r

　さらに，式（3．13）および（3，14）と式（3．19）および（3．20）からそれぞれη。およびη1を消去する

と，次式になる。

　　　　∂φo　　　∂2φo　　　　　　　＿
　　　　一＝三＋ω：一＝一＝O　；　z＝O　　　　　　　　　　　　（3・22）
　　　　　　　　　∂‘2　　　　　∂z

芸・・學一ω・≒…ω1芸一捻（∂φ。　∂zφ。　　　2＿十ω0　＿∂z　　∂‘2）

　　　　　　∂　　∂φo，　　1∂φo、　　∂Z50
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（∂z）｝；　z－o　　　一ω・言｛（∂≠）＋（〒万）＋

（3．23）

　ろ．2．2　第1次近似解

　式（3，10）～（3．12）と式（3．15）および（322）を満足する第1次近似解は，すでにMacCamyおよ

びFucksによって求められており，φ。，η。およびω。はそれぞれ次式で表わされる。

　　　　　礼一…・≒i鷲㌦・・＋・｛への一轟〃e・（・・｝…　τ（32・・

　　　　　i・一鰍W一蹄呼・・二・｝唖評　　（325）

　　　　　ω：二tanh万　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．26）

ここに，i＝V＝’i’i，δn：Neumann数（n＝0ならδo＝1，　n≧1ならδn二2）・ノn：第1種Bessel

関数，H£2）：第2種Hankel関数および“’”：丁に関する微分を表わす。

　式（3，24）および（3、・25）の第1項は周知の微小振幅進行波のBessel関数表示であり，第2項は円柱か

らの回折波を示し，7→。。につれて消滅するψ。に相当する項である。式（326）は通常の波の分散の関

係と一致する。

　また，微小なパラメーターλは第1次近似解に対してH。をλ射波高とすると，次式で表わされる。
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　　　　　　　kHo
　　　　　λ＝一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．27）

　　　　　　　2

　さて，式（3．24）および（3．25）は複素表示であるが，第2次近似解を求める。f算の都合上実数表示に

変換すると，それぞれ次式になる。

　　　　　＿　　　　　　　　cosh（h－←z）　　　　　　　　＿　　　　　　　　＿

　　　　　φ。＝一ω。　　＿　（L、cost－M，　sint）
　　　　　　　　　　　sinh　h

　　　　　η。＝－L，sin‘－M，C・S’

ここに，

　　　　　　　oo　　　　　L，一Σ・。げ：⑥ノ。の一」X（i）Yn（7）｝…nθ

　　　　　　　πご

　　　　　　二ΣAnC・・nθ
　　　　　　　πご

　　　　　〃1二Σbn｛γ∠（i）ノn（7）一ノ：（i）Yn（ア）｝COS　nθ

　　　　　　　πご

　　　　　　＝ΣBn　COS　nθ

　　　　　　　n＝0

　　　　　　　　（－1）m＋2δ2mノ㌫（五）　　　　（－1）m＋1δ2m＋iγlm＋i（i）

　　　　　a2・　＝＝」；三（i）・・；：（i）’a2m’1　’＝ノ㌫．1（E）・・i：．1（il

　　　　　b・m－（蒜箒宏票』1－（芸ii無捻票

　　　　　m＝0，1，2，……

およびYn：第2種Bessel関数である。

　さらに，無次元圧力万二kp／ρ9を

　　　　　万＝－7＋λP。＋λ2ρ、＋……

とすれば，第1次近似解に対しては，次式のようになる。

　　　　　＿　　　　　　cosh（h十z）　　　　　　　　　＿　　　　　　　　＿

　　　　　　　　　　　　＿　←L，sin‘－MIC・S‘）　　　　　ρo＝ωo
　　　　　　　　　　sinhh

　また，円柱壁面での水位変動および波圧は’ニaとして，

　　　　　γ：（i）ノn（i）一ノ：（i）Yn（τ）一÷

の関係を用い，式（3．27）を考慮すれば，つぎのように表示される。

　　　　　量一。｝Ta（　　◎o　　　　　　　　　　　　　　　　　　oo一Σ・。C・・nθ・i・σ‥Σb。C・・nθ…σt　n＝O　　　　　　　　　　　　　n＝0）

（3．28）

（3．29）

（3．　30）

（3．31）

（3、　32）

（3．33）

（3．34）
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　　　　。；“．－C譜蒜；）（一三・・C・・nθ…σ・二§・・一・nθ…σt）一㌃

さらに，分散を表わす開係は次式になる。

　　　　σ2ニ9ktanhkh

　5．2．5　第2次近似解

まず，第1次近似解を用いて，式（3．23）の右辺を計算すれば，次式になる。

　　　　ω1芸一ω・ω1芸一万・㌶゜＋・1芸弩）一ω・告｛（；；プ

　　　　　　　1∂φ。，　∂φ。，　　　　　　　　　　　　　ω・
　　　　　＋（7∂θ）・（τ）ト2・・L・　c・・7＋2ω・”・　・‘・7－，、。h万。。，h万

　　　　　　　　　　　　　　　1　2　　　　　　　　　　　　　＿　　　　　［｛2…h・万〃、rL、r＋2（＝一）…h・　」1〃・θ　L・θ＋（2…h2h－3）”・L・｝

　　　　　　　　　　　　　　　　r

　　　　　、。、2丁一｛。。、h・万（〃ir　一　Lfr）．（⊥）2　c。、h・万（W・5）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　r

　　　　　．（2c°sh2　h－3）（M、2　，、Li　）｝，i。2・一］、V＝コ。

　　　　　　　　　2

ここに，

　　　∂L1　　　　　∂M1　　　　　∂L，　　　　　　∂M，
　Llr＝二　　＿　 ，　　　〃1r＝　　　　　，　　　L‘θ　＝　　　　　，　　　M，θ　＝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂θ　　　　　　　　　　∂7　　　　　　　　　　　　　　　　　∂θ　　　　∂r

Ll　一一
撃戟i2　00　2A。＋ΣA　　n＝0）・÷ξ1～ξ．．・・　・・　一　・：・・＋・三悟一）…m・

　　　　　　　　　　　　　i，ノ≧o

〃f－÷（2　00 2B・＋ΣBn　　n＝0）・÷‡1（み…、一・二・・＋・三・・8・＋・）・・…

　　　　　　　　　　　　　i，i≧o

〃1Lビ
?i　　　ooAeB・＋ΣA．Bn　　nニ0）＋÷又、｛、苔．．A・　Bi　一　A・／・B・／・

　　　　　　　　　　　　　　　　らノ≧o

　　　　　oo　　　　＋Σ（An　Bn＋m＋An＋mBn）｝COS　mθ

　　　　　n＝0

・f・一 ?c：＋隠隠ノA・　A、＋三・：・・＋・。ξ・（n＋・即・＋・｝・・…

　　　　　　　　　　　　i，ノ≧o

輪嶽・：・婿1｛二騨…亨・：…2卦（n・m）B・B・＋m｝…m・

　　　　　　　　　　　　らノ≧1

（3．　35）

（3．36）

（3．37）

（3．38）
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〃・θ・・θ一
??ｼ＋揺｛二喜駕4・・＋121　A…Bm・・＋息（n＋m）

　　　　　　　　　　　　　　　　輌，1≧1

　　　　　　（A。Bn＋m＋An＋mBn）｝…mθ

Lir－÷（　　　　oo鴻＋忌。4r）・÷（1量姑一λいれ㌔・m・’）c°smθ

昨÷（⊇・∴）・t（、塁三・’・戸肱…r・・義免…n＋m・r）…m・

　　　　　　　　　　　　　　　i，ノ≧o

M・Lir－
煤iAerB・r・駆・耐）・き1｛静・‥・・m…rB・m…

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：，ノ≧o

　　　　　　　oo　　　　　＋。互（A・・B（・＋・）’＋A・n＋・）rB・・）｝…mθ

である。ただし，Am／2およびBm／2はmが偶数のときのみ存在するものとする。

　つぎに，境界条件，式（3．37）を丁≧iにおいて満たす円柱関数を含む調和関数列を見出すことがきわ

めて困難であるので，式（3．37）の右辺を7＝iのまわりでTaylor級数展開した第1項すなわち’二a

でのみ式（3．37）を満足する解を求めることにする。そのために，7＝iとおけば，An＝（2／πi）an，

Bn＝（2／πi）bnおよびL、r＝Mir＝0であり，また，第2次近似解では2倍周波数のみを考えるので，

ω・＝0となる。したがって，式（3．37）は次式で表わされる。

芸＋・帯一slnh荒、h万（÷）2｛一（c°llhi－i’，lh［エ1ヅ・・㌔Σ博：∫・…

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ら∫≧1
・三・m，、bm，，＋nE　n（n＋m）（a。・bn・m・　an・mbn）｝・・sm・］＋－1；（・…h・万一・）

　　［・・b・＋三・…㌃ξ1｛、喜：…一・am・・bm・・＋三（・n・bn＋m＋an＋mbn）｝・…θ］）

　　　　　　　　　　　　‘，ノ≧o

…27・
?ic°：；ゐ［鳥・（b：－a：）＋』1｛丁王よ∫（b・・、一・a・a、）・写（b；・・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i，」≧1

　　　　　　　　co　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　－aSl・）・・．4、　n（n＋・）（b・・b・＋m　’・・an＋・）｝…mθ］＋丁（2…h2h－3）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　［（b8一αご）・。邑（b：－an）＋二1｛、那‘・ゐ・－a・a・）＋（‘島・・一　a；・・）＋

　　　　　　　　　　　　　　　　　ら∫≧o
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　・吾。（b。・bn＋m－　a。・an＋・）｝・…θ］）…27｝・τ；°）一’＝a

一方，式（3．16）～（3．18）と式（3．21）を満足するφ、をφ。と同様に次式で仮定する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－88一

（3．39）



　　　　　　6，＝一ω。c。、h2（万＋T）（L、c・・27＋〃・si・2‘）＋ω・f（t）

ここに，L，および”2は次式で表わされる。

　　　　　　・・一慧。c．・｛・Y；（・E・ノml・’J・一・A・・叫2・・｝…m・一云ξ。Cm…m・

　　　　　　〃・一議・。｛・二（・三・Jm・・7・一・二（・i・・m・・丁）｝一…一芸慧・・・・…

　さて，式（3．40）を式（3．39）の左辺に代入し，

　　　　　　÷｛・A・・i・」m・・五・一・．jl・・i・・m・・i・｝一：

を考慮すれば，

　　　　　　亘・＋。；∂2三㌧4ω攣2万£（。m、。，27．　dm、、。27）。。、・・

　　　　　　　z　　　∂’2　　　πa　　　　　　∂　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　m＝O

　　　　　　　　　　　　d2f（り　　＿　　＿＿
　　　　　　　　＋ω6　＿　；z二〇，・；・　a
　　　　　　　　　　　　　dt2

となる。したがって，式（3．39）および（3、43）を等置すれば，Cm，

うになる。

c・一

Bi、i。h、万｛c°：；ん。ξ…。・。＋t（・…h・万一・）（・・b・＋三・…）｝

　　　　　　　　　1　　　　　　　cosh2h　　　　oo　　　　　　　　　　m2　　　　　　　　　　　00

　　　・m－。E、、。h、万［i2憶：∫α・‘・＋：i’　a…b…＋n4、　n（n＋m）（a・　bn＋m

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i，ノ≧1

　　　　　　＋an＋mbn）｝・t（・…h・万一・）｛、苔．．・・　・i　一　a…bm・・→義。（a・bn＋m

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i，i≧o

　　　　　　＋an＋mbn）｝］

・・一
C。t，。h、万［c°会・・（bZ・一・・：）＋÷（・…h・万一・）｛（錫）

　　　　　　　　oo　　　　　　＋Σ（b2－a2　n　　　　n）｝］

　　　　　　　n；0

　　　　　　　　　1　　　　　　　coshzh　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　M2
　　　dm－，。i，、。h、万［i・憶。‘ノ（b・　bj－a・a・）＋T（bil・・一　ail・・）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　らノ≧o

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－89一

（3，40）

（3．41）

（3．42）

（3，43）

dmおよびfは，それぞれつぎのよ

（3．44）

（3．45）



　　　　　・・三・（n＋m）（…bn・m－a・・a・＋m）｝・÷（・c・s・・万一・）幅…、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘，ノ≧o

　　　　　　　　　　　　　　　　　　co　　　　　－…ノ）一（bM・・一・；・・）＋・。駕（‘・‘・＋・一・・α・＋川

　　f　αt→一β

ここに，βは任意定数である。

　つぎに，77　1は式（3．20）にφ。，η。およびφ1を代入することにより次式で与えられる。

　　＿　　　　　　　　　ω8　　　　　　　　　　1、
　　η・一［2ω8…h2’h’　M・＋一｛ω♂4（鳩一Lf・）→．ωi4（＝）（輪一Lie）

　　　　　　　　　　　　　　4　　　　　　　　　　　　　　　　　r

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω♂
　　　　　＋3（〃i－Ll）｝］…27＋［－2ω8…h2万L、＋一｛・・i‘　Mlr　L、r

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　・。r（↓）2〃、θ、L、e＋・肌｝］，・．27・［巴仁ω6・（臨己）

　　　　　　　　　r　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4

　　　　　一ω5・（⊥）2（〃∴・Li，）・（Mr＋め｝一ω8・］

　　　　　　　　　r

　また，p，は次式で表才）される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　　　　Pi－［・・8…・（万・覗・苛芸ll妾づ佑崩

　　　　　　cosh2（h　l　z）　　1　2　　　　　　　　　　　　　sinh2（h－←z）　　　　　　　　　　　　　　　　＿＿

　　　　　＋、、。h，万（〒）（Mio　－Lie）　’t，、。h、万　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（〃3一め｝］・・s2t

　　　　　．［．，ω8，。sh2、万．τ）L，＋重｛c°sh2（竺の〃1，・、r　，－E°sh2（竺の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　sinh2h　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　sinh2h　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2

　　　　　（÷）t・M・…θ＋sli三睾∋叱・・］sln・27・［一÷｛≒蒜∋（Mir

　　　　　・Lir）・鴛；∋（÷）2　（Mi・，・晶）＋sin烹z’（〃圃一ω8・］

　以上のようにして，

当するaが未決定であるので，aをつぎのように決定する。式（3．39）の右辺は，

きものであるが，r二aで与えられているので，

ており，そのまtr→。。にした場合にはaを含む項が残る。そこで，これらのうち，

（346）

（3．47）

（3．48）

　　　　　　　　　　φ1，η、およびP1が求められたが，これらの諸式においてBernoulliの定数項に相

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　r≧aで表示されるぺ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　もともとrの関数であるものがaの関数として表示され

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　もともと’のみの関

数として表示される項と’およびαの関数として表示される項を分離してr→OOとすれば，後者は円柱か

らの回折波であるのt一消滅し，結局，式（3．39）の左辺はStokes波の第2次近似解に相当した進行波だけ
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が残ることになる。したがって，aとしてはStokes波の第2次近似解による次式を用いることができる。

　　　　　　　　　　1
　　　　　a＝一　　　　　 ＿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．49）

　　　　　　　　　4sinh2h

また，2もStokes波の第2次近似解に相当して

　　　　　λ．竺　　　　　　　　　　　　（、．，。）
　　　　　　　　2

になる。さらに分散を表わす関係式は第1次近似解である式（3．・36）と同一である。したがって，円柱壁に

おける非線型回折波理論の第2次近似解は水位変動および波圧に対してそれぞれつぎのように表わされる。

　まず，水位変動は，

言一吉（遇。・・…m・・…σ・遇。bm…m・…σ・）・：S’（tll；芸

　　　　　［｛C°篶力息・。…m・・、、∴。）、（，、i烹肋［三・・（b：一・：）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　mご　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　＋石1｛：緩m‘ノ（b・bノーai　aノ）＋1－（6三／・　　aS／・）＋2。ξ、　n（n＋冊）（b・　bn＋m

　　　　　　　　　らノ≧1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－a・・a・・m）｝…冊θ］＋3［・‘：∂㌔蕊（b2－a2　n　　　 n）＋嘉、｛、票。（b・b・一・…）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　らノ≧o

　　　　　－（bft・一・；、，）・・三（b。・b。，m・nan．m）｝一・］）｝・・s2…仁c°慧ん

　　　　　OO　　　　　　　　　　　　　　cosh2kh　　　　　　・Xl　　　　　　　　　tt・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　M2
　　　　認。c・C°s　’n　e＋，』ア，、。h・、、［∴叫・’1想語。‘ノa・　bノ＋丁α…b…

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　らノ≧1
　　　　　　°0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3　　　　　　00　　　　　00
　　　　　＋逐1π（π＋m）（α・b・＋・→α・＋・6・）｝c°S戊θ］｝丁［“・∫’・→蕊α・b・＋返∴ξm

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　らノ≧o

　　　　　…‥・・・・・…＋蕊（a・bn…％＋mbn）｝・・…］）｝－2…ト、、hの2

　　　　　（　　c（エshzkゐ　　　　　　cn（k。Y、、。h・kh［n；、　n2（‘二＋a：）・竺ξ｛書㍗ち・、川ヅ・三（bM／・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘，ノ≧1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（－　

　　　　　＋aS／2）＋2Σn（n＋m）（bnbn＋m＋anan＋m）｝cos肌θ］一［（陥→a：）＋Σ（b：

　　　　　　　　　　　n＝1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　n’0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　＋α二）＋歪∴蕊‘・‘・岬・）一（b；・・．＋’　aZl・・）＋2蔦（b・bn＋・＋a・a・＋m）｝

　　　　　　　　　　　ら∫≧1

　　　　　　　　　　　　　　　　｝］　　　　　c《）smθ］）＋

　　　　　　　　　　　8sinhZkh

で表わされ，また，波圧は次式となる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－91一
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。晶一篶器（念・…θslnσ・藷・・一一・÷竺蒜

　　　［｛c°sh芸；＋の三・。・・・…、、。切、1slnh，、、（c°shiご1；＋z’［茗・・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　mZ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　（b：一・k）＋己1｛二言元ノ（b・bノー“‘9＋丁（b三／・－a；／・）＋2。4、　n（叶肌）

　　　　　　　　　　　‘，ノ≧1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（・。・。＋。一・。・。＋。）｝・…θ］・…h2k（・＋の［（・：一・：）・三。（b：　“　・：）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・息早。（・…一・…）一（b三t・－ail・・’＋2蕊（b・b・＋m＋a・an・・）｝c°smθ］）｝

　　　　　　‘，ノ≧o

　　　…2…｛－c°91hi；lt；lt2kk（．h＋z）嵩㌔・・・…，⑭、1、。h、“（c°s篭ill＋勾

　　　恩。・ノ・…÷・1・・…＋芝・（・＋・）（a・bn・・＋％・mbn）｝・…θ］）｝Sln2σ’

　　　‘，ノ≧1

　　　・｛一、⑭｝、、。h、、、（c°sh；；ll≡中・（b；＋・孟）＋又1｛蹴（・…

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i，ノ≧1

　　　・・、・、）＋三（bk、，＋・in）・・三・（・＋・）（・…＋・＋・…＋・）｝・…θ］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　＋，i。h・k（ん＋z）［（b：一・乙）＋Σ（bl＋・：）＋Σ｛．Σ（b・　b∫＋・i　aノ）一（bth／・

　　　　　　　　　　　　　　　　n＝1　　　　　　　　　　m＝1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1溜

　　　・aA、，）・・三（・。bn．。＋％・。＋。）｝…m・］）＋8smi、k、｝］一吉

（3．52）

　式（3．51）および（3．52）から明らかなように，水位変動および波圧はkaおよびkhばかりでなく，h／”。

によっても変化することがわかる。また，非線型項を考慮した場合には，線型理論とは異なり，水位変動

および波圧ともその時間波形が非対称になる。

5．5　非線型回折波理論による波力算定式

　ここでは，3．2で求めた水位変動および波圧を表わす式を用いて大口径円柱に作用する全波力式を導き，

数値計算を行なって，全波力および質量係数に及ぼす波の非線型効果を検討する。

　5．5．1　全波力式

　円柱に作用する全波力Fは流体の粘性を無視すれば，一般に次式で与えられる。

　　　　　　　　　　2n　　　　　　　　　　　pacosθdθdz　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．53）　　　　　F＝ll
　　　　　　　　－h　O

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－92一



　さて，回折波理論の第1次近似解による全波力はη＝0として式（3．53）に式（3．35）を代入し，

関数の直交関係に注目して若干の計算を行なえば，次式になる。

　　　　　　F　　　　1

ρ9H。〃2

　tanhk力
丁、、の・（一α・si・σトb・　C・・Sσ’）

　　　　tanh姑

　　2（k。）・ンアー
ξ・an－・　｛一；iili；｝

cos（σ‘一ξ）

三角

（3．54）

　つぎに，回折波理論の第2次近似解による全波力式を導くことにする。まず第1次近似解による波圧式

である式（3．35）を式（3．53）に代入し，式中の双曲線関数を匂に関して展開してλ2まで考慮すれば，

水面の効果を含めた第1次近似解による全波力1”・は，次式で表わされる。

　　　　　。li：，）2．．÷t慧（一一・・…σ・・一・b・　c・・σ’）・4オ。㍍・dθ・355・

ここに，

　　　　　2・　　　　　π〃8　　　　　　　　　。。
　　　　　い2c・sθ　dθ．，（。ka，，［1（b，b、（i・（・1）＋n40（b・bn＋「a・an＋1）｝…2σt

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→一｛（・。b，＋・、b。＋Σ（a。b。、il　・．、ih．）い，・2・t＋｛（b・b，1・…）

　　　　　　　　　　　　　　n’o

　　　　　　　cp　　　　　　lΣ（b。b。＋1・｛a。a。＋1）｝」

　　　　　　　n’‘）

である。また，第2次近似解による変動波圧の積分のト限はλの㍉N一を考慮すれば，η

積分は簡単にでき，結局，第2次近似まで考慮した全波力式tt，・・きの」うに表わされる。

蒜万・÷漂←al－S・・σ・－b…s・t）1嘉石㌫1い｛（b・・，

　　　　　　　　　　oo　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4　　　　　　cosh2kh　　Ll）

　　　　　－a・・1）＋喜。（bnb・＋1－a・an＋1）｝．．．。、．h・肋仁、、。）・。Σ1π（nl1）（bnhn＋1

　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　°°
　　　　　一・a・an＋1）→’5（・…h2kh－3）｛（b・b，　一一．ala・）｝．蕊（b・b・・1　anan＋1）川

　　　　　　　　　　2kh　　　　1　2co　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2kh
　　　　　＋［（’1。、。h2、h）（M）三1π（n．日）（b・b・・1．『・a・an＋1）．1（1，mh2癌）

　　　　　　　　　　　　　co　　　　　｛（b。6r・。・1）＋Σ（b。bn＋‥a。an＋1）｝1）（…2・t｛．（2｛（・・b・　－i　・・b・）

　　　　　　　　　　　　　n：0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－93一

（3．56）

0であるので，



＋菖（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4　　　　cosh2・・6・＋1＋・・＋1ゐ・）＋，、。h・k、［（丘α）弩1・（・＋1）（a・bn・1＋an・1ら）

・÷（・…h・肋一・）｛（…1＋・1・・）＋慧（a。bn・1＋an・1・。）｝］・［（Usl蒜肋）

（☆）2三・（叶1）（・。㌦．1＋an・1り＋（仁蒜）｛（…1＋α1b・）膏

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（・。・。＋1＋・。＋1・。）｝］）…2σ・＋（・｛（‘・ゐ・＋…1）＋蕊（b・‘・＋1＋α・α・＋1）｝

一［　　　　　　2khi1＋　　　　sinh2hh）（ご）2ξ1・（・＋1）（6。bn・1・a。an＋1）＋（1－tt、lli￥IAnhkfkh）

　　　　　　　　co｛（bobt＋aoal）＋Σ（bnbn＋1＋anan＋1）｝］）｝

　　　　　　　n＝O

（3，57）

　式（3．57）の第1項はもちろん第1次近似解と一致する。また，第2項以下が波の非線型効果に対応す

るもので，tくに第4項は時間に関係しないいわゆるsteady　wave　forceを表わしている。第4項のうち，前

半分は水面の存在によって生じた波力であり，後半分は速度項から生じたものである。また，式（3．57）か

ら無次元全波力F／PgH。D2は水位変動および波圧と同様に丘αおよびkhばかりでなく，波の非線型効果

を表わすh／H。の関数となり，その時間波形も非対称になることがわかる。

　図一3．2は全波力に及ぼす波の非線型効果を検討するために，非線型回折波理論の第2次近似解による

無次元全波力の最大値Fnuivtρ9H・力2および最小値Fmi。／ρ9H・D2とD／Lとの関係をh／Lおよびh／”。

をパラメーターにして示したものであり，h／”・一。。が第1次近似解に相当する。これらの図によれば，

Fmax．／ρ9H。　D　2および㌦n．／ρ9H。　D　2のいずれもD／Lの増加とともに，いったん増加して極大値をとっ

たのち，急激に減少することおよび波の非線型性がFmax．／ρ9H。D2およびFmi　n．／ρ9H・　D　2に及ぼす影響

h／庵31

LOO

oo

lO

　　　　　　　口

　　　　　　．一・’寸一．－1

　05
0／L

（a）

1．O

　～Q。エ《き」

」00
　05
D／L

（b）

10

図一3．2
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一1．O

　　　5　　　ゆ㌔壬ミc・ε

0
　0

30＝h

ぴ。

@10
＝

63

図一32

一IO

　　　5　　　◇～Q書べ、、E」

　　　　　　　　　　　　　0
　05　　　　　10　　　　0　　　　　　05
0／L　　　　　　　　　　　　　　　　O／L

（c）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（d）

Fma＝．／Pgll。　D2およびFmin．／ρ9H。1）2のDILによる変化

36
h／L＝0．’

h／Ho＝o。

@｜

’0

1

IO

はh／Lの値が大きい場合にはそれほど顕著でないが，h／Lの値の小さい場合にはかなり大きく，しかも前

者の方がより著しいことがわかる。したがって，浅海域における大口径円柱の波力の推定には，波の非線

型性の影響を考慮する必要があるといわねはならない。

　5．5．2　質量係数に関する考察

　ここでは，非線型回折波理論の第2次近似解による全波力式を用いて円柱の質量係数を理論的に求め，

質量係数に及ぼす波の特性や円柱径の影響とくに波の非線型効果を検討する。

　いま，M〈｝risonらの微小振幅波理論に基づく波力算定式において，抗力を無視し，慣性力のみを考慮す

ると，全波力は，式（2．84）から

　　　　　。9銑肪一÷“・anh・k・・in・’　　　　（358・

となる。式（354）および（3．58）は位相に相違はあるが，これを無視して両式の最大値が一致するよう

にすれば，

　　　　　　　　　　　　　　　4

　　　　　C〃＝。、kの、ンー　　　　　　 （3・59）

で与えられる。これはReidの求めた結果であり，このような方法で決定された微小振幅波理論による円

柱の質量係数はkaすなわち円柱径と波長との比D／Lのみに依存し，しかも位相によって変化しないこと

がわかる。

　つぎに，波の非線型性を考慮した場合の円柱の質量係数の特性について考察する。

　Stokes波の第2次近似解を用いれば，　Morisonの波力算定式中の慣性力は式（2．84）よりλのべキを考
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慮して若干の計算を行なえば，次式のようになる。

　　　　　。9銑。、一一一i｝　・M・an・kh｛slnσt＋÷、h／・ち慧．h…（6…h・・一…　1、36。）

　　　　　　　　　　．Slnh2、、）s、．2。t｝　　　　　1

波の非線型性を考慮した場合も式（3，57）および（3，60）が最大値をとるように位相を一致させれば，全

波力の最大値の位相における質量係数が求められる。この場合の質量係数は解析的に求められないが，式

（357）および（3，60）から明らかなLうに，D／Lのみでなく，ん／Lおよひh／”oの関数となる。図一3．

3は全波力の最大値の位相における質量係数のD／Lによる変化をh／Lおよびh／H。をパラメーターにして

示したものである。図から明らかなように質量係数は，一般に第1次近似解による結果より小さくなり，

その傾向はh／”。の値が小さく，ん／Lの値が大きいときほど著しい。これは波の非線型性を示すh／”oや

h／Lの式（360）に及ぼす影響が式（3．57）のそれに比べて大きいためである。

2「 ｵ丁一

　　　　　　　　　　h／L＝σ3

　　　　　　　　　t－・……一一一
δ

’

0
0 　05

0／L

Ca）

　図一3．3

IO

主O

2

1

0
　0

h／｝㌔・’0

@　6

h／L・0．1

質量係数に及ぼす波の非線型効果

0．5

D／L

㈲

1．O

　ところで，式（3，60）はFl柱中心での波の位相における水位変動を用いているために，1，／Lの値が大き

い場合や九／H。の値が小さい場合には，円柱の水没体積を過大にあるいは過小に評価していると考えられ

る。そこで円柱の水没体積を計算して質量係数の補正を試みることにする。

　まず，円柱の水没体積は，次式で計算される。

　　　　　吋1二・a・…n・e・・dθ　　　　　　1
　　　　　　．∫・2a、（，．、）。、n、θ、θ　　　　　1（361）

　　　　　　　0

になる。つぎに，水位変動として微小振幅波理論による関係
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　　　　　　　〃o
　　　　　η＝－COS（kaCOSθ一σ’）
　　　　　　　2

を用いると，式（3．61）は次式で表わされる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　γ二πα2力＋”Oa2　∫　sin2θCOS（kaCOSθ一σt）dθ

　　　　　　　　　　　　　　0

ここで，積分公式

　　　　　　　　　　　le’k“・C°Sθ・・snθdθ　一・（i）”・J．（ka）

　　　　　0

を利用すれば，式（3．63）は次式となる。

　　　　　・一π；ゐ＋”i〃2ζ｛一・（ka…θ）…σ’＋…（・a…θ）S・・σt

　　　　　　　－c｛，s（ka　cosθ）cos2θcosσt－sin（ka　cosθ）cos2θsinσt｝dθ

　　　　　　　πDz　　　Ho
　　　　　　－T｛h＋M／1（ka）…σt｝

一方，式（3．60）では

　　　　　V’。竺（h＋旦，。、a、）

　　　　　　　　4　　　　2

（3，62）

（3．63）

（3．　64）

（3．65）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．66）

の水没体積を近似的に計算しているものと考えると，質量係数を評価する場合，円柱の水没体積を（〆－

V）だけ過大に評価していることになる。そこで，

　　　　　V一竺・［1＋（÷）｛ノ1；1αL÷｝一・t］　　　・367・

として，近似的に式（3．60）を次式

　　　　　　Flv　　　π　　　　　　　　1　　hh
　　　　　。9H。D・ニー9　CM　tanh　kh（・i・σt＋［τ、h／H。、、、。、・kh（…sh　kh

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．68）
　　　　　　　一・kh・…h2・h）・，、、；々｛ノ＝1｝］s・・2・t）

に置き換えて，全波力の最大値の位相における質量係数の補正計算を行なったのが図一3．4であるが，そ

の効果はせいぜい3％程度であり，きわめて小さいことがわかる。

　上述した方法で求めた質量係数は微小振幅波理論によれば位相に関して一定であるが，非線型理論では

位相変化を生じる。図一3．5は式（3．57）および（3．60）の最大値の位相を一致させた場合の質量係数の

位相による変化を示したものである。この図によれば，質量係数は’／7＝0近傍では比較的一定である

が，そのほかでは急激な位相変化を示し，その傾向はh／H。の値が小さいときほど著しいことがわかる。

また，‘／T　：±0．25近傍で質量係数が無限大になるのは式（3．57）と（3．60）の零点が一致しないため
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o

2

1

　　　　O
　　　　　O　　　　　O5　　　　　t．O
　　　　　　　　　　　CVL

　　　　図一3，4　質量係数に及ぼす円柱の水

　　　　　　　　没体積の影響

である。

　以上のように波の非線型性を考慮した場合の円柱の質

量係数はD／Lのみでなく，h／L，　h／H。さらにt／Tによ

って変化することがわかる。

一〇5

　　　　　　　　　　　　　　t／ア

図一3．5　質量係数の位相による

　　　　　変化
　　（h／L＝O．3，　一　ん／1’o二　10，

　　・…h／H。＝3）
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5．4　円柱に作用する波圧および水位変動の特性

　前述したように，大口径円柱に作用する波圧に関する実験はLairdおよび永井らにより行なわれている

が，Lairdの実験結果は線型回折波理論による波圧分布より水底に至るにしたがって急激に減少しており，

その結果の妥当性に疑問を残している。また永井らのものは理論解との比較が行なわれていない。さらに，

これらの実験結果はいずれも水深・波高比h／Hoの値が大きい場合に限られているので，波圧に及ぼす波

の非線型効果を明らかにすることはできない。そこで，34では波圧および水位変動に関する実験を実施

し，実験結果と非線型回折波理論解との比較より，その適用性を検討した結果について述ぺる。

　5．4．1　実験装置および実験方法

　実験は宇治川水理実験所にある長さ20m，幅

3m，深さ70㎝のフ゜ランジャー式造波機を備

えた波圧実験用水槽を用いて行なった。実験装

置は図一3，6に示すように造波機側の水槽端よ

り11．Omの地点に波圧計ねじ込み用の孔のあ

いた円柱を取り付け，また円柱周辺の水槽側壁

および水槽の他端には反射波を防ぐため消波装

置を設置したものである。波圧は円柱に取り付

wσレegene耐or
un’t：　cm

図一3．6　実験装置の概略図
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けた数個の波圧計により，また入射波高は造波機より約5．Omの位置で，壁面波高は円柱前面のθ＝0°

の位置で電気抵抗線式波高計によって測定した。使用した円柱は直径D　＝一　40．6（nおよび24．2㎝である。

　鉛直波圧分布の実験では，θ二〇°の位置で鉛直方向に数個の波圧計を取り付け，波圧の時間的変化とと

もに入射波高およびθ＝0°における壁面波高を記録させた。一方，水平波圧分布の実験では，1ニー10．0

㎝の位置で水平方向に5個の波圧計を取り付け，波高を数種変化させて水平同時波圧分布を測定した。し

かし，」D＝　242㎝の場合には波圧計を水平方向に同時に取り付けることができなかったので，θ＝0°に

つねに波高計を設置して波圧記録の位相の相互関係が見失われないように注意しながら，鉛直方向に取

り付けた5個の波圧計を45°ずつま才）すことにより，水平波圧を測定した。また円柱壁面に沿う水位変動

に関する実験では，ペンキで2㎝×4㎝のメッシュを入れた円柱を2台の16㎜撮影機で同時撮影するこ

とにより測定を行なった。

　実験に際して，まず問題になったのは使用した水槽が短いために，入射波高の測定位置と円柱設置位置

との距離が十分にとれなかったことである。両者の距離があまり短かいと円柱による回折波が入射波に加

わり，見かけ上入射波高が大きくなって波圧記録の解析の誤差の原因になる。そこで，造波機始動後の入射

波高の変化を調ぺたところ，実験の範囲内では8～15波の間の波高がほぼ一定であったので，入射波高

としてこの間の4～5波の平均値を用いた。さらに，入射波高の測定位置が実験装置の制約上あまり造波

機に近すぎ，円柱設置位置での入射波高と皆干異なっていたので，あらかじめ求めておいた入射波高測

定位置での波高と円柱設置位置での波高との開係から入射波高の補正を行なった。この補IEは3。5で述ぺ

る全波力の実験に際しても同様に行なった。表一3．1は実験条件および実験波の特性を示したものである。

なお，円柱による回折波は円柱より全方向に発散されるものであるが，水槽側壁での反射は消波装置によ

り完全に打ち消されるものとして実験結果の解析を進めた。

表一31　実験条件おLび実験波の特性
　　　　　（波圧および水位変動の実験）

周期rs㏄ 水深力㎝ 直径Dcm 1，／L 人射波高”。㎝

0．8 40．0 40．6 0．41 1．1－10．8

1．0 40．0 40．6 0．28 0．8～U．5

1．2 40．0 40．6 0．21 1．7～12．6

0．8 40．0 242 0．25 L5～11．5
1．0 40．0 242 0．17 1．2～12．3

1．2 40．0 242 0．13 1．7～11．5

　5．4．2　波圧に関する実験結果および考察

　図一3．7（a），（b）および（c）はθ二〇°に波の峯がきたときのθ＝O°での無次元波圧強度p／ρ9H。のゐ／H。

による変化を示したもので，図中の実線および点線はそれぞれ非線型回折波理論の第1次近似解および第

2次近似解を表わす。これらの図をみると，h／”。の値の大きいところでは実験結果はほぼ一定値をとり，

第1次近似解と比較的よく対応しているが，h／”。の値が小さくなるにつれて，　p／ρ9H。の値が減少し，
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その傾向は第1次近似解を離れて第2次近似解と一致するようになる。図一3．7（d）はθ＝180°におけるも

のであるが，同一の波の特性に対してp／ρ9H。の実験結果のh／”。による変化特性はθ二〇°の場合に比ぺ

て小さく，円柱後面では円柱前面より波の非線型効果が小さいことがわかる。

　また，θ＝O°および90°での波の峯の位相における波圧の鉛直分布を示したものが図一3，8である。こ

σ5
力／Lコ04’
ε〃L＝04’

θ・0°

∨1・ ﾛ　　　へ　　　＼

cOA 　　’　　　　　　　　言ノ　　ノ

I　！’

’　！

ノ　／

●6’
／ノ

〃’

〃

〃

一〇5 ゜》　　　わ／H。
‘’

@　　　0　85∫

●o @　　　　　■　563

一1、0　　0

05　　　　　孔0
ρ！’pgH。

ω 図一3．8

05
h／L呂σ27

ルL3028
、

θ＝0°

0
一一1．．

）・AT－・@　　一．〉、
三

戸ミN
　！　／
I　！

^！／

∠わ
’ノ

ノ／

’／

”

一〇5 ノ，’　　　　　h／Ho

5’　　。800
’，

゜1

●488

一’．0

1

0 05
P／pgH。

（b）

1．0

一100一



σ5

0
文＼N

一〇5

一’（）U

h／⊇
D，／L＝Ol7

θ・0°

　05
P／PσH。

（c）

h／Ho

741

4’7

10

05

・ミO

N

一〇5

一1．0

　　0

h／L＝027
D／L＝028
θ・90°

　05
plpgt’L・

　（dl

h／H。

フ94

479

t．O
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の図では，静水面上の波圧分布に対して水位変動の最大値とz／h二〇におけるp／ρ9H・との値を結ぶこと

によって得られる．三角形の波ll！分布が作用すうものとして細い実線で示している。これらの図によれば，

θ二〇°での実験結果は第1次近似解による理論曲線より小さく，第2次近似解と比較的よく一致している

といえる。しかしθ＝90°では実験および理論にLるいずれの結果も，h／Hoによってほとんど変化しない。

また，Lairdが著者と同様の実験を行なって，波圧の鉛直分布は双曲線関数表示によるものより水底に近

づくにつれて急激に減少すると述べていることtは異なり，著者の実験結果の鉛直分布形状は双曲線関数

でよく表現されることがわかる。

　図一3，9（a）および㈲はθ一〇°での波圧の時間的変化を示
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ρa
したものである。θ　0°では波圧波形の非対称性はほとんど

現われないが，実験結果は最大値付近で第1次近似解より小

さくなり，最小値付近では逆に大きくなって第2次近似解と

kく一致している。また図一3，9㈲は波圧波形に非対称性が

もっとも顕著に現われるθ；・9ぴの場合を示したものである。

第1次近似解は波圧波形の非対称性を全く説明できないが，

一方，第2次近似解は水面に近いほど，波圧波形の非対称性が

著しくなるという実験結果の傾向をよく説明している。ただ

し，h／H。の値が小さい場合には2倍周波数成分の補正がき

きすぎて，実験結果より波圧波形の非対称性が著しくなる。

また，第2次近似解によれば，h／Lの値が大きく，　h／H。の

値が小さい深海波に近い高波高の波の場合にθ二〇°近傍にお

いて出現する双峯型の波圧波形も説明できるが，解の近似度
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のであり，このうち，（a）および（b）はθ＝O°の位置に波の峯がきたときの水平同時波圧ρ。／ρ9H・のθによ

る変化を示し，また（c）および（d）はそれぞれのθの位置に波の峯がきたときの水平波圧ρ。ρ／ρ9Hoのθによ

る変化を表わす。θが90°より大きい円柱後面ではh／H。の影響が小さいので，いずれの理論解と一致す

るかは明確でないが，円柱前面付近ではh／H。の値の増加とともに，PC／ρ9H。およびp。p／ρ9H・の両方の

実験結果とも第1次近似解より小さく，全体的には第2次近似解と比較的よく一致している。

　図一3，11はθ＝0°に波の峯がきたときの水平波圧分布の時間的変化を示したものであり，実験結果は

波形の非対称性を含めて第2次近似解による理論曲線とよtt一致している。とくに，図一3．11（c）から明

らかなように，第2次近似解によれば，波Rl波形の非対称性はθ＝goe付近でもっとも著しく，θ一・90°で

波圧の最大値をとる位相が第1次近似解によるものよりずれることや，波圧波形の非対称性の程度がθニー

90°を中心として，円柱前面および後面に近づくにつれて小さくなるごとを定性的に説明することができ
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る。ただし，この場合のh／H。の値がかなり小さいために，第

2次近似解によるθ＝90°および135°での理論結果と実験結

果の対応は若干悪い。

　以上のように，大口径円柱に作用する波圧に及ぼす波の非線

型効果はかなり大きく，θ二〇°での波圧の最大値の実験結果

は第1次近似解より小さい。また，非対称な波圧波形が出現す

るが，これらは波の非線型性を考慮した非線型回折波理論の第

2次近似解によって比較的よく説明できる。したがって，大口

径円柱に作用する波圧のより適確な推定には本研究で述べたよ

うな非線型回折波理論を用いる必要がある。なお，入射波高が

きわめて大きい場合には，円柱前面および後面においては円柱

に沿う波が重なり合って跳波状態になるが，大口径円柱を用い

た構造物の計画設計にはこの現象を考慮しなければならない。
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　ここでは円柱壁面に沿う水位変動の実験結果と理論結果との
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図一3．11水平波圧分布の時問的

比較検討について簡単に述べることにする。　　　　　　　　　　　　　　　変化

　図一3．12はθ一〇°の位置における水位変動の時間的変化を

示したものである。この図によれば，水位変動の場合には波圧と異なり，波の非線型効果はそれほど顕著

に現われないが，時間波形については，水位が正側にある時間が長くなることがわかる。つぎに，θ一＝O°

に波の峯および谷がきたときの円柱壁面に沿う水位変動の実験結果と理論曲線との比較の1例を示したも

のが図一313である。実験結果はいずれの理論曲線とも比較的よく一致しているが，θ二90°付近では理

論曲線の傾向が相互に異なっている。すなわち，θ二〇°に波の峯がきたときの第2次近似解による水位変
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動は第1次近似解によるものに比ぺて変化の度合

がより著しく，また波の谷がきたときには逆の傾

向を示し，実験結果の傾向に近くなる。しかし，

さらに高波高の場合にはθ＝90°付近におけるこ

の傾向が著しくなり，かえって実験結果との対応

が悪くなる場合が見られた。これは第2次近似解

の適用範囲と関連するものであるが，実験ケース

が少なく，必ずしも明確でない。

　以上の著者の結果のほかに円柱壁面に沿う波高

分布については他の研究者により若干の結果が発

表されているので，これらの結果を検討してみよ
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図一3，13円柱壁面に沿う水位変動の分布
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う。図一3．14はLaird，　Bonnefilleらおよび永井らによる円柱壁面に沿う波高分布の実験結果を示し

たものである。ここに図中の丸印および点線が実験結果である。また，　Bonnef川eらの実験結果は入射

波高が不明であり，Lairdおよび永井らのものはh／”。の値が大きく，非線型効果がほとんど現われない

ので，第2次近似解は図示していない。これらの実験結果ではD／Lの値が0．2＜D／L＜1．4ときわめて広範囲
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　図一3．14　円柱壁面に沿う波高分布
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にわたっており，Bonnef川eらの実験結果を除けば，実験結果と理論結果は比較的よく一致していると

いえよう。ただし，h／Lの値の大きい場合には，著者の実験結果も含めて実験結果の方が理論結果より大

きくなる傾向がある。

5．5　円柱に作用する全波力

　3．3では非線型回折波理論の第2次近似解による全波力式を数値計算することにより，h／Lのf直が小さ

い場合を除いて波の非線型性が全波力に及ぼす影響は小さいことおよび質量係数がh／H。とともに減少す

ることを理論的に示したので，3．5では全波力に関する実験を行ない，実験結果と理論結果との比較より

この結果が妥当であるかどうかを検討する。

　5．5．t　実験装置および実験方法

　実験装置‡5よぴ波力測定装置はそれぞれ3．41および2．5．・2で述べたものと同じであるので省略する。

実験に使用した円柱の直径は50㎝および30㎝であり，波力測定系の水中固有振動数は5．Ocpsであった。

また，入射波高は3．41で述べた方法により補iEを行なった。表一3．2は実験条件および実験波の特性を

一括して示したものである。

表一32　実験条件および実験波の特性
　　　　　　（全波力に関する実験）

周期r㎝ 水深ん㎝ 直径〃㎝ ρ／L 入射波高”・㎝

0．6 30．0 50．0 0．89 0．6～　3．0

0．7 40．0 50．0 0．66 0．7～　7．6

0．8 40．0 50．0 0．51 1．2～12．3

1．0 40．0 50．0 α34 1、4～146
1．2 40．0 50．0 0．26 0．9～10．1

1．2 40．0 30．0 0．16 0．9～10．0

　5、5．2　全波力に関する実験結果および考察

　図一3．15は全波力に及ぼす波の非線型効果を検討するために，全波力の最大値Fntax．／ρ9H。D2のh／”。

による変化を示したものであり，図中の実線および点線はそれぞれ非線型回折波理論の第1次近似解およ

び第2次近似解を表わす。実験結果の”／Lの範囲は0．16＜D／L＜0．89で，かなり広範囲にわたってい

る。図によれば，ばらつきは大きいが，いずれの実験結果もh／Hoによってそれほど変化せず，理論結果

の傾向とよく一致している。しかし実験結果の方が理論結果より全体的に若干大きい。この原因の1つと

して，波力測定系の固有周期が入射波の周期に比べてそれほど小さくないこcが考えられる。そこ

で，ここでは静水中での自由振動の詳細な測定から得られた波力測定装置の固有振動数5．Ocpsおよび対

数減衰率0．016を用いて1自由度の振動系として計算される変位から全波力を求め，静的に計算した全波

力と比較した結果，その差は3～12％であった。したがって，以下では，波力測定装置の変位から求めら

一106一



れる全波力の実験結果と前述した振動系の

外力に対して回折波理論を適用して得られ

た変位から計算される全波力の理論結果と

を比較検討する。

　図一3．16は図一3．15の結果を補正した

ものであり，理論結果は図一3．15に比べ

て実験結果と比較的よく一一一一一致している。つ

ぎに，全波力の時間的変化を示したのが図

一317である。第2次近似解によれば，

全波力の時間波形が非対称になるが，図一

317の実験結果にはこうした傾向が現わ

れていることがわかる。

　以上の考察より，全波力に及ぼす波の非

線型効果は小さいという非線型回折波理論

の第2次近似解による結果がある程度確か

められたといえよう。

　5．5．5　質量係数に関する考察

　図一3．18は全波力の最大値および最小

値からSt・kes波の第1次近似解を用いて

求めた質量係数CMの直径・波長比D／Lによ

る変化を示したものであり，図中の実線は

式（3，59）によるものである。実験結果の

ばらつきの幅は大きいが，C〃はD／Lの値
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の増加とともに急激な減少を示し，理論曲線とその傾向がよく一

致している。図一3，19は質量係数に及ぼす波の非線型効果を検

討するために，全波力の最大値よりStokes波の第2次近似解を

用いて求めたc〃のh／H。による変化を示したものであり，図中の

実線は非線型回折波理論の第2次近似解より算出した質量係数の

理論曲線を表わす。この図よりC〃の実験結果は理論によって与

えC，れるように，h／”oの値の減少とともに減少していることが

わかる。

　つぎに，2．で考察した質量係数と非線型回折波理論による質量

係数との関連を検討してみよう。2で述べた質量係数は回折波理

論においていわばD／L→0にした場合に相当するものである。た

だし2．および3．での質量係数の意味はその決定方法の相違や位相

変化に起因して若干異なっている。図一3．　20は2．で述ぺた第2

定義によるStokes波の第4次近似解による鉛直円柱の質量係数
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の実験結果のうち，h／Lの値が大きいものを選んで，　h／H・による変化として示したものである。図中の太線

および細線はそれぞれ”／L→0おkび質量係数が極大値に近い値をとるD／LLO、075の場合の非線型回

折波理論による質量係数の理論曲線である。図より明らかなように，この場合の質量係数の実験結果は

h／H。の値の減少とともに，理論曲線よりさらに急激な減少を示している。これは質量係数の推定に用い

たStoke、波の第4次近似解の適用限界にも関連するが，質量係数が波の非線型効果のほかに円柱への波

のはいあがりやうずの発生発散といった現象の影響をうけているためと考えられる。
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5．6　結　　語

　以上3，では大口径円柱に作用する波圧・波力を適確に評価する計算法を確立するための基礎研究を波圧

・波力に及ぼす波の非線型効果の解明という観点から実施して，つぎの結果を得た。

　すなわち，3．1では大口径円柱に作用する波圧・波力に関する従来の研究を要約し，従来この種の研究

が少なく，こうした場合の波圧・波力を評価するための回折波理論の適用性とくに波の非線型性の影響が

ほとんど明確でないことを指摘した。そこで32ではポテンシャル流理論による非線型境界値問題の近似

解をせつ動法を用いて求めた。すなわち，微小なパラメーターAの自乗の項まで水面における境界条件を

壁面で満足する非線型回折波理論の第2次近似解を導き，波圧および水位変動を表示する式を得た．そし

て，波圧および水位変動の時間波形は波の非線型性を考慮すると，非対称になることを理論的に示した。33で

は第2次近似解による波圧および水位変動を用いて，大口径円柱に作用する全波力式を誘導した。全波力

の最大値およひ最小値を数値計算によって求め，全波力に及ぼす波の非線型効果を検討した結果，比水深の

小さい場合を除いて，全波力の最大値および最小値に及ぼす波の非線型効果は小さいことを明らかにした。

また，第2次近似解による全波力の最大値から求めた質量係数は直径・波長比ばかりでなく，比水深および

水深・波高比にも関係し，同一の直径・波長比に対して比水深の値が大きく水深・波高比の小さいほど，

その値が小さくなり，さらにこのようにして決定された質量係数は位相によっても変化することを示した。

　・）ぎに，3．4では波圧および水位変動にIX’4る実験結果と理論曲線との比較から，円柱｝1“［fii（θ＝0つで

は波の非線型性の影響が強く現われて，波の峯の位相における波圧は水深・波高比の減少とともに減少し，

その傾向は第2次近似解による理論曲線とよく一一致することや波圧の鉛直および水平分布の実験結果と第

2次近似解による理論結果との対応がよいことを見出した。また波の非線型効果である波圧の時間波形の

非対称性は円柱側面（θ二90°）で1，っとも顕箸に現われ，円柱前面および後面に近づくにつれてその影響

が小さくなり，この結果は第2次近似解によってよく説明されることを明らかにした。さらに，円柱壁面

に沿う水位変動の分布の実験結果は理論曲線と比較的よく　一致するが，水深・波高比の小さい場合には，円

柱側面での両者の対応が悪くなることを指摘した。最後に，3．5では直径・波長比の広範囲な領域における

全波力の実験結果の考察から，時間波形は非対称になるが，全波力の最大値に及ぼす波の非線型効果が小

さいことおよび質量係数は水深・波高比の減少とともに減少するという非線型回折波理論による結果を確か

めることができた。したがって，波の非線型性の影響は波圧については比較的大きいが，波圧の円周および

水深方向についての積分である全波力については，時間波形の非対称性を除いてあまり大きくないと結論

される。
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4．壁体に作用する重複波の波圧に関する研究

4．1　概　　説

　鉛直な壁をもっ防波堤や護岸に波が連続的に入射して，完全に反射されるとき，一般に壁の前面に重複

波が形成され，波高が入射波高の2倍程度になり，大きな波力が防波堤や護岸に働く。この重複波について

は，S・1・・fl・訊G。urre・2），　Mlch。3），　Bi。se14），　C。rry5），1’。nny‡5よぴP，ice6），　T。y1。，7），　S。que、

才・よぴW・ll訊・・｝ll。，9’）c，多くの研究者によ。て研究がi鋤られてきた．そして，196。年T。d、b。kh、h

　　　　　　lo）
およびKぐller　　　　　　　　がせつ動法を用いて，2つの付加的条件を加えた有限振幅浅水重複波の第3次近似解を

求めた。さらに最近では，同様な手法による合田ら11）の有限振幅浅水重複波の第4次近似解，Mackら12）

の第5次近似解，表面張力の影響を考慮したC・llcus13）の第3次近似解，波動運動を3次元的に扱った

Vermaら14）の第2次近似解，シリンダーの中の軸対称の有限振幅甫複波の問題を解いたMackls）の第3

次近似解，斜め入射波の場合を解いた浜田16）の第2次近似解および非線型浅水波理論の手法によって，ク

ノイド波の相V［干渉の問題として解いた首藤17）の有限振幅定常長波の第2近似解など多くの研究がなされ

てきた。しかしながら，この手法は形式的解法であり，一一般には数学的になんら収束の保証は与えられて

いないので，当然その物理現象に対する適合性と適用範囲が問題にされる。

　また，重複波を対象として防波堤などの港湾外郭施設を設計する場合，防波堤前面における水位変動は

きわめて大きく，しばしは防波堤を越波することが考えられる。こうした越波あるいは越流を伴う場合の

重複波的な波の波圧についてはいまだ系統的な研究がなされていないが，通常の設計便覧では越波を伴わ

ない完全重複波の波圧から天端高より高い部分の波圧を差し引いたものが作用するとしているようである。

しかし，永井18）は直立壁の天端高が低く，相当量の波が天端を越す場合には，全く越波しない場合に比

べて，波圧強度は一般に静水面付近から水底までわずかに減少すると述べている。一方，浜田ら19）は砕波

状態の波に対して直立壁に作用する波圧に関する実験を行ない，尺端高によって波圧がかなり変化し，E

端高が低く，越波がある程度許された場合には，砕波圧の波形の2番日のピークが消失することを指摘し

ている。このように，重複波の状態での波であれ，砕波の状態での波であれ，越波が伴う場合にはその波

圧特性が越波のない場合に比べてかなり変化すると考えられるが，ここで問題とする重複波の場合に対し

ては，上述の方法が妥当であるかどうか，さらに，越波のない場合に比ぺて，波圧特性がどのように変化す

るかなど不明な点が少なくない。

　そこで，4では有限振幅重複波理論の適合性と適用限界を明らかにするために，数値計算および実験か

らつぎの研究を実施する。

　まず4．2において，自由表面での2っの非線型境界条件，すなわち自由表面における水粒子の運動を規定す

る運動学的な条件とBernoulliの定理から自由表面での圧力が一定であることを示す力学的な条件をせつ動解

がどの程度満足するかを調ぺて，これらせつ動解の理論的適合性を解の近似度との関連において検討する、，

　つづいて，43において，重複波の波圧特性を中心とした系統的な実験を6≦TPt≦20（ここに，
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丁凋期，h，水深および9・動の加速度）の鍋で行ない・測の時間的変化とともに・鯛での水

位変動の時間触化を記録させ瀞緬止の波の峯高および測など鮪限振幅重複湘論によ繊紬

線と比較検討するとともに，せ嚇解の境界条件に対する誤差と繰㈱コナする齢性との関係を糠

する。

　さらに，4．4では越波のある場合の重複波の波圧に関する実験を行ない天端高が低く，重複波が直立壁を

越波することによって，直立壁前面波高および直立壁に作用する波fl三が越波しない場合に比べてどV）　Xう

に変化するかを調べ，鞭に形成される波動運動を完全級波とみ純て’f・“限振噸複波輪との比較樋

じて，この理論が越波を伴う重複波の波圧現象をどの程度説明しうるかを考察する。

　なお，43および4．4で考察するのは主として波rl三に関するものであるが，その結果は波圧を全壁面に

わたって積分した全波力についてもそのまま適用できると考えられる。

4．2　有限振幅重複波の理論式とその適合性

　4．2．1　有限振幅重複波の基礎式とそのせつ動解

　前述のように，有限振幅頃複波理論に関しては，多くの理論解か見出されているが，高次解になるほど

複雑な式になり，また第3次近似解以上の解はTad」bakhshおよびKeHerの9法によっているので，ここ

ではTadjbakhshおよびKellerの有限振幅浅水重　　　z

複波理論の第3次近似解をその誘導方法も含めて

　いま，非圧縮性完全流体における2次元運動と

し，非回転性を仮定する。図一41に示すような　．．、h　　　　　　　　　－h

座標系のもとで，速度ポテンシャルをφとして，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図一41座標系

＿－@　kzφ
φ＝
　　λ∨π「’

σ
＝

「‘

i二塑，　1＿k，，i＝k、
　　　R

　　　σ
乙｝＝

　　JFTg’
1＝kh

（41）

で表わされる無次元量を用いれば，連続方程式は次式となる。

∂2φ　　∂2φ

一　十一　＝　0
∂12　　∂i2

0≦零≦π，　一力≦1≦λη （4，2）

ここに，rおよびz：静水面止にとられた水平および鉛直座標，　k＝2π／L，　L：波長，η：静水面から

の水位変動，H：重複波波高の1／2，σ＝2π／T，λ：微小なパラメーターおよびt：時間である。また，

無次元水平および鉛直水粒子速度は，それぞれ次式で定義される。
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　　　　　＿　　∂φ　　　　＿　　∂φ
　　　　　“　＝　一　 ，　　　　　w　＝一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4．3）

　　　　　　　　　　　　　　　　∂i　　　　　　　∂？

　ついで，自由表面における運動学的条件と力学的条件は，それぞれ次式で与えられる。

　　　　　芸一ω駕・λ㌶・司　　1＿）
　　　　　・9／・t｛（爵∫・（警蠕｝・万一・1・一・万　［

ただし，力学的条件に含まれるBern・ultiの定数項は第2式の左辺第1項に含まれるものとする。

　壁面における境界条件は，法線方向をnとすれば，

　　　　　∂φ　　　　一．　　一　　　＿
　　　　　一＝0　；　z　＝－h　」F5よび　τ　＝0，　π　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4．5）

　　　　　∂n

となる。また，重複波の運動に対して次式で表わされる平均水面の条件および運動が周期的であるための

条件を必要とする。

　　　　　　カ
　　　　　1。idτ一゜　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　▽φ、、，。，丁、。▽φ、、，、，、、2。）　　　1　（　4’6’

さらに，屯複波であるための付加策件として，ηおkびφはそれぞれ，ηがCoS’C・Sτを含まないとい

う位相関係を規定する条件および第1次近似における振幅をNわす条件

　　　　　　n　2x

　　　　　躍二∴≠、一め㌧｝・・7・

を満足しなければならない。以上，式（4．4）～（・4．7）の境界条件および付加条件のもとで式（4．2）を満足

する解を見出せば，問題が解かれたことになる。式（4．4）は未知水面における非線型境界条件であるが，

前述したように基礎方程式に微小なパラメーターが含まれているので，近似解を求めるためには，せっ動

法が適用できる。すなわち，微小量のパラメーターRについてのせつ動解として，

　　　　　¢一錫凧・三ぴ・＋一

　　　　　＿　＿　　　＿　　　λz＿
　　　　　η一η・＋ληi・・i一η・＋……　　　　　　　　　　（・’4・8）

　　　　　ω一（D・　一＋一　・・i＋fZ・、＋……

を仮定して，式（4．8）を式（4．2），（4．4）および（4．5）に代入し，λの次数ごとに整理すると，　φ、
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および万↓に関する方程式および線型の境界条件が得られる。それらを式（4．6）および（4．7）の条件を用

いて逐次解いていけば，それぞれの次数に相当した近似解が求められる。

　以上の方法によってTadjbakhshらは第3次近似解を，合田らは第4次近似解を，さらにMackらは第5

次近似解を求めている。さて，Tadjbakhshらの第3次近似解によれば，まず水位変動は

　　　　　　　　　　　　λ2　　　　　－2
kn－X・…t…針τ｛（ω♂＋ω・）＋（tuiz　一　3・・－6）・・s2・t｝…2k・

　　　　A3
　　＋7｛bti　・i・σt…k・＋b1・　si・σ…s3kv＋b・i　・i・3σt…k・　　　　（4・9）

　　十b33　sin3σt　cos3kτ｝

となり，壁面における静水面上の波の峯高η。は

　　　　　kn。　一・kH＋畜・・ω’・・か　　　　　　・41・・

で表わされる。また，速度ポテンシャルは次式で与えられる。

φ一
ｿ［蒜、⑭・・h＋・‥・t　…k・　一＋一　・2　｛・fi・＋÷・…一・・－3・t

一吉・…＋・・一・）s・・2・’昔（・・一・・－7・讐i綜去z’sln2・’…・k・｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4，11）

・ξ｛β・＋β13却・h・h＋∋一’一・k・・＋・P・i・・shk・h・り…・・tc・sk・

　　＋β，，c。、h3k（h＋z）…3σt…3k・｝］

　っぎに，壁面での圧力は，Bern《）ulliの定理から次式のようになる。

㌃一一・・＋（・言一ωよ・－4sii：蕊；り｝・｛・・‘・・Q・・’S－・＋・・S・

　　　　cosh　3k（h十z）　　　3λ3　　　＿e　　　2　　sinhk（h十z）sinh2k（h十z）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝・i・σ‘　　　　　　。。、h3kh＋石一（ω・一ω・）　、、nh・kh。。，h2hh

　　　・寄｛・・ωよ・・i2）一…言一ωよ・r蕊zL4蒜篇＋z）｝…2・t

　　　・芸｛・…口＋62・言一31）鷲1；り一（1＋・・e・・27バ2－66ペー139㎡・

　　　　c°蒜；の一・8・・i6一ωめSlnh左蒜’きi；ム＋z）｝・…t

ここに，ρ：流体の密度である。

（4，12）

さらに，波長は，
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　　　L一書・云・h・・｛1＋蓋…告12ωご一・一・・♂｝2　　（・・13・

となり，またHとλとの関係は次式で与えられる。

　　　kH－・・蒜・27・ご・＋27・「8＋96ω・一’－63＋11・♂…♂）　　（414・

ここに，ω。F＝tanh　khであり，またβo，β2：定数およびb、、，　b13，b31　，　b　ss，βi3，β31，β33：khの与

えられた関数である。

　一方，首藤の有限振幅定常長波の第2近似解によれば，波の特性はつぎのように表わされる。

　まず，水位変動は，

＃一｛cn・［・一）］・…［…＋…］一±（・・－1・三）｝・已｛・n・［…一・’・］

　　＋cn・［…＋・小÷cn・［…一…］cn・［…＋…］一｛cn2［…一…］

＋cn・［…一・t・］｝一
潤A｛・n［…一・り］・n［…一・り］・・［…一・’）］

Z［α（r＋。り］・、n［α（・＋ct）］cnLα〈t＋・り］d・［α（・＋ct）］Z［αい一・り］｝

　　　・六｛…＋・パK・　－1）・・÷｝］（÷）

となり，壁面における静水面上の波の峯高は

　　　睾一・一÷（「c2－1＋T）・六（・4i

（4，15）

…2＋・i）（÷）　　・・．16・

で表わされる。ここにκ：だ円関数の母数，Kおよび6：第1種および第2種完全だ円積分，　cn，　snおよ

びdn：JaC〔｝biのだ円関数である。さらに，　Z（X）は

　　　・・X・一・・X・一÷Xイ…X・X一芸・　　　　　・417・

で定義される関数である。

　つぎに，壁面での波圧に対しては，

　　　疏一η元z一言｛・÷・（÷）2｝｛・（1－・・）一・（1－…）一・Ct・t－・r・・cn・　a・・　｝（÷）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4．18；

であり，波速は
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毒一1＋言（・一一÷）（÷）・志｛－56＋56・－11・一・・…一・・÷

　　　　　　　　E　2　　H　x
　　　　　－・5（7）｝（丁）

で表わされる。ここに，

　　　・・一、二、、｛H　　　l　　　　　　　　ET－，。、（6－3「c2”7　T）（÷，2｝

である。また，波長は次式で与えられる。

　　　　　αL＝2K

（4．19）

（4．20）

（4．21）

　4．2．2　せつ動解の自由表面境界条件に対する適合性

　（1）自由表面での境界条件

　有限振幅波理論の解が前述したように，近似解にとどまるかぎり，非線型条件である自由表面での運動

学的な条件と力学的な条件は厳密に満足されず，つねに残差項を残している。そこで，これらの近似解に

種々の条件を与えて，上述の境界条件の誤差を計算し，それらを比較して，近似度を高めることにより，

境界条件の適合性が改善されているかどうかを調べよう。

　いま，運動学的な条件の誤差をε∫とし，また力学的な条件の誤差をε∫とすると，それらはつぎのよ

うに与えられる。

　　　　　，：。i竺一。巴一巴坐、。。a万　　　　　（、．22）
　　　　　　　∂i　　　　　　　　　　　　∂7　　　　　　　　　　　　　　　　∂i∂1

　　　　　・∫一ω芸・t｛（9t1　，2・（豊∫｝・万・・一・カ　　・・23・

そして，もしせつ動解が自由表面における運動学的な条件および力学的な条件を完全に満足しているなら

ば，当然ε∫ニピニ0となるはずである。したがって，有限振幅重複波の理論解を式（4．・22）および（4．

23）に代入して，その誤差の大きさを比較することにtlり，もっとも好ましい理論解がどれであるかを

知ることができる。

　ところで，式（4．22）および（・1．23）は波長に関する無次元量であるが，有限振幅重複波理論の第3次およ

び第4次近似解の波長は，式（4．13）から明らかなように，周期ばかりでなく波高にも関係する。すなわ

ち，Tadjbakhshらにより指摘されたように，　h／L：0．170を境界として，これより深いところでは渡高

の増大により波長が減少し，これより浅いところでは波長が増大するので，せつ動解の適合性を比較する

場合の指標として採用することはできない。そこで，ここでは式（4．22）および（423）のかわりに，次

式を用いる。

　　　　　　　　　λ　　，
　　　　　　　　　　　ε1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4．24）　　　　　ε1＝
　　　　　　　　v百
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　　　　　　　　λ　，
　　　　　ε2＝一ε2
　　　　　　　　kh

また，壁面における水面条件の誤差をつぎのような形の量で評価することにする。すなわち，

ならって，運動学的な条件および力学的な条件にっいて

（E，）R－＝（ε1）max－・（ε・）mn

（E・）R　一‘（ε・）m。。一（ξ・）mir‘

（4．25）

　　oo）
1）ean　　　　に

（4．26）

（4，27）

を定義する。さらに，式（4．26）および（4，27）とは別のcrlter1・nとして，　root－mean－squareに対する

Simpson’s　rule　numerlcal　appr・xiMllti・n21）を採用すれば，上記の式（4，26）および（4．27）に対応

して，次式が定義される。

　　　　　に（E・）・＝ンε｛； A、胸）、三，．．．｛（ε1）・一一4（ξ1）・＋・ε1）・・1｝

鞠⊆、、M．i－，1，’xill．i，…｛…鴉一1＋・…万・…）1・1

（4．28）

（4．29）

ここに，（ε、）maxおよび（εt）min：それぞれ各点で計算した誤差のうち，最大のものと最小のもの，”：

計算点の個数であり，またbarは平均を示す。これら2つのcnten・nはいずれも壁面において，自由

表面の境界条件に対する適合性を全位相にt）いて平均的1こ評価する基準であり，それぞれ，誤差の位相に

関する最大変化量および自乗平均値を表わr｝『ので，後者U・criterionの方が全位相についての誤差変化を

より平均的に評価する基準であるといえる。なお，ヒ記の，’rlterl《川に基づいて有限振幅重複波理論の適

合性を検討するにあたっては，前述した第4次近似までの解を用いることにする。

　tL’）有限振幅重複波理論の適合性

　図一42は，各理論解ごとにTN／9／hとh／”の1直を与え’（，式（1，24）および（4．25）であらわされる

ε1およびe2を計算し，　t／Tによる変化として示したものである。図中の点線は第1次近似解，2点鎖

線は第2次近似解，実線は第3次近似解を示し，また1点鎖線は第4次近似解を示す。

　これらの図によれは，T∨9／hの値の小さい範囲では，　h／Hのfl自：かかなり小さくても，第2次近似解を

除いて解の近似度が高いものほど，いずれの境界条件に対する適合の程度もkくなn，せつ動解の有効性

が認められる。しかし，Tvq／hの値が増加するにつれて，　h／Hの値の小さい場合には，第2次近似解

および第3次近似解が第1次近似解より境界条件に対する適合性が悪くtcる。さらに，パ9／hの値が増

加すれば，これらの理論解のうち，第1次近似解の適合性がむしろもっともよいといった結果が見出され，

このことから，せ1）動解の適用範囲が存在することかわかる。つぎに，壁面における各近似解の（E，）R，

（E2）R，（E・）Rおよび（EORを一定のh／”のllAIC二対して1’V9／hとの関係で図示したのが図一・13で

ある。図中の黒丸は各近似解による甫複波の砕波点である。これらの図から，第4次近似解は，力学的条
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件の場合にはおおよそ6＜TV？7Jl－＜11，運動学的条件の場合には6＜Ts／pm－＜13の範囲でもっとも

境界条件の適合性がよいが，そのほかの範囲では第1次および第3次近似解よりも悪くなっており，せつ

動解のもつ限界があらわれていること，第1次近似解はτ厄の値が大きいところでは，他の近似解

よりも境界条件の適合性がよいのは第1次近似解がもっともkく物理現象を説明するというkりむしろ

TV9／hの値が大きくなると，有限振幅重複波理論の解の高次項が基本項より大きくなり，そのため境界

条件に対する誤差が大きくなるといったせつ動解の欠陥を示すものと解すべきであること，さらに第2次

近似解は一般に近似度が不足しているために，ゐ／Hの値か小さくなると，境界条件の適合性が第1次近

似解よりよい範囲がきわめて限られることなと，L・わかる。たたし，こU）　Lrつ動解の有効性が認められる

「Vπの範囲は前述した誤差の評価基準によって若干異なっており，式（1．28）および（429）による

領城は式（4．26）および（4．27）によるものLり若干広い。このことはそれぞれのcrlterlonの意味から

考えて，より平均的な意味においては，壁面での全位相についての自由表面の境界粂件に対するせつ動解

の適合性がよいことを示すものといえる。また，h／∫∫の値か大きい場合には，当然のことなからせつ動

解の有効性の認められるτ万万の領域が広くなる。

　図一4．4は壁面における境界条件の誤差（E1）Rおよび（E・）Rとh／Hとの関係の1例を示したものであ

って，いずれの境界条件の誤差もん／Hの値の減少とともに急激に増大しており，せつ動解はん／Hの値が

減少すると，急激に境界条件に対する適合性が悪くなる。これらの結果を総合して，近似度をあげるこ

とによりそれぞれの境界条件の誤差が減少する各近似解の範囲（たとえば，第3次近似解の場合には第

1次および第2次近似解よりも境界条件の誤差が減少する範囲）を各crlterloT］にしたがって示したの

が図一4．5である。これによれば，各近似解の領域が境界条件の種類により，またそのcrltertonの取り

方により多少異なっているが，せつ動解にはそれぞれの近似度によりその限界が現われていることがわ

かる。以上の考察は壁面におけるものであるが，境界条件の適合性を考えるとき，波動運動全体における
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適合性を検討する必要も考えられる。

　そこで，式（4．・28）および（4，29）にならって，さらに次式で表わされるcriterionを定義することにす

る。
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このcriterionは特定の位置における境界条件の誤差の位相に関する自乗平均値を一波長について，さらに

自乗平均したものである。したがって，重複波の全運動場における有限振幅重複波理論解の境界条件に対

する平均的な適合性を表わす基準と考えられる。

　式（4．30）および（4．31）を用いて数値計算を行ない，その結果を図一4．5と同様に示したのが図一

4．6である。図一4．5および図一4．6を比較すると，両者の範囲は一般に異なっているが，運動学的条件

および力学的条件とも図一4．6に示す範囲の方が広くなっていることがわかる。このことから，重複波の

運動場全体におけるせつ動解の境界条件に対する’7力的な適合性は壁面におけるものよりよいといえよう。
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ここで注意すぺきことは，これらの図はあくまでせつ動解の適用限界の可能性を示すものであって適用限

界そのものを示すものでなく，適用限界の究明には実験結果との比較によらなければならないことである。

4．5　有限振幅重複波理論の波圧に関する適用限界

　4．2において述べたように，せつ動法を用いて求めた有限振幅重複波理論には，ある適用限界が存在す

ることがわかったが，一方，Deanは進行波について微小振幅波，　St・kes波，クノイド波および孤立波のそ

れぞれに対する境界条件の適合性を4．2で述べた基準に従って検討し，「扉の値の大きいところで微

小振幅波理論が最適性を示す範囲が存在することを見出した。しかしながら，現在までの多くの研究に照

らしあわせてみれば明らかなように，この結果は微小振幅波理論が他の理論解より現象をよく説明するこ

とを意味するのではなく，境界条件の適合性が十分でなくとも，ある程度物理現象を説明できるという現

在の有限振幅波理論の欠陥を示しているだけである。また，境界条件の適合性の基準も絶対的なものでは

なく，相対的なものである。したがって，これらの理論の妥当性を検討し，その適用限界を明らかにする

ためには，あくまで実験によって理論結果を検証しなければならない。それゆえ，ここでは重複波の波圧

特性を中心とした系統的な実験を6≦TVO7’Jl－≦20の範囲で行なって得た壁面での水位変動および波圧の実

験結果と理論結果との比較から有限振幅重複波理論の適合性および適用限界をさらに検討することにしたい。

　4．5．1　実験装置および実験方法

　実験に用いた水槽は図一2．2に示した波浪基礎実験水槽である。実験では，造波機端より約39．5mの

位置に5個の圧力変換器を取り付けた鋼製のケーソンを設置して壁面での反射により重複波を形成させ，

壁面での水位変動および波圧の時間的変化を測定した。水位変動および波圧の測定にはそれぞれ電気抵抗

線式波高計およびひずみゲイジ式圧力変換器を用いた。

　実験では丁万刀「の値が一定になるように周期および水深を決め，波高を変化させたが，一様水深の実

験ではん／Hの値が約2．8以下の波が起こらず，十分波高の大きい波が得られなかったので，水槽底面に

】／60（3mの区間）および1／400（20mの区間）のきわめて緩やかなこう配を付け，ケーソン前面で一様

水深部より10㎝高くなるようにした。　その結果，砕波近くの十分波高の大きく，しかもほぼ対称な波形

をもつ波が得られた。図一4．7は実験装i置の概略を示したものである。記録の処理にあたっては造波機始

動後の数波と造波板の反射の入った波を除いた4～5波をとり，その平均値を用いた。表一4．1に実験条

件および実験波の特性を一括して示す。

　4．ろ．2　実験結果およびその考察

　図一4．8は静水面上の波の峯高の実験結果と有限振幅重複波理論による理論曲線とを比較したものであ

る。図中の1点鎖線は第4次近似解，太い実線は第3次近似解．2点鎖線は第2次近似解および細い実線は

首藤による有限振幅定常長波の第2近似解であり，図中の黒丸はPennyおよびPriceの砕波条件より求

めた重複波の砕波点を示す。なお，有限振幅重複波理論の第4次近似解までの砕波点はすでに合田により

計算されており，また有限振幅定常長波の第2近似解の砕波点は重複波の腹（たとえば壁面）における
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表一4．1　実験条件および実験波の特性

周期rsθc 水深〃㎝ τ万π 半波高〃㎝

0．96 25．0 6．00 2．1～10．7

0．86 20．0 6．00 3，2～　6．7

1．28 25．0 8．00 3．0～　7．1

1．14 20．0 8．00 1、5～10．5

1．07 17．5 8．00 4．3～　5．8

1．60 25．0 10．0 31～　8．4

1．43 20．0 10．0 1．4～10．0

1．34 17．5 10．0 3．0～　5．0

1．71 20．0 12．0 3．0～　5．9

1．60 17．5 12．0 1．0～　9．5

1．49 15．0 12．0 1．5～　4，3

2．00 20．0 14．0 1．8～　6．1

1．73 15．0 14．0 1．2～　9．2

1．98 15．0 16．0 LO～　9．2

1．81 12．5 16．0 2．4～　2．6

2．03 12．5 18．0 1．0～　6．8

1．82 10．0 18．0 0．7～　2．3

2．02 10．0 20．0 1．2～　5．0
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鉛直方向の水粒子加速度が重力の加速度に等しいというP¶rlnyおよびPriceの砕波条件

　　　　　　dw
　　　　　（dt）ズ，．。＋9－o

　　　　　　　　z二「」

から求められた次式を用いて数値計算した。

・・
?黶?ﾂ三｛Z’（÷）一＋－1｝（÷）“2．÷ゴ三・

（4．32）

（4．33）

また，第1次近似解は波形が上下対称であるので，つねにη。／H＝1になり，図には示していない。

　さて，これらの図から，図一4．8（a）のように比較的周期の短い波の場合にも，また，図一・t．8（b）および

（c）のLうに周期の長い波の場合にも理論曲線と実験結果は比較的よく　一致していることがわかる。ただ，第

2次近似解はh／Hの値が小さくなると，解の近似度の不足のために実験結mu　kりもかなり大きくなり，そ

の傾向はTv9／hの値の大きいときほど著しい。

　図一4．9は波の峯の位相での鉛直同lh￥波圧分布にっいて実験結果と理論曲線との比較を行なったものCあ

る。重複波の波Jt三波形にはよく知られているように，波形二う配が大きくなると，双峯型のものが現われる

ので，一般に最大鉛直同時波圧分布は，波の峯での鉛直同時波圧分布とは一致しない。鉛直同時波圧分布
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を考察する場合には，最大鉛直同時波圧分布を取り扱うほうが望ましいが，最大鉛直同時波圧分布の発生す

る位相はこの双峯性のために波の特性に応じて変わり，これを検討することは非常に労力を要し，またそ

の結果の精度も十分保証しがたいので，ここでは波の峯での鉛直同時波圧分布を扱うことにした。さて，

これらの有限振幅重複波理論はくりかえし述ぺたように・いわゆる近似理論であるので・自由表面での圧力条

件が厳密に満足されておらず，圧力式においても残差を生ずる。この改良の方法の1つが合田の補正法で

あるが，ここでは高次級数解の現象に対する妥当性を検討する意味からこのような補正は行なわず，静水

面上では三角形分布をするものと仮定して，各理論解の水位最大の点と静水面での圧力の値を細線で

結んだ。これらの図によれば，ア万万の値がそれほど大きくない場合には，h／Hの値がかなり小さく，

砕波限界に近い場合でも解の高次化の効果が現われて，第4次近似解は実験結果との適合性がきわめてよ

いか，TPtの値が増加するにつれて，両者のへだたりが現われることがわかる。

　一方，式（4．18）による定常長波の第2近似解はh／”の値が小さいときにはかなり過大な値を与え，

しかもLaltoneのクノイド波の第2近似解と同様に鉛直方向に急激に増大する分布形状を示している。

　図一一4．10は各測定点における波の峯の位相での無次元波圧強度にっいて実験結果と理論曲線とを比較

したものである．ここ、。，図中の点線は第1次近似解，破線は岸の第2次近似解22）である。
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　さて，これらの図に＃れば，パ’πの値がそれほど大きくない場合には，高次級数解と実験結果との適

合性がきわめてLく，とくに，第4次近似解は非常に波形こう配の大きい場合まで実験結果と一致する。　・杭

；1りぼ次の近似解たとえば，第3次近似解の場合にはh／H　30付近から実験結果が離れるようになり，

その適用限界を見出すことができる，しかし第4次近似解もTV9／んの値：かある程度大きくなると，ん／H

の値が小さい場合には実験結果と離れるようになり，さらにTy9／hの値が増加すれは・実験結果とそれぞれ

の理論曲線とのへだたりカ｝三じるh　／H　d）f直が定常長波の第2近似解を除いて大きくなる。第1次近似解は波

の有限振幅の効果が入っていないために，㌧∫1の1直が小さくなるかあるいはTv4／んの値が大きくなると，

その適合性は悪い．また，第2次1辻似解は近似度縄のためにtcとえ∫1再研の値が小さいときでも・姻

の値が小さくなると，かノ、り過大な値を与える・とかわカ・る．さらに謎常1破の第2近似解は7ン砺

の値が大きくなると，h／Hの値か大きい場合には実験結果とよく一致する。しかしh／Hの値が小さくな

ると，急速にその理論曲線から離れるようになるがその傾向はよくあっている。そこで，合田の方法によ

り残差を補正した定常長波の第2近似解が図一410（h）の細い点線であるが，　この場合理論曲線は実験結

果よりかなり小さくでている。これは定常長波の第2近似解では表面圧力の残差が大きく，補正がききす

ぎたためと思われる。
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つぎに，水位変動および波圧の時間1’ピ」変化について実験結果と理論曲線との比較を行なったのが図一4．

11である。図一・1．111a）および（b）のkうに，　Tv（〃hの｛直が小さい場合には，　h／Hの値がかなりノ1・さく

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　寸t・
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ても，解の近似度をあげるほど実験結果は高次解の理論曲線に近づいており，重複波の波圧の特徴をなす双峯

型の波圧波形の出現をよく説明しているのに対して，図一4．11（c）および（d）のようにT～砺の値が増加す

ると，解の近似度不足のために第3次および第4次近似解とも波の谷の部分にひずみがあらわれて波形が

実験結果と一一致せず，また双峯型波圧波形の出現も適確に評価できなくなる。一方，定常長波の第2近似解

はかなりん／∬1の値の小さい場合にも波形にっいては実験結果とよく一致しているが，波圧波形については

近似度の不足のため実験結果との適合性が悪い。さらに，広範囲な波の条件に対する計算から，定常長波の

第2近似解は双峯型波圧波形の出現を説明できないことが明らかになった。

　図一4．12は波圧について有限振幅重複波の理論曲線と

実験結果とを比較した結果を総合して，それぞれの理論解

が実験結果と適合しなくなるときのT∨9／んとん／Hのおお

よその範囲を示したものである。この図によれば，第2次近

似解の適用範囲は7∨πの値が小さく，　h／Hのf直の大

きな範囲に限られており実用上注意を要すること，第3次

および第4次近似解はその範囲がかなり広いが，τ∨駆

の値が大きくなれば適合性の劣る範囲が存在すること，定

常長波の第2近似解の適用範囲が丁万万の値のかなり大

きい領域に限られていることおよび現在の近似理論では現

象を十分適確に説明しえない領域が存在することがわかる。

ここで注意すぺきことは，この適用限界は波圧に関する実

験結果と理論曲線との比較から導かれたものであるという

ことである。ところで，以上の考察から水位変動C一ついて

は，第1次近似解では波の非線型効果が入っていないので，現

10

8

6
　　4エ、エ

2

　68101520　　　　　　TJgjrh

図一4．12有限振幅重複波理論の波圧

　　　　　に対する適用限界

象を十分説明しえず，また定常長波の第2近似解はT柳「の値が大きい場合には，たとえh／Hの値が小

さくても波圧式と異なって実験結果との対応がきわめてよいことが明らかにされた。したかって，重複波の

他の水理特性を入れた場合は当然，その適用限界の範囲も変わってくるものと考えられる。

　つぎに，せつ動解の自由表面における境界条件に対する適合性と波圧に対する適用性との関連を検討し

なければならない。4．2で述べたせつ動解の境界条件に対する適合性の検討は主として重複波の波動運動

場での全位相に関する平均的なものであり，とくに力学的条件の場合には波圧の時間的変化と関連づけ

られると考えられる。しかしこれらの詳細な検討は困難であるので，ここでは壁面での波の峯の位相にお

けるせつ動解の力学的条件に対する適合性と波圧の実験結果に対する適用性との対応関係を考察すること

にする。

　図一4．13はせつ動解の壁面での波の峯の位相における力学的境界条件に対する誤差の絶対値1ε21およ

び波圧の理論結果と実験結果との比p。al．／Pmeas．を各近似解との関係で示したものである。これらの図に

よれば，TN／万二6．0でh／II　・＝　6．0の場合には，高次解になるほど，1ε21およびP。al．／Pm。as．の1直が

急激に減少し，P。al．／ρm。a、．＝1に近づいていることがわかる。すなわち・この場合にはせつ動解
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図一4．13解の高次化による1ε，1およびρ。al．／Pm。as．の変化

の力学的境界条件に対する誤差が減少するほど，波圧に対する適用性がよくなっており，せつ動解

の有効性が認められる。また，占／H＝2、5の場合にも，第2次近似解以上に対しては同様のことが

いえる。しかし，第1次近似解の1ε21の値は第2次近似解より小さいにもかかわらず，p。al．／Pm。a、．

の値は第1次近似解の方が大きく，1ε21とp。at．／Pm。as．との対応関係がつかなくなっている。こうした傾

向の現われるh／Hの値はTV’097Jl／hの値が増大するほど大きくなり，図一4．13（d）に示したT　vi？7”jl　－18．O　e

h／H－2．・の場合には第3次および第4次近似解の間にも・の傾ll・｝硯られる。これはT・雁の値が
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大きい場合には，解の高次化によって1ε21の値が必ずしも減少しないにもかかわらず，実験結果との対応

がよくなるというせつ動解の欠陥を示すものである。ただし，図一・t．13（d）に示した第1次近似解にltる

P。a、．　／　P。　。a、．の｛齢ほ｛江・に近いのは図一4．1〔）（ll）からわかはうに・P／・9H・）h／”による変化に対

する実験結果が第1次近似解の傾向とほとんど一致していないにもかかわらず，h／∫∫の値の減少ととも

に小さくなr・て第1次近似解に近づいたためである。すべてのせつ動解についてこの両者い対応関係が見

出されるT㎡砺およびh／Hの領域は，一応図一4．5（b）に示した解の高次化によって（E2）Rの減少する領

域と図一4．12に示したせつ動解の波ltlに対する適用限界の領域の重複する部分によって表わされよう。

　図一4．14は図一4．12に示した波圧に対する適用限

界における各近似解の波の峯の位相での力学的境界条

件の誤差1ε21のア疏にkる変化を示したもので

ある。この図から第1次および第2次近似解が波圧に対　　5

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2する十分な適用性をもっためには，iε21の値か10　以

下でなければならないのに対して，第3次および第4

次近似解では5×10－1以下であれはよく，さらにいず

れの近似解もT㎡πの値が大きいほど，波圧に対す

る適用性を保証する1ε2iの値が小さくなることがわか

る。このことから完全流体の理論結果として導かれた

有限振幅重複波理論の境界条件に対する適合性と理論

の適用限界とが密接に関係することが明らかになると
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図一・1．14波圧に対する適用限界での｛ε21

　　　　　のτ∨！互7万による変化

ともに，せっ動法による解の高次化の有効性が再確認されるはずである。

4．4　越波のある場合の重複波の波圧の特性

　ここでは，越波のある場合の屯複波の波圧の特性を有限振幅重複波理論との比較において検討した結果に

ついて述べるとともに，こうした場合の波圧算定方法を提案する。

　4．4．1　実験装置および実験方法

　実験に用いた水槽は4．31と同一V）｛、のである。実験は同一特性の波に対して，越波のない場合と越波

のある場合とを交互に行ない，いずれの場合も造波機近くの一様水深部での水位変動と壁面での水位変動

および波圧を測定した。記録の解析にあたっては，両者の場合の一様水深部での波高がほぽ同一であるこ

とを確認したのち，造波機始動後の数波を除いた同じ波群の4～5波の平均値を用いた。表一　4．2に実験

条件および実験波の特性を示す。

　4．4．2　実験結果およびその考察

図一4．15は「∨「研の値が10，14および18の場合の実験結果について，静水面上の波の峯高ηo／H

とh／Hとの関係を図示して，有限振幅重複波理論と比較したものである。図中の1点鎖線は第4次近似解，
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表一・1．2　実験条件および実験波の特性（越波のある場合）

周期71s㏄ 水深ん㎝ 7万π 半波高’∫㎝ 天端高∫∫。㎝

1．14 20．0

一．・－

@8．00 4．9～10．5 5．O

L43 20．0 10．0 4，4～12．4 5．0

1．34 17．5 10．O 2．9～　9．9 2．5

L34 17．5 10．0 4，6～　9．7 5．0

L34 17．5 10．0 5．3～　8．5 7．5

1．24 15．O 10．O ・4．5～　8．6 5．0

1．60 17．5 12．0 37～　9．2 5．0

1．73 15．0 140 4．O～　9，6 5．0

1．98 15．0 16．O 34～　9．1 5．0

2．03 12．5 18．O 30～　8．3 5．0
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実線は第3次近似解，2点鎖線は第2次近似解および細い実線は首藤によって求められた有限振幅定常

長波の第2近似解であり，rl丸は重複波が越波せず，ほほ完全重複波とみなせる場合を示し，またその

他は天端（」：端高Hc）を越えて重複波が越波する場合の実験結果である。この場合，　IIは越波の有無に

よらず，壁面における水位変動の振幅に相当するものであり，周期その他の条件を同一にしたとき，越波

のある場合は越波のない場合より波高が減少するために，実験結果の横軸が若干右側に移動して図示されるこ

とになる。さて，Tン研＿10の場合，天端高を5ケース変化させたか，実験結果のばらつきが大きいた

めに，越波のある場合の静水面Eの波の峯高に対するk一端高の影響ははっきりとわからない。しかし．波高が増

大して越波量が多くなると，越波のない場合にくらぺて，実験結果は若干小さくなる傾向を示しているkう

である。また，Tv9／ん一14おtiぴ18の場合には，今回の実験の天端高の範囲では，越波のない場合の

実験結果と同じ傾向を示しており，越波量の増大するh／IIの値の小さい領域でも，その傾向はほとんど変

わらない。以上の考察から，静水面上の波の峯高に関しては，越波にLる波高の減少最を考慮すれば，実

用ヒ完全甫複波として評価することができると考えられる。

　図一4．16は，波の峯の位相

における同時波圧の無次元鯖

p／ρ9Hの鉛直分布を示したも

のである。図中の実線は第4次

近似解を表わす。このうち，図

一4，16（a）‘よT・ン9／h．　8のと

きに越波の有無による波圧変化

を検討しようとするものである

が，この図によれば，天端高に

比べて，かなり波高が増加して

も越波にLる波高の減少最を考

慮すれば，著しい波圧変化は見ら

オし一ザ，　越波ぴ）影響｛tS↓力・‘ナ　1：現

われないkうであって，
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一〇．5

　　　　　　　　　　　　　1
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　　　　　　（；i）　　　　　　　　　　　　　　　e））

　　　図一4．16波圧の鉛1白：分布（越波のある場合）

1．0

　　　　　　　　　　　むしろ完全重複波の理論曲線と比較的よく一致していることがわかる。図一416

｛b＞は丁砺．『－10のときの波圧分布に対する天端高の影響を示したものであるが，箸者の実験の天端高

の範囲では，その変化の範囲か小さいために，波圧分布にあまり影響がみられず，理論曲線とほぼ一致して

いる．ただ，〃。／h・o．143ヅ）ときには，波高にくらべて天端高がかなり低くなっており・波圧分布の実

験結果は，越波による波高の減少量を考慮しても理論曲線kり小さくな一・ている。

　つぎに，各測定点での波の峯の位相に対応するp／ρgilとh／”との関係を示し1二のが図一4．17である。

図中の点線は第1次近似解であり，ほかのltt｜線は図一4．】5と同じである。図一4．17・u・うちT、扉一8

の場合には，　h／Hの値のあまり小さくない領域では越波のW無にかかわらず，第4次近似解の理論曲線

との対応がきわめてよい。しかし，天端高にくらべて波高が増大し，砕波波高近くになると，壁面での波

高の減少量を考慮しても越波しない場合より若干実験結果が小さくでている。これは越波斌の増加により，
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波動運動の場の性質が重複波的なものから部分重複波ないし進行波的なものに変化したためと思われる。

また，T　■／Jl；77h一二10のときには，　Tv9／ん＝8のときと同様のことがうかがえるか，　とくに（b）を見

ると，つきのことがわかる。すなわち，越波のある場合の波圧はh／Hの値の大きいときには，越波のな

い場合のそれに比べて変わらないが，h／Hの値が減少すれば，後者に比べて前者は小さくなる。し

かも，その傾向が現われる限界のh／Hの値は，無次元天端高Hc／hの｛直が小さいときには大きくなって

いる。このことは越波現象の場合と同様に，H／’1．が越波にkる波Jt｛の減少を支配する重要なパラメータ

ーであることを示していると思われるか，この点に関しては実験の制約Il，十分な考察を行なうことがで

きなかった。さらに，TV9／h二12，14．16および18としだいに長周期になるにつれて，越波の有無

にかかわC・ず，43で明ρ）かにした有限振幅屯複波理論の適用限界が現われて，実験結果との適合性が悪

くなり，しかもその限界のん／Hのf直はTV9／hの値が増加するほど，大きくなっている。しかし，越

波に伴う波Hl特性の変化は，この場合にも見かけ上現われていない。

　図一4．18は波の周期や水深などの水理特性が同一の波について，越波のない場合と越波のある場合の壁

面での水位変動および波圧の時間的変化を示した｛，ので，白丸およひ黒丸は越波のない場合とある場合に

相当する。これらのうち（n）ttT　V”P7Th・8の場合で，　K端高が定のとき波高の増大に伴い，越波によ

って水位変動および波JEの時間的変化がどのように変わるかを示すものである。この結果にkれぱ，水位

変動については，越波の有無にかかわらず，完全重複波として扱えぱ，実験結果と理論曲線との対応は比

較的よい。波圧変化についてみると，この図より明らかなkうに，絶対値は同一の波の条件に対して，越波

のない場合にくらべて減少しているか，壁面での波高の減少敏を考慮すると，一般に実験結果と理論曲線と

はよく一致している。しかし波高がかなり大きくなると，’▲鹸結果と理論曲線との対応が悪くなり，越波の

ある場合には，双峯型波圧波形の第2のピークがくずれて非対称の波形が現われ，しかも，その傾向は波

高が大きくなるほど箸しい。とくに，砕波近くのきわめて波高の大きい場合には，この図では明確でない

が，水位変動の記録は若干ひずんでいて，対称性か失なわれていた。また，（b）はT～万万二10の場合の

波圧に対する天端高の影響を調べるために，2種類の天端高について水位変動および波圧の時間的変化を

示したものであり，天端高の大きい場合には越波の有無にかかわらず，実験結果と理論曲線の対応はほほ

ついている。しかし，天端高が低くなると，越波のある場合，波圧変化については1述した波圧波形の非

対称性が現われ，このことからも天端高と波高との関係が越波時の波圧現象に対して重要なパラメーター

であることが推論される。

　すでに前述したように，同一条件の波でも越波のある場合には，越波のない場合に比べて波高が減少

する。そこで，この越波による波高の減少titを評価するために，無次元一fa　H　7UcとH／H．との関係を示した

｛，のが図一419である。ここにH’は越波のある場合の壁面における水位変動の振幅であり，越波のない

場合のそれと区別するために，とくにHtと記号したものである・　さて・この図に示したkうな無次元駄を

用いると，越波による波高の減少埴は全体的にほほ図中の細い実線で表わされ・’餓結果のばらつきのために・

周期の影響ははっきり見出されない。その結果，越波に伴う波高の減少駄は壁面における水位変動の振幅と

天端高の比H／H．によって支配されることがわかる。

　以上，越波のある場合の重複波の波圧に関しては・H／’∫。の値があ主り大きくないかぎり・越波による波
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高の減少量を図一4．19にしたがって考慮するこ

とにより便宜的ではあるが，有限振幅重複波の理

論解によりある程度その特性が解明できると考え

られる。しかしながら，こういった問題の本質的

な解明には，たとえば壁面近傍の波形など波動運

動場の性質をさらに．詳細に検討する必要があろう。
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4．5　結　　語

　以k，4では，せつ動解による有限振幅重複波
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1．0
理論の適合性と適用限界を明らかにして，壁体に

作用する波圧の計算法を見出すための基礎研究を　　　　　　　1ρ　　　　15　　　　2．0　　　　2．5
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　H／Hc
実施したが、得られた成果はつぎのように要約さ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図一4．19越波による波高の減少量
れる。

　まず，4．2では波の各種の条件に対してせつ動解の自由表面における2つの非線型境界条件である運

動学的条件および力学的条件に対する壁面での誤差を2つのcrltert・nすなわち誤差の最大変化量および

自乗平均値として定義され，いずれもせつ動解の全位相に対する平均的な適合性を検討するための基準，を

用いて評価し，それらを比較することにご・・て，せつ動解の境界条件に対する適合性を検討した。その結

果，criteri・．の種類および境界条件にレ・て若干の相違はあるけれども，せつ動解は丁郁の値があ

まり大きくない場合には，2つの境界条件を平均的によく満足することや，ゐ／Hの値が小さくなれは，

TV” Vprの値が小さい場合でも解の高次化にLって→1　r）動解の境界条件に対する適合性は改善されず，一一

般にTV万万の値が大きくなるにつれて，その適合性が改善できなくなるh／Hの値が大きくなることが

わか’」た。そして，逐次近似を進めるにしたがって境界条件に対する適合性が改善される波の特性の領域

を各近似解ごとに，「v万万とh／Hとの関係で表わす図表を提示しヒ。また重複波の全運動場におけ

る恒’）動解の適合性を同様なcrlterionに基づいて検討し，壁面でノ）それと比較した結果，重複波の全運

動場においてせつ動解は境界条件を平均的によく満足することがわかった，

　つぎに，43では，重複波の波rl三に対する有限振幅重複波理論の適用限界を明らかにするために，系統的

な実験結果と理論結果との詳細な比較検討を行なった。その結果，有限振幅屯複波理論は高次解ほど，実

験結果をよく説明するが，h／Hの値が小さい場合には，理論の近似度の不足のために，理論曲線と実験結

果とのへだたりがかなり大きくなり，実験結果と理論結果が離れる限界のh／Hの値は7’vPtの値が大

きくなるほど大きいことおよび定常長波の第2近似解は進行波におけるクノイド波理論と同様に，h／H

の値があまり小さくない場合には，τ～η7万の値が大きくなるにつれて，その適合性がよくtcることを見出

した。そして，以上の結果を総合して，各近似解の波圧に対する適用限界をτ～扉とh／”との関

係で表示した図表を提案した。さらに，せつ動解の波の峯の位相における力学的境界条件に対する誤差

1ε，1と波圧に対する適用限界との関連を検討した。その結果，せつ動解は解の高次化によって1ε、1山値

が第1次近似解の場合を除いて急激に減少するとともに・波圧に対する適用性がよくなることがわかった・
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また，T万tとん／Hとの関係で表示されたせつ動解の波圧に対する適用限界と境界条件に対する適合

性との関係の検討から，各近似解が適用限界を満たすための誤差1ε21の値は，高次解ほど大きくてもよく，

したがって高次解ほど適用限界が広くなることが再確認された。

　最後に，4．4では，越波のある場合の壁体に作用する波圧特性に関しての有限振幅重複波理論の適用性

を検討した。その結果，越波のある場合の波圧は，越波のない場合のそれに比ぺ（，その絶対値は減少

するが，越波による波高の減少量を考慮すれば，越波のない場合の実験結果とほぼ同じ傾向をもつようになり，

その範囲内では，有限振幅重複波理論が適用できることがわかった。しかし，h／Hの値が小さくなり，し

かもH，／hの値が小さい場合には，直立壁前面における波動運動の場の性質が重複波的なものから部分重複波

ないしは進行波的なものに変化するために，越波による波高の減少量を考慮しても十分現象を説明できず，条件

によっては双峯型の波圧波形がくずれて非対称な波圧波形が現オ）れることがわかった。そしてこの場合の波圧変

化に対しては，H／H。が重要なパラメータであることを指摘し，波圧の推定における実用的なつぎの方法を提

案した。すなわち，越波に伴う壁面における波高の減少量は実験の範囲内では，周期にそれほど関係せず，

ほぼH／H。によって決定されるので，実用上越波のある場合の壁体に作用する波圧はH／Hcの値の大きい

場合を除き，図一4．19を用いてH／H．よりHソH。を求め，波高として，211”を用いて有限振幅重複波理

論を適用すれば評価できることを示した。
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5 結 論

　以上，著者は本論文において，有限振幅波理論に基づく波lt三・波力に及ぼす波の非線型性の影響の解明

という立場から，非砕波の波によ・・て剛な小日径柱体，大口径円柱および壁体に作用する波圧・波力の適確

な推定法の確立のために，系統的な基礎研究を行なったが，得られた｝三要な研究成果を要約して，本論文

の結論としたい。

　まず，Lにおいては，柱体や壁体に作用する波圧・波力の適確な推定法の確立が海洋開発などに伴う海

洋構造物の設計に必須であり，また海岸工学や海岸水理学flの基礎的課題であることを指摘するとともに，

これC）の問題の究明においては従来の研究が必ずしも十分でないことを述べて，本研究のH的および研究

方法と内容の概要を述べた。

　2．においては，波長に比べて柱体の特性長が1・分小さく，柱体による波の変形を無視できる場合につい

て，非砕波の波による全波ノ」の推定法を確、’Zするために，鉛直円柱，鉛直角柱および水平円柱を対象とし

た基礎研究を行なった。すなわち，まず現在の有限振幅進行波理論では，波速の決定のためにSt・kesの

第1および第2定義といわれる付加的条件が必要であり，従来の研究ではこれらの定義による理論結果の

差異が明確でないことを指摘するとともに，St・k¶sの第2定義を用いてSt・kcs波の第4次近似解およ

びクノイド波の第3近似解を追計算した。そして，波速，水位変動および水粒子速度に関する理論および

実験結果との比較から，水位変動については波速の定義による相違はなく，実験結果と比較的よく一致す

するのに対して，波速おkぴ水平水粒子速度はむし7）第2定義によるStokes波の第4次近似解と・一致す

ることを見出した。このことから，波力の推定に用いる有限振幅波理論としては，第2定義によるものの

方がより適切であることを指摘した。また，1，ait｛｝Tl（・にLるクノイド波理論は拷：者が追計算したいh：ippelcar

のそれより低次の近似解であることを解析的に明らかにして相lllの関係を見川した。つぎにMoris・11の波

力算定式に有限振幅波理論を導人し，柱体に作用する全波力の計算式を誘導するとともに，これらを用い

て鉛直円柱，鉛直角柱および水、1え円柱の実験結果から抗力係数および質駄係数を推定し，波や柱体の特性

との関連を詳細に検討した。その結果，いずれグ）抗力係数もRc’yJi・｜ds数おLぴKeu｜ek，；ln｛’arpent（’r数

び）関数となり，1司’のReylields数に対してKeuk・g；tn－（’arpeTハter数グ）大きいほど，その値が小さくなる

ことや水’府q柱の場合にはproxttntty　effectや鉛直水粒子速度による水ip・　Ji向の揚力および水粒f’速度

のこう配の影響などを受けるので，水V一水粒子速度を用いて評価された抗力係数は鉛直円柱の場合に比べ

て若干大きくなることを見出した。一一　Jノ，質敏係数は波高・柱体特性長比とともに若千減少するが，水’判ll

柱の場合にはこのほか，設㈹水深の影響やpr“xtmttv　cff宇ctを受けることを明らかにした。また，これら

両係数を一定として計算される全波JJの時間的変化と実験結果とを比較して，両係数の位相変化は全波力

の時間波形にそれほど影響しないことを見川した。一）い（’，これらの関係で表示された両係数を用いた場

合ぴ）有限振幅波理論にkる全波力の計算結果は，鉛直角柱の場合には実験結果llり若干小さくなるが，鉛

直円柱およびpr・XlmltY　efrectが無視される水’1え円柱に対してlt，　実験結果とよく一致することが確か

一14：1



められた。さらに，鉛直柱体の全波力の最大値は，実験結果の範囲内で波高・柱体特性長比と密接に関連

づけられることを示すとともに，この傾向は波や柱体の特性との関係で表示された両係数を用いれば，理

論計算によってもある程度説明できることを示した。…方，水平円柱の波力の最大値は波高・柱体特性長

比と水深・波高比に依存しており，比水深や設置水深によってそれほど変化しないことおよび水底のごく

近傍ではproximity　effectが現われて波力がかえって増大することを実験的に見出した。最後に，傾斜海

浜上の鉛直円柱に作用する全波力と波や円柱の特性との関係を検討し，この場合の非砕破の波による全波

力の推定に対しても有限振幅波理論を用いた波力算定式の適用が可能であることを示した。

　3．においては，大口径円柱に作用する波Jt｛・波力に及ぽす波の非線型効果を究明する観点から，せつ動

法を用いて非線型回折波理論の第2次近似解を求め，波圧，水位変動およひ全波力の表示式を導いた。そ

して，波の非線型性を考慮した場合には，これらの時間波形が非対称になることや全波力の最大値および

最小値に梗ほす波の非線型効果は比水深の小さい場合を除いてかなり小さいことを明らかにした。さらに，

質量係数は直径・波長比のみでなく，比水深，水深・波高比および位相によって変化し，比水深が大きく，

水深・波高比が小さいほど，減少することをf軍論日’算によって明らかにした。また，波圧，水位変動およひ

全波力に関する’k験結果との比較から，著者の理論の妥当性が確かめられた。その結果，とくに波Jt三に対

しては，円柱前面において波の非線型効果が強く現われることや円柱側面において時間波形の非対称性が

もっとも顕暑：になり，円柱前面および後面に近づくにつれて，その度合が小さくなることを明らかにした。

　4．においては，壁体に作用する波圧の適確な計算法を見出すために，せつ動解による有限振幅重複波理

論の境界条件に対する適合性と実験結果への適用限界を検討した。すなわち，まずせつ動解の全位相につ

いての平均的な適合性を検討するための基準を用いて，せつ動解の自由表面における2つの非線型境界条

件に対する誤差を評価し，それらを比較することによって，せつ動解の境界条件に対する適合性を検討し

た。その結果，せつ動解は比水深の値が大きい場合には，境界条件に対する適合性がよいが，比水深の値

が小さくなるにつれて，悪化することを示し，また，逐次近似を進めるに従って，境界条件に対する適合

性が改善される領城を図示した。ついで，波圧の実験結果との詳細な比較から，せつ動解の波圧に対する

適用限界を波の特性との関係で図示した。また，波の峯の位相におけるせつ動解の力学的境界条件に対す

る誤差と波圧に対する適用限界との関連を検討した結果，せつ動解は比水深の1直が比較的大きい場合には，

解の高次化によって境界条件の誤差が急激に減少するとともに，波圧に対する適用性がkくなることおよ

び各近似解が適用限界を満たすための境界条件の誤差は高次解ほど大きくてtiく，いいかえれば高次解ほ

ど適用限界が広くなるという前述した適合性と適用限界との相1［関係を明らかにすることができた。さら

に，越波のある場合の壁体に作用する波圧特性に対して，有限振幅重複波理論の適用性を検討し，この場

合の波圧は越波による波高の減少量を考慮すれば，その適用範囲内では有限振幅痕複波理論によって推定

できることを明らかにした。

　以上，本論文では，構造物に作用する波圧および波力に及ぼす波の非線型効果の解明という観点から，

非砕波の波によって剛な柱体や壁体に作用する測｛三・波力に関する系統的な基礎研究を実施して，新しい多く

の知見が得られたけれども，実際1こなお残された問題も少なくなく，さらに研究を進iめる必要があるが，

これらの研究成果が沿岸海洋構造物の設日・や沿岸海洋災害の防止に資するところがあれば，箸者の望外の
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喜びとするものである。

　最後に，本研究の全過程にわたって終始一一貫して暖かい御指導と適切な御助言をいただいた京都大学防

災研究所i：屋義人教授に深甚な謝意を表明するとともに，本研究の端緒を与えられ，御教示御激励くださ

れた京都大学F学部長尾義三教授および岩垣雄．一教授に深く感謝する次第である。また，本論文作成にあ

たって御助力いただいた防災研究所芝野照k助手ならびに海岸災害部門の諸氏に謝意を表明する。
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